
１　防災の推進 ページ数

(1) 国、市町村その他の関係機関等との連携の強化
①情報連絡体制

災害対策本部等 1 － 1 － 1 － 1 1
武力攻撃事態等及び緊急対処事態における県対策本部 1 － 1 － 1 － 2 1
火山防災協議会 1 － 1 － 1 － 3 1
水災害対策協議会 1 － 1 － 1 － 4 2
阿武隈川上流洪水情報・水防連絡会、阿賀川水防連絡会 1 － 1 － 1 － 5 2
住民への情報提供 1 － 1 － 1 － 6 2
土砂災害に関する情報提供 1 － 1 － 1 － 7 2
山地災害に関する情報提供 1 － 1 － 1 － 8 3

②応援協定
広域相互応援協定 1 － 1 － 2 － 1 3
民間企業、関係団体等との応援協定 1 － 1 － 2 － 2 3～5
災害時医療の関係機関連携 1 － 1 － 2 － 3 5

③被災地への支援体制
災害ボランティアセンター 1 － 1 － 3 － 1 5
被災市町村への職員派遣 1 － 1 － 3 － 2 6
雪害予防及び雪害応急対策 1 － 1 － 3 － 3 6
緊急消防援助隊 1 － 1 － 3 － 4 6
住民避難における市町村との連携 1 － 1 － 3 － 5 7
広域避難の支援 1 － 1 － 3 － 6 7
被災建築物応急危険度判定士による支援 1 － 1 － 3 － 7 8
被災宅地危険度判定士による支援 1 － 1 － 3 － 8 8
上水道施設の被災時支援体制 1 － 1 － 3 － 9 8
下水道施設の被災時支援体制 1 － 1 － 3 － 10 8

(2) 消防防災活動の充実
①地域住民の意識の醸成

地域住民の連帯意識の醸成 1 － 2 － 1 － 1 9
②防災に当たる人材の育成

消防団の充実強化 1 － 2 － 2 － 1 9
災害担当職員の育成 1 － 2 － 2 － 2 10
警察官からなる部隊員等の育成 1 － 2 － 2 － 3 10
消防職員等の育成 1 － 2 － 2 － 4 10
被災者支援のための人材育成 1 － 2 － 2 － 5 10
自主防災組織活動の促進 1 － 2 － 2 － 6 11

③防災体制の整備
防災通信機能の整備 1 － 2 － 3 － 1 11
消防防災ヘリコプターによる消防防災活動 1 － 2 － 3 － 2 11
学校における災害対応マニュアルの整備 1 － 2 － 3 － 3 11
災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の整備 1 － 2 － 3 － 4 12
災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の整備 1 － 2 － 3 － 5 12
災害時健康支援、栄養・食生活支援活動マニュアルの整備 1 － 2 － 3 － 6 12

(3) 防災意識の向上のための教育
防災に関する普及啓発 1 － 3 － 1 12～13
地震防災対策に関する普及啓発 1 － 3 － 2 13
林野火災防止に関する普及啓発 1 － 3 － 3 14
山地災害防止に関する普及啓発 1 － 3 － 4 14
がけ崩れ災害防止に関する普及啓発 1 － 3 － 5 14
水災害防止に関する普及啓発 1 － 3 － 6 14
学校教育における防災教育 1 － 3 － 7 15～16
震災教訓の継承 1 － 3 － 8 16

(4) 防災訓練の実施
総合防災訓練 1 － 4 － 1 16
石油コンビナート総合防災訓練 1 － 4 － 2 17
災害対策本部の図上訓練 1 － 4 － 3 17
国民保護訓練 1 － 4 － 4 17
救助救出活動の実践的総合訓練 1 － 4 － 5 17
災害時医療に関する合同訓練 1 － 4 － 6 17
山地災害避難訓練 1 － 4 － 7 18
水防訓練 1 － 4 － 8 18
土砂災害時のための訓練 1 － 4 － 9 18
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トンネル内事故に備えた防災訓練 1 － 4 － 10 18
航空機事故発生時の初動体制確立等のための訓練 1 － 4 － 11 19

(5) 要配慮者及び被災者に対する支援
市町村における要配慮者避難支援対策の促進 1 － 5 － 1 19
水害時の要配慮者対策 1 － 5 － 2 20
土砂災害における要配慮者対策 1 － 5 － 3 20
避難所における災害派遣福祉チーム派遣体制の整備 1 － 5 － 4 20
市町村等との連携による各種被災者支援制度の運用 1 － 5 － 5 21

２　原子力発電所周辺地域の安全確保の推進
(1) 原子力発電所の安全監視

安全確保協定 2 － 1 － 1 22
廃炉に関する安全監視組織の設置 2 － 1 － 2 22
専門家等の配置 2 － 1 － 3 22

(2) 原子力発電所周辺地域における環境放射能の監視及び測定並びに測定結果の県民等への情報提供
環境放射能の監視、測定及び公表　 2 － 2 － 1 23
測定結果の情報提供　 2 － 2 － 2 23
監視測定機器等の計画的な更新・整備 2 － 2 － 3 23

(3) 原子力防災対策の推進
原子力防災情報連絡体制 2 － 3 － 1 24
原子力防災訓練 2 － 3 － 2 24
原子力防災研修会の開催 2 － 3 － 3 25
原子力防災に関する普及啓発 2 － 3 － 4 25
原子力防災資機材の整備 2 － 3 － 5 25

３　防犯の推進
(1) 防犯に関する周知啓発

防犯に関する情報提供、指導 3 － 1 － 1 26
地域安全情報の発信 3 － 1 － 2 26
サイバー犯罪被害防止 3 － 1 － 3 27

(2) 防犯ボランティア団体等への支援
連携による地域安全活動 3 － 2 － 1 27
防犯ボランティア活動支援 3 － 2 － 2 27
被災者等による自主防犯組織への支援 3 － 2 － 3 28

(3) 市町村、事業者その他の関係団体等と連携した推進体制の整備
金融強盗、「なりすまし詐欺」等被害の防止　 3 － 3 － 1 28
店舗対象の強盗事件等被害の防止 3 － 3 － 2 29
自動車盗難被害の防止 3 － 3 － 3 29
サイバー攻撃による情報流出被害の防止 3 － 3 － 4 29

(4) 犯罪防止に配慮した環境設計（施設、住宅等の整備及び管理）の普及　　
犯罪が起こりにくい環境整備 3 － 4 － 1 29
住宅の防犯対策 3 － 4 － 2 30
店舗における防犯対策 3 － 4 － 3 30
強盗の被害に遭いやすい店舗の防犯対策 3 － 4 － 4 30

(5) 子どもの安全確保に関する施策の実施
地域社会の連携による子どもの安全確保　 3 － 5 － 1 31
学校における安全確保 3 － 5 － 2 31
子どもの安全教育の充実 3 － 5 － 3 32
学校施設・設備点検による安全確保 3 － 5 － 4 32

４　虐待等対策の推進
(1) 虐待等防止のための周知啓発

暴力、虐待防止の周知啓発　 4 － 1 － 1 33
ＤＶ防止対策　 4 － 1 － 2 33
児童虐待防止対策 4 － 1 － 3 33～34
高齢者虐待防止対策 4 － 1 － 4 34
障がい者虐待防止対策 4 － 1 － 5 34
障がい者の権利擁護の推進 4 － 1 － 6 34
施設等における虐待防止対策 4 － 1 － 7 35

(2) 虐待等の防止体制の整備
関係機関連携によるＤＶ防止対策　 4 － 2 － 1 35
児童相談所による総合的な支援　 4 － 2 － 2 36
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児童虐待における関係機関の連携 4 － 2 － 3 36
高齢者虐待に関する市町村ネットワークへの支援 4 － 2 － 4 37
市町村職員等の対応能力向上のための研修　 4 － 2 － 5 37
障がい者虐待防止ネットワーク構築 4 － 2 － 6 37

(3) 虐待等の被害者又はその家族等への支援
関係機関連携によるＤＶ被害者支援 4 － 3 － 1 38
ＤＶ相談体制の整備　 4 － 3 － 2 38
虐待を受けた児童への保護・支援　 4 － 3 － 3 39
高齢者虐待の被害者等への支援　 4 － 3 － 4 39
障がい者虐待の相談・支援 4 － 3 － 5 39

５　交通安全の推進
(1) 国、市町村その他の関係機関等との連携による道路交通環境の整備　　　

事故分析による事故削減対策 5 － 1 － 1 40
地域住民と連携した「人」優先の道路交通環境整備 5 － 1 － 2 41
地域の特性に応じた交通規制 5 － 1 － 3 41
交通情報提供の充実強化 5 － 1 － 4 41

(2) 交通安全に関する教育及び広報啓発
段階的かつ体系的な交通安全教育の推進 5 － 2 － 1 42
民間団体等の主体的活動の推進 5 － 2 － 2 43
住民参加と協働の推進 5 － 2 － 3 43
交通ボランティア活動支援 5 － 2 － 4 43
交通安全の広報啓発 5 － 2 － 5 44

６　医療に関する県民参画等の推進
(1) 疾病に対する正しい知識の普及啓発

生活習慣病に関する正しい知識の普及啓発 6 － 1 － 1 45
感染症に対する正しい知識等の普及啓発 6 － 1 － 2 46
心の健康や自殺予防に関する知識の普及啓発・相談支援 6 － 1 － 3 46
救急医療に関する正しい理解、適正な利用の促進 6 － 1 － 4 46
小児救急に関する情報提供 6 － 1 － 5 47
難病への理解促進と支援体制の充実 6 － 1 － 6 47

(2) 献血等医療提供に関する県民参加の促進
献血運動の普及啓発　 6 － 2 － 1 47
骨髄バンクやアイバンクドナー登録の促進 6 － 2 － 2 48
臓器移植に関する県民等の意識向上 6 － 2 － 3 48

(3) 市町村及び医療関係団体との連携の強化
関係機関連携による献血の促進 6 － 3 － 1 48
市町村との連携強化 6 － 3 － 2 48

(4) 東日本大震災・原子力災害の影響を踏まえた健康管理
放射線の影響に対する健康管理 6 － 4 － 1 49
被災者の心のケア 6 － 4 － 2 49
子どもたちの体力向上に関する取組の充実 6 － 4 － 3 50

７　食品の安全確保の推進
(1) 安全な食品を提供するための自主的な取組の促進と監視・指導の強化　　　

安全な農林水産物の生産と供給 7 － 1 － 1 51
安全な食品の製造加工 7 － 1 － 2 51
生産段階における監視・指導の強化 7 － 1 － 3 52
製造・加工段階における監視・指導の強化 7 － 1 － 4 53
流通・販売段階における監視・指導の強化 7 － 1 － 5 53
輸入食品に対する監視・指導の強化　 7 － 1 － 6 53
食品表示の適正化の推進 7 － 1 － 7 54
食の安全を確保するための検査体制の充実 7 － 1 － 8 54
食品の安全に関する調査研究の推進 7 － 1 － 9 55

(2) 食の安全に関する情報共有とリスクコミュニケーションの促進
食の安全に関する情報の共有と普及啓発の推進 7 － 2 － 1 55
食の安全に関するリスクコミュニケーションの促進 7 － 2 － 2 56
食の安全に関する県民の意見の施策への反映 7 － 2 － 3 56
食育の推進 7 － 2 － 4 56～57

(3) 国、市町村その他の関係機関等との連携の強化
関係機関の連携強化 7 － 3 － 1 58
国、市町村その他の関係機関との連携 7 － 3 － 2 58



(4) 食品中の放射性物質対策への取組
安全な食品の生産に向けた放射性物質対策 7 － 4 － 1 59
食品中の放射性物質検査と測定結果の情報発信 7 － 4 － 2 59～61
飲料水の放射性物質検査と測定結果の情報発信 7 － 4 － 3 61
食品中の放射性物質対策に伴う情報共有とリスクコミュニケーションの促進 7 － 4 － 4 62
食品中の放射性物質対策に関する調査研究の推進 7 － 4 － 5 62

８　生活環境の保全
(1) 環境の状況の監視及び調査

環境モニタリングの充実強化 8 － 1 － 1 63
調査結果の維持管理・指導への反映 8 － 1 － 2 63
産業廃棄物の安全性確認 8 － 1 － 3 63
総合的な不法投棄防止対策事業の実施 8 － 1 － 4 64
不法投棄広域化への対応 8 － 1 － 5 64

(2) 生活環境の保全に関する周知啓発
水・大気環境に関する普及啓発 8 － 2 － 1 64
住宅・建築物に関する普及啓発　 8 － 2 － 2 65
不法投棄防止意識の普及啓発　 8 － 2 － 3 65
フロン類の排出抑制、回収義務の浸透 8 － 2 － 4 65

(3) リスクコミュニケーションの推進
リスクコミュニケーションの普及拡大 8 － 3 － 1 65

(4) 工場、事業場及び廃棄物処理施設における安全確保対策
環境汚染防止対策及び再発防止対策 8 － 4 － 1 66

(5) 放射性物質に対する正しい知識の普及と環境汚染からの回復
環境放射線モニタリングの実施 8 － 5 － 1 66
除染等の推進 8 － 5 － 2 67
汚染廃棄物及び災害廃棄物の適正な処理の推進 8 － 5 － 3 68
発達段階に応じた「放射線教育の推進」 8 － 5 － 4 68

９　消費者の安全確保の推進
(1) 自立した消費者の育成

消費者への情報提供 9 － 1 － 1 69
世代ごとの特性に応じた消費者教育・啓発の実施 9 － 1 － 2 69
情報活用能力の向上 9 － 1 － 3 69～70
消費者団体の育成 9 － 1 － 4 70
薬物乱用防止の普及啓発 9 － 1 － 5 70
計量に関する知識の普及啓発 9 － 1 － 6 71

(2) 消費者被害の救済
県消費生活センターの相談対応機能強化 9 － 2 － 1 71
市町村相談窓口の充実等の支援 9 － 2 － 2 72
多重債務者対策の実施　 9 － 2 － 3 72
製品事故の原因調査 9 － 2 － 4 72
医薬品に関する正しい知識の普及啓発 9 － 2 － 5 72

(3) 事業者及び事業者団体への監視及び指導
違反事業者への指導・勧告 9 － 3 － 1 73
国、他の都道府県、市町村との連携 9 － 3 － 2 73
事業者団体との連携 9 － 3 － 3 73
健康食品等による健康被害防止 9 － 3 － 4 73
適正計量の徹底に向けた関係事業者への監視指導 9 － 3 － 5 74
貸金業者に関する苦情相談等への対応 9 － 3 － 6 74

１０　犯罪被害者等支援の推進
(1) 犯罪被害者等の支援を行う民間団体の活動の促進

犯罪被害者等支援団体の活動促進 10 － 1 － 1 75
(2) 国、市町村その他の関係機関等との連携による支援

総合的かつ計画的な犯罪被害者支援の推進 10 － 2 － 1 75
関係団体等の連携による支援体制の充実 10 － 2 － 2 76
国、他都道府県及び市町村との連携による情報共有 10 － 2 － 3 76
市町村の取組の促進 10 － 2 － 4 76
関係機関等の連携による性犯罪被害者の相談・支援体制の充実 10 － 2 － 5 77

(3) 犯罪被害者等の支援に関する周知啓発
被害者等支援に関する普及啓発 10 － 3 － 1 77
犯罪被害者週間による周知啓発 10 － 3 － 2 78
各種公的制度の周知 10 － 3 － 3 78
中高生等に対する被害者支援の啓発 10 － 3 － 4 78
学校へのカウンセラー派遣 10 － 3 － 5 79



１　防災の推進
じ

No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

(1) 国、市町村その他の関係機関等との連携の強化

　①情報連絡体制

　1-1-1-1 災害対策本部等

1

大規模災害が発生した場合は、
必要に応じて災害対策本部を設
置し、市町村や防災関係機関と
連携して情報収集に当たるとと
もに、応急対策及び復旧に関し
連絡調整に当たります。

・災害対策本部設置を要する災害の発生はなかった
が、浪江町における林野火災時には、自衛隊の派遣要
請や県リエゾンの派遣を調整した。また、台風などの
接近時には、庁内防災連絡員会議・各市町村防災担当
者会議（テレビ会議）を開催し、情報共有を図るとと
もに防災体制に関する注意喚起を行った。

・今後も必要に応じ速やかに災害対策本部等を設置
し、市町村や防災関係機関と連携して情報収集に当た
るとともに、応急対策及び復旧に関し連絡調整を行い
実行する。また、台風の接近時等においては、庁内防
災連絡員会議・各市町村防災担当者会議（テレビ会
議）を開催し、情報共有を図るとともに、防災に関す
る注意喚起を行う。

危機
管理
部

災害
対策
課

　1-1-1-2 武力攻撃事態等及び緊急対処事態における県対策本部

2

大規模テロ等が発生した場合
は、国民保護法に基づき対策本
部等を設置し、国や市町村、関
係機関と連携して避難や救援の
措置を講じます。

・国民保護法等に基づく対策本部等を設置する事象は
発生しなかったが、大規模爆破テロを想定した図上訓
練を国、いわき市、消防、警察等の関係機関（８５機
関２１９名参加）と実施し、①テロ事案発生時の初動
措置の確認②緊急対処事態対策本部業務の確認③関係
機関の機能確認を行い、対策本部における対応能力の
向上を図った。
なお、平成２９年度は石油コンビナート総合訓練と併
せて実施した。

・大規模テロ等の事案が発生した場合は、速やかに対
策本部等を設置し、国、市町村、防災関係機関と連携
して避難や救援等の国民保護措置を実施する。

危機
管理
部

危機
管理
課

　1-1-1-3 火山防災協議会

3

吾妻山、安達太良山、磐梯山の
山ごとに火山防災協議会を設置
しており、県、市町村、気象
台、火山専門家及び防災関係機
関が一体となって、活火山にお
いて想定される火山現象の状況
に応じた警戒避難体制の整備に
関する検討を行います。

・吾妻山、安達太良山、磐梯山の火山防災協議会にお
いて、登山者や観光客等の避難を対象とする「火口周
辺地域における避難計画」の策定作業を進めるととも
に、３山合同会議を開催し、吾妻山の噴火警戒レベル
２における警戒範囲の見直しや火山防災対策検討ワー
キンググループの設置に向けた規約の改正等について
協議を行った。

・各山の「火口周辺地域における避難計画」について
策定を完了した。「融雪型火山泥流等を想定した住民
等の避難計画」の策定作業に着手する。また、火山防
災対策検討ワーキンググループにおいて、避難計画を
実効性のあるものとするための具体的な火山防災対策
について検討を進める。

危機
管理
部

災害
対策
課

福島県安全で安心な県づくりの推進に関する基本計画の取組状況
資料３－１
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　1-1-1-4 水災害対策協議会

4

県内８方部に水災害対策協議会
を組織し、水災害についての意
見や情報を交換し、共有し合い
ながら、洪水氾濫、土砂災害等
に対する地域住民の防災意識の
向上と水災害対策の推進を図り
ます。

・県内８方部の水災害対策協議会を改正水防法に基づ
く法定協議会に位置づけるとともに、今後５箇年にお
ける具体的な取組事項（ハード・ソフト対策）につい
て取りまとめ、平成２９年１２月に各方部ごとの取組
方針を策定・公表した。

・県内８方部で水災害対策協議会を開催し、平成２９
年１２月に策定した取組方針のフォローアップとし
て、平成２９年度の取組状況、平成３０年度の取組予
定について確認及び情報共有を図るとともに、引き続
き、減災に係るハード・ソフト対策の取組を推進す
る。

土木
部

河川
計画
課

　1-1-1-5 阿武隈川上流洪水情報・水防連絡会、阿賀川水防連絡会

5

関係機関連携による連絡会に参
画して、河川の危険情報等の情
報交換を行うほか、災害時連絡
体制を確認し、円滑な対応に努
めます。

・阿賀川洪水予報・水防連絡会及び阿賀川水防連絡会
に参画し、関係機関で河川の危険情報を共有した。ま
た、5月27日に阿武隈川や阿賀川の沿川自治体や国と
協同で洪水対応演習を行い、出水時の情報伝達体制や
伝達文書の作成について確認を行い、出水時の体制構
築に努めた。

・阿賀川洪水予報・水防連絡会(4月25日)及び阿賀川
水防連絡会(4月19日）に参画し、関係機関で河川の危
険情報を共有した。今後も各水防連絡会（幹事会）な
どを通じて、水害リスク情報の共有を図りたい。ま
た、4月20日に阿武隈川や阿賀川の沿川自治体や国と
協同で洪水対応演習を行い、出水時の情報伝達体制や
伝達文書の作成について確認を行い、出水時の体制構
築に努めた。

土木
部

河川
整備
課

　1-1-1-6 住民への情報提供

6

災害発生時における市町村の被
災状況、避難状況、道路の通行
規制や公共交通機関の運休情報
などを県ホームページに掲載
し、気象警報発令時には公式ツ
イッターにツイートするなど情
報提供に努めます。

・災害発生時における市町村の被災状況、避難状況、
道路の通行規制や公共交通機関の運休情報などを県
ホームページに掲載した。気象警報発令時には公式ツ
イッターにツイートするなど情報提供に努めた。（ツ
イート数３０２回）

・今年度も、災害が発生した場合は市町村の被災状
況、避難状況、道路の通行規制や公共交通機関の運休
情報などを県ホームページに掲載し、気象警報発令時
には公式ツイッターにツイートするなど情報提供を行
う。

危機
管理
部

災害
対策
課

　1-1-1-7 土砂災害に関する情報提供

7

土砂災害危険箇所の公表や土砂
災害警戒区域等の指定のほか、
土砂災害発生の危険性が高まっ
たとき、市町村長が避難勧告等
を発令する際の判断や住民の自
主避難の促進及びその判断の参
考となるよう、福島地方気象台
と共同で土砂災害警戒情報を発
表するなど迅速な情報提供に努
めます。

・土砂災害発生危険度の高まりの表示方法及び気象庁
の雨量データ更新の高頻度化（30分間隔から10分間
隔）に伴いシステムの改修を行った。これにより、土
砂災害警戒情報をより迅速に発表することが可能に
なった。
・市町村長が避難勧告等の発令を判断するための支援
として、平成29年6月から土砂災害警戒情報発令時の
ホットラインの運用を開始した。

・引き続き、市町村長の避難勧告発令の判断や住民の
自主避難の促進の参考となるよう、システムを改修
し、福島地方気象台と共同で土砂災害警戒情報を発表
するなど迅速な情報提供を行う。

土木
部

砂防
課



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　1-1-1-8 山地災害に関する情報提供

8
山地災害危険地区について、県
ホームページの充実を図るな
ど、情報提供に努めます。

・県の森林GIS（もりまっぷ）に最新の山地災害危険
地区の情報を掲載した。
※森林GISとは県内の森林・林業に関する地理情報を
Webブラウザ上で提供するサイト。 森林資源情報（樹
種や樹齢）保安林の一をインターネットで提供してい
る。

・山地災害危険地区に新たに指定された箇所の追加・
更新を随時行う。

農林
水産
部

森林
保全
課

　②応援協定
　1-1-2-1 広域相互応援協定

9

北海道、東北８道県相互応援協
定、及び５県相互応援協定（福
島、茨城、群馬、栃木、新潟）
のほか、全国都道府県における
災害時等の広域応援協定を締結
しています。さらに、国土交通
省所管公共施設においては、東
北地方及び北陸地方の各関係機
関（地方整備局、県、政令指定
都市、高速道路（株））が、そ
れぞれ災害時の相互応援に関す
る申し合わせを締結していま
す。日ごろから初動対応の確認
を行い、万一の事態に備えま
す。

・北海道・東北８道県及び５県相互応援協定について
は、それぞれ連絡会議が開催され、各県の取組等につ
いて情報交換等を行った。また、５県の取組として、
情報伝達の手順を確認するため、連絡通報訓練を実施
した。

・８道県及び５県において連絡会議を開催し、各道県
の取組みについて情報交換等を行う。

危機
管理
部

災害
対策
課

　1-1-2-2 民間企業、関係団体等との応援協定

10

東日本大震災等の経験を踏ま
え、食料、飲料水、生活物資等
を取り扱う民間企業等や、輸
送、通信・報道、廃棄物、公共
施設の応急対策等に係る民間企
業、建設関連各種団体等との新
たな災害時応援協定の締結や、
既存協定の見直しを行い、大規
模災害発生時に迅速な被災者の
生活支援や公共施設の応急対策
に努めます。

・企業等との包括連携協定（災害対策に関すること）
を締結した。
　東北電力株式会社（H29.7.13）
　日本郵便株式会社（H30.2.14）

・協定締結先と協定に基づき事業展開を図っていく。

企画
調整
部

企画
調整
課
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

・県警と公益社団法人福島県歯科医師会は、平成７年
に大規模事故・事件、災害発生時において、多数死体
の身元確認又は鑑定の必要性が生じた場合に協力を要
請することができる旨の覚書を締結し、同覚書に基づ
き、平成１１年から合同で福島県歯科医師会警察歯科
医部会研修会を実施している。平成２９年１１月２６
日に公益社団法人福島県歯科医師会との合同で平成２
９年度（第１８回）福島県歯科医師会警察歯科医部会
研修会を開催し、警察関係者５９名、福島県歯科医師
会関係者３５名、福島海上保安部関係者３名の合計９
７名が参加した。同研修会では、大規模災害に伴う多
数死体の検視を想定し、歯牙所見の確認、デンタル
チャートの作成、照合作業等の身元確認訓練を実施し
た。

・昨年度に引き続き、平成３０年１２月２日に平成３
０年度（第１９回）福島県歯科医師会警察歯科医部会
研修会を実施予定。

警察
本部

鑑識
課

・県警では、大規模災害の発生に備え、関係機関等と
の連携強化の上、災害時支援協定を締結している。昨
年は、民間企業との間に、「小型無人機（ドローン）
を活用した協定書」（猪苗代署）を締結した。

・大規模災害の発生に備え、関係機関等との連携強化
の上、災害時支援協定の締結や、既存協定の見直しを
図る。

警察
本部

災害
対策
課

・大規模災害時における廃棄物等の円滑な処理のた
め、平成19年3月27日に（一社）県産業廃棄物協会と
災害廃棄物の処理等の協力に関する協定、県環境整備
協同組合連合会とし尿及び浄化槽汚泥の収集運搬の協
力に関する協定、平成28年1月15日に（一社）県解体
工事業協会と建築物等の解体等に伴う災害廃棄物の収
集運搬等に関する協定、平成30年2月20日に（公社）
福島県浄化槽協会と浄化槽の緊急点検等に関する協定
を締結した。

・大規模災害が発生した際は、協定に基づき市町村及
び一部事務組合が行う災害廃棄物の撤去等の支援やし
尿等の収集運搬等の協力を行う。

生活
環境
部

一般
廃棄
物課

・福島県社会福祉事業団と「福祉避難所への福祉・介
護人材の派遣に関する協定」を締結した。
（H30.3.22）

・引き続き関係団体等との協力体制構築に努める。
保健
福祉
部

保健
福祉
総務
課

・７つの法人・施設等と「福島県災害派遣福祉チーム
の派遣に関する協定」を締結した。

・関係法人・施設等に通知を出し、協定締結数の増加
を図る。

保健
福祉
部

社会
福祉
課

・福島県水道危機管理マニュアルに定める水道事業者
等との連絡体制を更新して、関係者へ周知し連絡体制
を確保した。

・福島県水道危機管理マニュアルにおける水道事業者
等との連絡体制を必要に応じて更新し、連絡体制の確
保を行うとともに、災害等の危機発生時にはマニュア
ルに基づく連携を図り、迅速に飲料水を確保する。

保健
福祉
部

食品
生活
衛生
課

東日本大震災等の経験を踏ま
え、食料、飲料水、生活物資等
を取り扱う民間企業等や、輸
送、通信・報道、廃棄物、公共
施設の応急対策等に係る民間企
業、建設関連各種団体等との新
たな災害時応援協定の締結や、
既存協定の見直しを行い、大規
模災害発生時に迅速な被災者の
生活支援や公共施設の応急対策
に努めます。
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

・H29.10.19　福島空港における富士山等の噴火時の
待避場所確保に関する覚書
警視庁航空隊と福島空港事務所において、富士山等
（富士山・浅間山・箱根山などの活火山）が噴火又は
噴火警報が発表された際に、警察用航空機の待避場所
として福島空港を使用する場合、駐機スポットの確保
等、協力関係を明文化する覚書を締結した。

予定なし。
土木
部

空港
施設
室

・災害時における応援協定の締結（新規５件）
　(株)カワチ薬品、(株)クレハ、（一社）福島県消防
設備協会、福島県生コンクリート組合、(一社）福島
県解体工事業協会、また、福島県トラック協会との既
存協定に倉庫協会を交えた三者の協定へと見直しを行
い、物資の輸送及び保管等の体制を明確にした。

・浪江町林野火災の教訓を踏まえ、マスクの供給に係
る協定を締結したほか、火山防災対策に有効であるラ
ジオを活用した防災対策の連携に関する協定など不足
している分野での協定締結や必要に応じて既存協定の
見直しをするなどし、防災体制の強化を図る。

危機
管理
部

災害
対策
課

　1-1-2-3 災害時医療の関係機関連携

11

一般社団法人福島県医師会等の
医療関係団体との災害時の医療
救護に関する協定を締結するほ
か、医療関係団体、災害拠点病
院、消防機関等で構成する災害
医療対策協議会を設置していま
す。災害発生時の医療救護に関
して迅速な対応が取れるよう、
関係機関との連携強化を図りま
す。

・災害医療対策協議会において、第７次医療計画「災
害時医療」について議論し、素案を作成した。その中
で、災害時の関係機関との迅速な対応、連携強化につ
いても確認した。

・災害医療対策協議会において、災害時の医療マニュ
アルの見直しを行い、より効果的な医療救護の提供を
模索していく。

保健
福祉
部

地域
医療
課

　③被災地への支援体制
　1-1-3-1 災害ボランティアセンター

・災害ボランティア運営講座を開催し、協働型災害ボ
ランティアセンターの設置・運営する意義について考
える機会を設けた。

・災害ボランティアセンター運営講座を開催し、災害
時の情報発信や課題解決方法について学ぶ機会とす
る。また、多様なニーズに応えるため、協働型で行う
支援の在り方を考える。

保健
福祉
部

社会
福祉
課

・災害時におけるボランティアセンターの設置・立ち
上げについて、県社会福祉協議会と意見交換し、情報
共有するとともに体制の確認を行った。

・ボランティア活動が災害時において効果的に発揮で
きる方法等について、福島県災害ボランティア連絡協
議会を開催し、県社会福祉協議会などの関係機関との
連携を図り、体制の見直しや情報共有を図る。

危機
管理
部

災害
対策
課

東日本大震災等の経験を踏ま
え、食料、飲料水、生活物資等
を取り扱う民間企業等や、輸
送、通信・報道、廃棄物、公共
施設の応急対策等に係る民間企
業、建設関連各種団体等との新
たな災害時応援協定の締結や、
既存協定の見直しを行い、大規
模災害発生時に迅速な被災者の
生活支援や公共施設の応急対策
に努めます。

10

12

県域災害ボランティアセンター
と現地災害ボランティアセン
ターの連携強化はもとより、広
域災害における現地災害ボラン
ティアセンター（市町村）相互
の連携強化を図ります。
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　1-1-3-2 被災市町村への職員派遣

13

大規模自然災害発生時における
公共施設の応急復旧について
は、被災市町村からの要請に基
づき、直ちに支援職員を派遣し
ます。

・要請がないため実績無し。 ・要請に基づき対応する。
土木
部

土木
企画
課

　1-1-3-3 雪害予防及び雪害応急対策

・降雪前に豪雪地域対策連絡協議会・市町村雪対策担
当課長意見交換会を開催した。
（11月30日に会津若松市役所北会津支所で開催）

・降雪前に豪雪地域対策連絡協議会・市町村雪対策担
当課長意見交換会を開催する予定。

企画
調整
部

地域
振興
課

・国、市町村、NEXCO等の道路管理者に加え、警察・
消防、インフラ関係企業、交通公共機関等を構成員と
した「冬期道路交通円滑化連絡協議会」を降雪期前に
開催し、降雪時の連絡体制の確認等を行い冬期道路交
通の円滑化を図った。

・今年度も引き続き降雪期前に「冬期道路交通円滑化
連絡協議会」を実施し、冬期道路交通の円滑化を図
る。

土木
部

道路
管理
課

14

異常降雪時において、国、市町
村のほか、交通、通信電力等の
ライフライン事業者等の関係機
関による連携の下、道路交通の
確保や情報収集を行うなど、雪
害予防及び雪害応急対策等に努
めます。

・「福島県豪雪地域対策協議会・市町村雪害対策担当
課長意見交換会」及び「会津地方冬期交通確保連絡会
議」に出席し、各関係機関と情報交換を行うととも
に、降雪期の防災体制や応急対応について確認を行っ
た。

・豪雪地域対策連絡協議会・市町村雪対策担当課長意
見交換会等に出席し、情報交換を行うとともに、豪雪
による立ち往生等が発生した場合、道路管理者の要請
により、県公式ツイッターによる情報発信や応急対応
を行う。

危機
管理
部

災害
対策
課

　1-1-3-4 緊急消防援助隊

15

大規模な災害が発生し、県内消
防本部による相互応援では対応
できない場合、他都道府県の消
防隊員で構成される緊急消防援
助隊の応援を迅速かつ的確に受
けられるよう、消防庁及び他都
道府県との連携強化を図りま
す。

・11月10日に消防庁及び他都道府県（緊急消防援助
隊）の参加のもと避難指示区域内における大規模火災
対応訓練を実施した。
・緊急消防援助隊の受援体制を整えるため、平成30年
２月22日に「福島県緊急消防援助隊受援計画」の改正
を行った。

・５月25日に消防庁及び他都道府県（緊急消防援助
隊）の参加のもと避難指示区域内における大規模火災
対応訓練を実施した。
・11月17～18日にいわき市において、緊急消防援助隊
北海道東北ブロック合同訓練を実施する予定。

危機
管理
部

消防
保安
課

14

異常降雪時において、国、市町
村のほか、交通、通信電力等の
ライフライン事業者等の関係機
関による連携の下、道路交通の
確保や情報収集を行うなど、雪
害予防及び雪害応急対策等に努
めます。



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　1-1-3-5 住民避難における市町村との連携

・法指定河川１３河川において、避難判断水位等の見
直しに着手したほか、新たに水位周知河川に指定する
４河川の避難判断水位等の設定に着手した。

・法指定河川１３河川の避難判断水位等の見直し、及
び新たに水位周知河川に指定する４河川の避難判断水
位等の設定を完了させる。
・このほか、法指定河川１１河川の避難判断水位等の
見直し、及び新たに水位周知河川に指定する４河川の
避難判断水位等の設定に着手する。

土木
部

河川
整備
課

・市町村が早期にハザードマップを作成することを支
援するため、各種ハザードマップを作成する際の基礎
となる基盤図データを作成して、市町村に提供した。
・土砂災害防止法に基づく基礎調査結果の公表、土砂
災害警戒区域等の指定を行い、市町村が避難体制を構
築する際に必要な情報や避難判断の基礎となる情報を
提供した。
・土砂災害特別警戒区域等の指定に関する説明会を実
施する際に、参加した住民に対して、土砂災害の危険
性や早期避難に関する理解度を向上させる取り組みを
行った。

・引き続き、市町村のハザードマップ作成を支援する
ため、基盤図データを作成し、市町村へ提供する。
・引き続き、土砂災害防止法に基づく基礎調査結果の
公表、土砂災害特別警戒区域等の指定を行い、市町村
が避難体制を構築する際に必要な情報や避難判断の基
礎となる情報を提供する。
・引き続き、土砂災害特別警戒区域等の指定に関する
説明会を実施する際に、参加した住民に対して、土砂
災害の危険性や、早期避難に関する理解度を向上させ
る取り組みを行う。

土木
部

砂防
課

土木部と連携し、市町村の避難情報発令基準策定の取
組状況について各市町村のヒアリング調査を実施する
ととともに、７町村については個別訪問など必要に応
じて避難勧告等の判断の基礎となる情報等を助言をし
た。

避難情報発令基準の策定が図られるよう、土木部と連
携し、各市町村の個別ヒアリングを行い、策定等に対
応するための情報を説明するとともに、必要に応じて
浸水想定区域等を確認することや図上訓練への助言な
どを行う。

危機
管理
部

災害
対策
課

　1-1-3-6 広域避難の支援

17

市町村間を越える避難を行う場
合には、要請により受け入れ先
の市町村と調整を図るととも
に、県外への避難が必要な場合
は、災害時応援協定による協定
道県への要請のほか、全都道府
県にも要請することにより、受
け入れ先の確保を図ります。

・８道県や５県の連絡会議において、情報交換等を行
うとともに、発災直後に応援職員や義援物資を受け入
れ、また被災地に応援職員を派遣するスキームを整備
することとし、「福島県災害時受援応援計画」を策定
することとした。

・８道県や５県の連絡会議において情報交換を行うと
ともに、「福島県災害時受援応援計画」を策定し、関
係ｌ機関に周知を図る。

危機
管理
部

災害
対策
課

16

自然災害時における円滑な避難
を可能にするため、洪水ハザー
ドマップや土砂災害ハザード
マップ、地震ハザードマップ、
津波ハザードマップの早期完成
が図られるよう市町村に対し技
術的助言等を行うとともに、そ
の利活用が図られるよう住民の
理解度を深める取組等を支援し
ます。また、市町村長が避難勧
告等の発令の目安となる、河川
の避難判断水位の設定や土砂災
害のおそれがある区域の情報を
提供し、避難体制整備の支援を
行います。
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　1-1-3-7 被災建築物応急危険度判定士による支援

18

大規模地震時には、市町村の要
請により被災した建築物を調査
し、その後に発生する余震など
による建物の倒壊等の危険性を
判定することにより、生命に関
わる二次被害の防止を図りま
す。

・要請なし。
・要請があった場合には、福島県被災建築物応急危険
度判定要綱に基づき対応する。

土木
部

建築
指導
課

　1-1-3-8 被災宅地危険度判定士による支援

19

地震・大雨等の大規模な災害に
より、宅地が大規模かつ広範囲
に被災した場合に、市町村の要
請により被害の発生状況を迅速
かつ的確に把握し、二次災害の
軽減、防止を図ります。

・郡山市(30/1/17）、福島市(30/1/26)において、被
災宅地危険度判定士養成講習会を開催し、合わせて94
名が受講。講習を受講せずに登録更新した119名と合
わせ、平成29年度の福島県被災宅地危険度判定士の登
録者は235名。（5年更新、H30.4.1時点での登録者総
数690名）

・福島県内2箇所において被災宅地危険度判定士養成
講習会を開催予定(31年1月～2月）。
各会場100名程度の受講者を想定。登録者総数が減少
しないよう積極的な受講を推進する。

土木
部

都市
計画
課、
まち
づく
り推
進課

　1-1-3-9 上水道施設の被災時支援体制

20

災害時における応急復旧及び飲
料水の確保のために、市町村及
び関係団体との連携の下、広域
的な応援活動の連絡・調整に向
けた体制の強化に努めます。ま
た、市町村が行う飲料水の応急
確保対策に対する衛生指導を行
います。

・福島県飲料水健康危機管理対策要領に基づき、水道
事業者等との連絡体制を定めた福島県水道危機管理マ
ニュアルの更新を行うとともに、関係者へ周知し、連
絡体制の確保を行った。

・福島県飲料水健康危機管理対策要領に基づき、水道
事業者等との連絡体制を定めた福島県水道危機管理マ
ニュアルの更新を行うとともに、関係者へ周知し、連
絡体制の確保を行う。災害等の危機発生時には、マ
ニュアルに基づいた関係機関と連携により、迅速な飲
料水の確保を行う。

保健
福祉
部

食品
生活
衛生
課

　1-1-3-10 下水道施設の被災時支援体制

21

大規模な災害発生時の下水道災
害に関しては、「北海道・東北
ブロック下水道災害時支援に関
するルール」に基づき、国や
県、市町村と連携・協力し、被
災地の支援体制の強化を図りま
す。

・北海道・東北ブロック下水道災害時支援連絡会議構
成員で情報伝達訓練（簡易）を実施。北海道・東北ブ
ロック災害時支援連絡会議を開催し、情報共有を図っ
た。

・北海道・東北ブロック下水道災害時支援連絡会議構
成員で情報伝達訓練（簡易）を実施。北海道・東北ブ
ロック災害時支援連絡会議を実施予定。

土木
部

下水
道課



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

(2) 消防防災活動の充実

　①地域住民の意識の醸成

　1-2-1-1 地域住民の連帯意識の醸成

22

市町村、消防機関に加え、民間
団体等との連携も視野に入れな
がら、地域住民に対して、災害
発生時における自主防災組織等
の必要性について広報活動を行
うとともに、研修会や防災訓練
により地域住民の連帯意識を醸
成し、自主防災活動の促進に努
めます。

・県総合防災訓練を開催し、地元住民が初期消火訓練
や物資輸送訓練等に参画することで地域住民の連帯意
識の醸成を図った。（団体や地元住民等の約2，500人
が参加）
・また、県下一斉安全確保行動「シェイクアウトふく
しま」の実施により、県民一体となった防災意識の醸
成を図った（県民160,982人が参加）。
・自主防災活動促進事業により、自主防災組織等の活
動に対して、講師を派遣し、防災に関する講演やワー
クショップを通して、自主防災組織等の防災意識や地
域防災力の向上を図った。（14団体466名が防災に関
する講習やワークショップを受講・体験）

・県総合防災訓練や県下一斉安全確保行動訓練「シェ
イクアウトふくしま」の実施を通して、県民一体と
なった防災意識の醸成を図る。
・自主防災活動促進事業により自主防災組織等の活動
に対し、講師を派遣し防災に関する講演等を通して防
災意識や地域防災力の向上を図る。

危機
管理
部

災害
対策
課

　②防災に当たる人材の育成

　1-2-2-1 消防団の充実強化

23

地域防災力の向上のためには、
地域に密着し動員力のある消防
団の充実強化が不可欠です。消
防団員の約8割がサラリーマンな
どの被雇用者であることから、
事業所を訪問し、消防団活動へ
の理解を得るほか、火災の初期
消火や災害時の活動など一定の
消防団活動のみを行う機能別団
員制度の導入を促進するなど、
消防団員の確保に向け積極的に
取り組みます。

・事業所訪問等を実施し、消防団活動に対する協力要
請を行った。→121事業所
・高校、大学等を対象にふくしま消防防災出前講座を
実施し、若者に対する消防団活動の理解を深めた。→
10校　受講者930人
・市町村担当者や消防団員を対象に消防団員確保対策
研修会を実施し、多様な消防団員確保や女性消防団員
入団促進について研修を行った。→１会場　受講者
114人
・消防団員や消防団協力事業所等に対し各種サービス
を提供するふくしま消防団サポート企業の募集を開始
し、消防団員や消防団協力事業所の増加を図った。
→登録事業所　35

・次の事業を引き続き実施する。
　・事業所訪問
　・ふくしま消防防災出前講座（10校）
　・消防団員確保対策研修会（１会場）
　・ふくしま消防団サポート企業の募集
・また、市町村と連携し、消防団員の確保が困難な地
域をモデルとして、消防団ＯＢや企業の自衛消防隊等
との連携、さらに地域の女性の消防活動への参画な
ど、地域全体で消防力を維持できるような仕組みづく
りを検討する。

危機
管理
部

消防
保安
課

9 / 79



10 / 79

No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　1-2-2-2 災害担当職員の育成

24

東日本大震災等の経験を踏ま
え、大規模災害発生時の対応を
模擬体験する訓練を行うことに
より、実際の災害に遭遇した場
合でも適切な対応ができるよ
う、対応力や判断力を備えた職
員の育成を図ります。

・河川水位情報のホットラインの運用開始に伴い、土
木部内の情報伝達訓練を実施した。

・豪雨災害を想定した災害対応模擬訓練（ロールプレ
イング方式）を実施する（参加機関：県災害対策課、
県土木企画課、県道路管理課、県河川整備課、県砂防
課、各地方振興局、各建設事務所、各土木事務所、関
係市町村）。

土木
部

土木
企画
課

　1-2-2-3 警察官からなる部隊員等の育成

25

東日本大震災等の反省教訓を今
後に生かし、大規模災害発生に
際して的確な対策を推進するた
め、災害対応の中核となる警察
官を対象に、県警察学校におい
て専科教養を実施するなどし、
危機管理意識の醸成と、災害に
対応する十分な知識・技能を習
得させ、警察官個々のレベル
アップを図ります。

・全警察署から災害対応の中核となる警察官を集め、
専科教養を実施して災害対処能力の向上等を図った。
専科教養を修了した警察官は、各警察署において署員
に対する還元教養を実施し、県警全体のレベルアップ
を図った。
また、本部員による署警備部隊員に対する災害装備資
機材の習熟訓練を実施する等して、技能の向上を図っ
た。

・大規模災害発生に際して的確な対策を推進するた
め、災害対応の中核となる警察官を対象に、県警察学
校において専科教養を実施するほか、教養資料等の発
出により県警全体の災害対処能力の向上を図る。

警察
本部

災害
対策
課
（県
警）

　1-2-2-4 消防職員等の育成

26

消防学校において、新任・専
門・幹部研修等の教育訓練を行
い、消防職員や消防団員の資質
向上を図ります。

・消防職員の初任教育や消防団員の幹部教育等の教育
訓練を実施し、消防職員・団員等の資質の向上を図っ
た。
　消防職員：21課程 延べ2,146時間 入校人員638名
　消防団員：20課程 延べ192時間 入校人員1,082名
　一般教育：４課程 延べ41時間 入校人員137名

・消防職員の初任教育や消防団員の幹部教育等の教育
訓練を実施し、消防職員・団員等の資質の向上を図
る。
　消防職員：25課程 延べ2,026時間 募集人員832名
　消防団員：20課程 延べ187時間 募集人員1,420名
　一般教育：４課程 延べ41時間 募集人員160名

危機
管理
部

消防
保安
課

 1-2-2-5 被災者支援のための人材育成

27

災害発生時の被災者等支援のた
めのボランティア受け入れを円
滑に行うため、ボランティア受
入福祉施設等担当者に対する研
修を行うなど人材育成に努めま
す。

ボランティア受入福祉施設等担当者研修会を基礎編３
回(７９名参加)・ステップアップ編１回(４５名参加)
に分けて実施した。

・ボランティア受入福祉施設等担当者研修を基礎編３
回・応用編１回に分けて実施する。

保健
福祉
部

社会
福祉
課



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　1-2-2-6 自主防災組織活動の促進

28

自主防災組織による日常の防災
活動を活性化するとともに、人
材育成を促進し、地域の防災力
の向上を図ります。

・自主防災活動促進事業により、自主防災組織等の活
動に対して、講師を派遣し、防災に関する講演やワー
クショップを通して、知識やノウハウ等を学び、体験
してもらうことにより、自主防災組織等の活動促進を
図った。（14団体466名が防災に関する講習やワーク
ショップを受講・体験）

・自主防災活動促進事業の展開により、自主防災組織
等の活動に対して、講師を派遣し、防災に関する講演
やワークショップを通して、知識やノウハウ等を学
び、体験してもらうことにより、自主防災組織等の活
動を促進し、引き続き地域防災力の向上を図る。

危機
管理
部

災害
対策
課

　③防災体制の整備

　1-2-3-1 防災通信機能の整備

29

迅速かつ的確な災害情報の収集
及び提供を実施するため、安定
的で信頼性の高い防災通信機能
の整備を図ります。
また、大規模災害により市町村
と通信が途絶した場合には、衛
星携帯電話を携帯した情報連絡
員を市町村に派遣するなどして
災害情報の収集及び提供を行い
ます。

・総合情報通信ネットワークの県庁統制局サーバ更新
及び県内１４６拠点のネットワーク機器更新を実施し
た。
・4月11日に情報連絡員と指定職員に対して役割や業
務内容などを説明する研修会を開催した。
・情報連絡員派遣実績　４件（郡山市、会津坂下町、
只見町、浪江町）

・総合情報通信ネットワーク一斉受令端末等の更新、
防災事務連絡システムの更新を実施する。
・情報連絡員と指定職員に対して役割や業務内容など
についての研修会を開催する。

危機
管理
部

災害
対策
課

　1-2-3-2 消防防災ヘリコプターによる消防防災活動

30

消防防災ヘリコプターによる広
域的・機動的な消防防災活動を
実施します。
また、消防庁の緊急消防援助隊
の航空隊としての役割を担い、
他都道府県の応援や受援が円滑
に実施できるよう体制の整備を
図ります。

・救助活動や消火活動などの緊急運航による活動は91
回(他県応援活動2回を含む)実施した。
・また、浪江町林野火災をはじめとした他県等防災ヘ
リコプターの応援（52回）の際には、安全かつ効果的
な活動が行われるよう自衛隊へりや他県消防防災へり
との運航調整を行った。

・引き続き、消防防災ヘリコプターによる広域的・機
動的な消防防災活動を実施するとともに、他都道府県
の応援や受援が円滑に実施できるよう他県との合同訓
練を実施する。

危機
管理
部

災害
対策
課

　1-2-3-3 学校における災害対応マニュアルの整備

・学校防災マニュアルを整備した（各県立特別支援学
校）。

・未策定校について、学校防災マニュアルを整備する
（各県立特別支援学校）。

特別
支援
教育
課

・北朝鮮による弾道ミサイルの発射を受け、学校災害
対応マニュアル例に｢弾道ミサイル落下時の対応｣を加
え、各小学校、中学校、高等学校、特別支援学校に配
付した。

・学校安全指導者養成研修会を開催し、効果的な防災
対策の在り方と自校化した学校災害対応マニュアルの
作成を再度呼びかける。

健康
教育
課

31

学校や地域の実情を踏まえた学
校防災マニュアルを整備すると
ともに、家庭や地域、関係機関
と連携した防災体制の強化を図
ります。

教育
庁
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　1-2-3-4 災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の整備

32

災害発生時、被災地に迅速に駆
けつけ救急治療を行う専門的な
訓練を受けた災害派遣医療チー
ム（ＤＭＡＴ）を整備するとと
もに、ＤＭＡＴ隊員の機能強化
を図る研修を実施します。
また、災害拠点病院、消防防災
機関、ドクターヘリ等との連携
を図りながら、支援及び受入に
対応できる医療体制の強化を図
ります。

・DMAT養成研修及び技能維持研修等各種研修を実施
し、DMAT隊員の機能強化を図った。
県内の災害医療派遣チーム（DMAT）養成及び技能維持
研修において、災害現場での情報通信、局地災害での
シュミレーション等を実施した。また、大量破壊兵器
等のテロによる多数傷病者を想定したCBRNE研修を実
施した。

・例年と同様、研修を行い、災害を想定した実践的な
訓練でDMAT隊員の強化のみならず、医療体制の強化を
図る。
・例年と同様、研修を行い、災害を想定した多数傷病
者訓練等により、DMAT隊員の強化のみならず、医療体
制の強化を図る。

保健
福祉
部

地域
医療
課

　1-2-3-5 災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の整備

33

大規模災害発生時に被災地にお
いて、被災者や支援者等に対し
精神保健医療活動の支援等を行
う災害派遣精神医療チーム（Ｄ
ＰＡＴ）を整備するとともに、
ＤＰＡＴ隊員の機能強化を図る
研修を実施します。

・県内の災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）養成の
ための、ＤＰＡＴ研修を実施し40人が受講した。国が
主催する各種ＤＰＡＴ養成研修に3回7名が参加した。
国主催の大規模地震時医療活動訓練へ参加した。７医
療機関及び福島県精神科病院協会とＤＰＡＴ派遣に関
する協定の締結を行った。その他、装備品の整備など
を体制整備を行った。

・県ＤＰＡＴ研修の実施、国が主催するＤＰＡＴ養成
研修・訓練への参加、ＤＰＡＴ派遣に関する協定締結
医療機関の拡大、装備品の整備などを体制整備を行
う。

保健
福祉
部

障が
い福
祉課

　1-2-3-6 災害時健康支援、栄養・食生活支援活動マニュアルの整備

34

災害発生時の被災者等への健康
支援、栄養・食生活支援等の実
施支援を目的とした「災害時健
康支援、栄養・食生活支援活動
マニュアル」を整備します。

・災害発生時の被災者等への健康支援及び栄養・食生
活支援等が円滑に行えるよう、「福島県災害時健康支
援活動マニュアル（H27年3月策定）」の活用について
周知するとともに、県内外自治体へ派遣する健康支援
チームの事前編成及び災害時における県・市町村の連
絡体制を整備した。

・災害発生時の被災者等への健康支援及び栄養・食生
活支援等が円滑に行えるよう、「福島県災害時健康支
援活動マニュアル（H27年3月策定）」の活用に関する
周知及び県内外自治体へ派遣する健康支援チームの事
前編成及び災害時における県・市町村の連絡体制を整
備する。

保健
福祉
部

健康
増進
課

(3) 防災意識の向上のための教育

　1-3-1 防災に関する普及啓発

35

出前講座や防災講演会の実施、
ホームページによる啓発等に加
え、危機管理センターの積極的
な見学の受入れなどを通じて、
地震や津波、風水害等に対する
県民の防災意識の高揚を図りま
す。

・防災専門監による災害への備えや避難方法などにつ
いて講演する「防災出前講座」を実施し、災害に関す
る知識の普及と防災意識の啓発を図った。（実績：42
回1,691名が受講）

・引き続き、防災出前講座を実施し、県民の災害に対
する知識の普及と防災意識の啓発を図る。

危機
管理
部

災害
対策
課



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　1-3-2 地震防災対策に関する普及啓発

36

住宅・建築物の耐震化について
は、福島県耐震改修促進計画に
基づき、市町村との連携の下、
その必要性に関する知識の普及
啓発に努めるとともに、建築物
の所有者や市町村の取組を支援
します。

防災拠点施設などの早期の耐震化を促進していくため
各建設事務所が主体に市町村への技術的支援を行っ
た。５８市町村　のべ１００回。

引き続き、防災拠点施設などの早期の耐震化に向け各
建設事務所が主体に市町村へ技術的支援を行う。
また、防災週間等に行う特定建築物の防災査察の際
に、所有者等に対し耐震性の確保について普及啓発を
図る。

土木
部

建築
指導
課

危機
管理
課、
災害
対策
課

35

出前講座や防災講演会の実施、
ホームページによる啓発等に加
え、危機管理センターの積極的
な見学の受入れなどを通じて、
地震や津波、風水害等に対する
県民の防災意識の高揚を図りま
す。

・危機管理センターの見学（施設案内、防災DVDの視
聴、パネル・防災グッズの展示）をに受け入れ、自
助・共助についての県民理解促進を図った。【８２団
体、１，８１０人】
また、県内の小、中、高等学校等９２３機関（４，７
６８部）に危機管理センター見学に関するチラシを配
布し、センター見学者の増加を図った。
・災害に対して普段から備えることや、災害が起きて
から行うこと等をまとめた防災ガイドブック「そなえ
る ふくしま ノート」を作成、県内の全世帯、小・
中・高等学校等に送付し、各家庭内で防災に関する普
段の備えなとについて話し合うきっかけづくりを行っ
た。
また、要支援者（視覚障がい者、高齢者、外国人）向
けに、点字版や文字を大きくした活字版（A４版）、
外国人向けの英語版を作成し、関係機関に配布した。
なお、「そなえるふくしまノート」を活用した防災講
座を誰でも開催できるよう、教本（マニュアル本）を
作成し各市町村と小・中・高等学校に配布した。
・県民の皆さんの防災意識の高揚と自助・共助の取組
促進を図るため、地震が発生した時、自分の身を自分
で守るために真っ先に行うべき安全確保行動訓練「ま
ず低く、頭をを守り、動かない」を学び、身に付ける
とともに、家庭や学校、職場などで防災について考
え、話し合い、実践する機械として、県下一斉安全確
保行動訓練「シェイクアウトふくしま」を実施しまし
た。【１６０，９８２人参加】

・引き続き危機管理センター見学に関するチラシを県
内の小、中、高等学校等に配布するほか、会議、研修
等の場を通じてセンターの見学を積極的に受け入れ、
自助・共助についての県民理解を促進する。
・危機管理センターの見学者等に向け「そなえる ふ
くしま ノート」を活用した防災講座を実施し、防災
に関する日頃の備えについての理解促進を図る。
・引き続き、防災意識の高揚と自助・共助の取組促進
を図るため、県下一斉安全確保行動訓練を実施する。

危機
管理
部
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　1-3-3 林野火災防止に関する普及啓発

37

林野火災の発生予防に向けて、
山火事防止パレード、広報誌、
チラシ配布などによる広報活動
を進めるとともに、森林保険へ
の加入啓発を行います。

・山火事防止パレードを年2回実施し林野火災予防チ
ラシ、ポケットティッシュ、クリアホルダーなどを配
布し広報活動を進めた。山火事が多い時期に県や市町
村が公道や公共機関等にのぼり旗を設置し広報活動と
森林災害予防活動を実施した。

・林野火災の発生予防に向けて、山火事防止パレー
ド、チラシなどを配布し広報活動を進めるとともに、
森林保険への加入促進を図る。

農林
水産
部

森林
保全
課

　1-3-4 山地災害防止に関する普及啓発

38

地域住民を対象に、山地災害に
関する現場見学会等の啓発活動
を実施するとともに、市町村が
作成する被害想定区域図等の作
成支援及び地域への周知を行
い、地域住民の山地災害に対す
る意識向上を図ります。

・山地災害危険地区を市町村地域防災計画に掲載する
よう指導した。
・もりまっぷのHPアドレスを市町村HPからリンクでき
るように依頼した。 ・山地災害危険地区を市町村地域防災計画に未掲載の

市町村に対して掲載するよう指導する。
・もりまっぷのアドレスのリンクを掲載していない市
町村に対して、掲載してもらうよう依頼する。

農林
水産
部

森林
保全
課

　1-3-5 がけ崩れ災害防止に関する普及啓発

39

がけ地等に近接した建築を制限
するなど、がけ崩れ災害防止に
関する知識や災害発生のおそれ
がある区域の危険住宅の移転に
向けた普及啓発に努めます。

・建築確認の際に、福島県建築基準法施行条例に規定
するがけの基準の適合性審査を行う他、市町村と連携
してながら「がけ地近接等危険住宅移転事業」の普及
に努めた。

・引き続き、建築確認の際に、福島県建築基準法施行
条例に規定するがけの基準の適合性審査を行う他、市
町村と連携し「がけ地近接等危険住宅移転事業」の普
及を図る。

土木
部

建築
指導
課

　1-3-6 水災害防止に関する普及啓発

40

水災害に対する県民の危機管理
意識の向上を図るため、小・中
学校への出前講座や、地域自主
防災組織のリーダー（区長等）
向けの防災講習会等を開催しま
す。

・６２校の小中学校で出前講座を実施した。また、夏
井川流域において、県職員、いわき市職員、消防職員
及び地域住民を対象に水災害対策講習会を開催した。

・７３校の小中学校で出前講座を実施する。また、郡
山市において、県職員、県中建設管内市町村職員を対
象に水災害対策講習会を開催する。

土木
部

河川
計画
課



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　1-3-7 学校教育における防災教育

・防災教育を実施した（各県立特別支援学校）。 ・防災教育を実施する（各県立特別支援学校）。

特別
支援
教育
課

・各学校に対し、心肺蘇生法実習の積極的な実施と、
シェイクアウト訓練への参加を促した。

・児童生徒への防災教育が充実するよう、指導者養成
研修を実施する。

健康
教育
課

・地区別研究協議会を開催した（県内全７地区、公立
小中学校代表の悉皆）。
・「放射線教育・防災教育フォーラム」の開催による
実践の発信を行った。
・「放射線教育・防災教育実践事例パンフレット」を
作成し、県内小・中・高・特別支援学校の全教職員へ
配布した。

・地区別研究協議会のを開催する（県内全７地区、公
立小中学校代表の悉皆）。
・放射線教育・防災教育の授業公開する（県内７地区
における実践協力校）。
・「放射線教育・防災教育実践事例集」を作成し、県
内小・中・高・特別支援学校へ配布する。

義務
教育
課

・防災専門監による災害への備えや避難方法などにつ
いて講演する「防災出前講座」を実施し、災害に関す
る知識の普及と防災意識の啓発を図った。（実績：42
回1,691名が受講）
・また、県下一斉安全確保行動訓練「シェイクアウト
ふくしま」の実施により、県民一体となった防災意識
の醸成を図った（県民160,982人が参加）。
・自主防災活動促進事業により、自主防災組織等の活
動に対して、講師を派遣し、防災に関する講演やワー
クショップを通して、自主防災組織等の防災意識や地
域防災力の向上を図った。（14団体466名が防災に関
する講習やワークショップを受講・体験）

・防災専門監による災害への備えや避難方法などにつ
いて講演する「防災出前講座」を実施し、災害に関す
る知識の普及と防災意識の啓発を図る。
・また、県下一斉安全確保行動訓練「シェイクアウト
ふくしま」の実施により、県民一体となった防災意識
の醸成を図る。
・自主防災活動促進事業により、自主防災組織等の活
動に対して、講師を派遣し、防災に関する講演やワー
クショップを通して、自主防災組織等の防災意識や地
域防災力の向上を図る。

危機
管理
部

災害
対策
課、
危機
管理
課

教育
庁

防災をテーマとした学校行事や
授業において、自然災害発生の
メカニズムや災害時の正しい行
動、負傷者に対する応急処置に
ついて学習することで、防災を
身近な問題として認識させ、危
険を予測し、自らの判断で行動
できるよう指導します。

41
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

41

防災をテーマとした学校行事や
授業において、自然災害発生の
メカニズムや災害時の正しい行
動、負傷者に対する応急処置に
ついて学習することで、防災を
身近な問題として認識させ、危
険を予測し、自らの判断で行動
できるよう指導します。

・災害に対して普段から備えることや、災害が起きて
から行うこと等をまとめた防災ガイドブック「そなえ
る ふくしま ノート」を約８０万部作成、県内の全世
帯、小・中・高等学校等に送付し、各家庭内で防災に
関する普段の備えなとについて話し合うきっかけづく
りを行った。
・また、要支援者（視覚障がい者、高齢者、外国人）
向けに、点字版（３００部）や文字を大きくした活字
版（A４版：７３０部）、外国人向けの英語版（４０
０部）を作成し、関係機関に配布した。
・なお、「そなえるふくしまノート」を活用した防災
講座を誰でも開催できるよう、教本（マニュアル本）
を約１万部作成し各市町村と小・中・高等学校に配布
した。

・小学生から防災に興味・関心を高めるため、「そな
えるふくしまノート」を活用した「親子で学ぶ防災セ
ミナー」を、小学３～６年生の親子を対象（約６０
名）に県内３箇所（８月）で実施する。
・県内の小中学校において「そなえるふくしまノー
ト」を活用した授業等を実施していただくために、小
中学校３校においてモデル授業を実施し、授業内容を
まとめたDVD等を県内の小・中学校全てに配布する。

危機
管理
部、
教育
庁

危機
管理
課、
義務
教育
課

　1-3-8 震災教訓の継承

42

東日本大震災・原子力災害に関
連する資料等を収集・保存し、
広く県民に情報提供して、その
教訓を次世代に継承します。

・アーカイブフォーラムにおいて、資料の一部を展示
し、県民に向けて広く公開した。
・福島大学へ資料収集を委託し、約６万点の資料を収
集した。

・福島大学へ資料収集を委託し、5万点の収集に努め
る。

企画
調整
部

生涯
学習
課

(4) 防災訓練の実施

　1-4-1 総合防災訓練

・福島市で実施した福島県総合防災訓練に参画し、土
砂災害救助訓練、連携救出・救助訓練等を実施の上、
関係機関との連携強化及び対処能力の向上を図った。

・福島県総合防災訓練等に参画し、関係機関との連携
強化及び対処能力の向上を図る。

警察
本部

災害
対策
課
（県
警）

・福島市を会場として、福島県総合防災訓練を実施し
た。各関係機関、地域住民等が参加し、様々な災害時
の事象を想定した訓練行い、県民の防災意識の高揚に
繋がった。

・田村市を会場として、福島県総合防災訓練を実施予
定。各関係機関、地域住民等が参加し、様々な災害時
の事象を想定した訓練行い、県民の防災意識の高揚を
図る。

保健
福祉
部

地域
医療
課

・防災関係機関の連携強化や地域住民の防災意識の高
揚を図るため、福島市において8月末に県総合防災訓
練を実施し、各消防本部、県警、陸上自衛隊をはじ
め、医療機関や自主防災組織など129機関・団体、地
元住民等の約2，500人が参加した。

・防災関係機関の連携強化や地域住民の防災意識の高
揚を図るため、各消防本部、県警、陸上自衛隊をはじ
め医療機関や自主防災組織、地元住民等の参画によ
り、田村市において9月に県総合防災訓練を実施す
る。

危機
管理
部

災害
対策
課

43

「福島県地域防災計画」に基づ
き、防災関係機関、他の地方自
治体、自主防災組織、医療機
関、地域住民等が参加して、総
合的な防災訓練を実施します。



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　1-4-2 石油コンビナート総合防災訓練

44

「福島県石油コンビナート等防
災計画」に基づき、防災関係機
関、各種団体、地域住民等が参
加して、石油コンビナート総合
防災訓練を実施します。

・事案発生時の初動措置の確認や災害対策本部の機
能・業務の確認及び対応能力の向上を図るため、いわ
き地区において、石油コンビナート総合防災訓練を実
施し、いわき地区石油コンビナート等特別防災区域協
議会、いわき市消防本部や陸上自衛隊等８５機関２１
９名が参加した。

・平成31年度の広野地区での防災訓練の実施に向け、
関係機関と訓練内容等について協議を行う。

危機
管理
部

災害
対策
課

　1-4-3 災害対策本部の図上訓練

45

大規模災害時における防災活動
の全庁的編成組織である「災害
対策本部」事務局の迅速かつ的
確な応急対策活動を確保するこ
とを目的として、災害対策本部
の図上訓練を実施します。

・災害対策本部事務局職員を対象に、基本訓練や状況
別訓練において業務要領や各班の連携を確認し、地震
を想定し図上によるシミュレーション訓練を実施し
た。

・災害対策本部事務局職員を対象に、基礎訓練として
業務内容を確認するとともに、班長等については各班
の連携について討議し、総合訓練として、東北地方で
行われる「みちのくＡＬＥＲＴ2018」に参加し、図上
によるシミュレーション訓練を行う。

危機
管理
部

災害
対策
課

　1-4-4 国民保護訓練

46

「福島県の国民の保護に関する
計画」に基づき、市町村や国等
と連携・協力して、大規模テロ
等における対処能力の向上を図
るための国民保護訓練を実施し
ます。

・大規模爆破テロを想定した図上訓練を国、いわき
市、消防、警察等の防災関係機関（８５機関２１９名
参加）と実施し、①テロ事案発生時の初動措置の確認
②緊急対処事態対策本部業務の確認③関係機関の機能
確認を行い、対策本部における対応能力の向上を図っ
た。
なお、平成２９年度は石油コンビナート総合訓練と併
せて実施した。

・大規模テロを想定した図上訓練を国、福島市、消
防、警察等の防災関係機関と実施し、①テロ事案発生
時の初動措置、②緊急対処事態対策本部業務、③関係
機関との連携についての検証を通じて対策本部におけ
る対応能力等の向上を図る。

危機
管理
部

危機
管理
課

　1-4-5 救助救出活動の実践的総合訓練

47

災害時の救出救助活動に総合力
を発揮するため、実践的総合訓
練を関係機関連携の下で実施
し、連携体制の確立を図りま
す。

・県警では、出水期における災害警備訓練や県本部災
害対策室を設置しての初動対応訓練等実戦的訓練を実
施した他、東北管区広域緊急援助隊総合訓練等の大規
模訓練に積極的に参画し、関係機関等との連携強化及
び対処能力の向上を図った。

・大規模災害の発生に備え、実戦的訓練を継続して実
施する他、大規模訓練への参画により、関係機関等と
の連携強化及び対処能力の向上を図る。

警察
本部

災害
対策
課
（県
警）

　1-4-6 災害時医療に関する合同訓練

48

災害発生時における災害医療体
制を実効あるものとするため、
災害拠点病院と消防機関等との
合同訓練を行います。

・東北ブロックDMAT参集訓練を実施し、災害拠点病
院、消防機関等の連携を確認するとともに、災害医療
体制の強化を図った。

・防災訓練等により、災害拠点病院、消防機関等の連
携強化を図る。

保健
福祉
部

地域
医療
課
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　1-4-7 山地災害避難訓練

49

山地災害危険地区が複数存在す
る地域を対象に、山地災害時に
おいて住民が的確な避難行動を
取れるよう、警戒避難体制の整
備を図るとともに、市町村が山
地災害を想定して実施する避難
訓練等を支援します。

・市町村作成のハザードマップに山地災害危険地区の
データを追加するように依頼した。
・市町村から訓練支援の要請があればその都度行う
が、平成２９年度は実績なし。

・市町村へ最新の山地災害危険地区のデータ提供を行
い、ハザードマップへの追加及び最新データへの更新
に利用してもらう。
・市町村から訓練支援の要請があればその都度行う。 農林

水産
部

森林
保全
課

　1-4-8 水防訓練

50

地元水防団に対して、水防作業
の実地指導を行い、水防活動の
迅速化の徹底を図るとともに、
地域住民に対する水防意識の高
揚を図る水防訓練を実施しま
す。

・6月4日、伊達市の東根川遊水池にて水防訓練を１回
実施（約400人が参加）し、地元水防団に対して水防
作業の実地指導を行った。

・6月3日、いわき市の鮫川河川敷にて水防訓練を１回
実施（約550人が参加）し、地元水防団に対して水防
作業の実地指導を行った。

土木
部

河川
整備
課

　1-4-9 土砂災害時のための訓練

51

近年土砂災害が発生した地域
や、土砂災害警戒区域等の指定
した区域を対象として、国や
県、市町村、地域住民が一体と
なって、情報伝達訓練及び避難
訓練を行い、土砂災害に対する
警戒避難体制を強化するととも
に、防災意識の高揚を図りま
す。

・6月1日に55市町村が、情報伝達訓練を一斉に実施し
た。
・8市町村が,住民避難訓練を市町村毎に実施した。

・31市町村が、土木部災害対応模擬訓練を方部毎に実
施する。（5/9～22）
・27市町村が、情報伝達訓練を一斉に実施する。
（6/1）
・13市町村が、住民避難訓練を市町村毎に実施する。

土木
部

砂防
課

　1-4-10 トンネル内事故に備えた訓練

52

トンネル内で交通事故が発生し
た場合における、現場での適切
で迅速な対応や職員の対応力・
判断力を養うため、防災訓練を
実施します。

・国道115号土湯トンネル、国道289号甲子トンネル、
国道121号大峠トンネルの３トンネルにおいて、消
防・警察と合同で防災訓練を行った。

・引き続き３トンネルで防災訓練を実施する。
土木
部

道路
管理
課



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　1-4-11 航空機事故発生時の初動体制の確立等のための訓練

53

福島空港における航空機事故等
の緊急事態発生時を想定し、消
火、救難等の応急対策が迅速か
つ確実に実施できるよう、初動
通報、消火体制の確立、救出等
の総合訓練を行います。

・旅客機が福島空港に緊急着陸し、負傷者が多数発生
したとの想定で福島空港消火救難図上訓練を実施し、
緊急事態発生時における関係機関との連携強化及び対
処能力の向上を図った。

・緊急事態の発生に備え、福島空港消火救難訓練等を
実施し、関係機関との連携強化及び対処能力の向上を
図る。

警察
本部

災害
対策
課
（県
警）

53

福島空港における航空機事故等
の緊急事態発生時を想定し、消
火、救難等の応急対策が迅速か
つ確実に実施できるよう、初動
通報、消火体制の確立、救出等
の総合訓練を行います。

・下記訓練を実施した。※【】は参加人数
H29.9.6 消火救難訓練（図上訓練1回目）【28人】
H29.11.21 消火救難訓練（図上訓練1回目）【54人】
H29.11.29 不法奪取事案対応訓練
         （ハイジャック事件対応訓練）【33人】
H29.12.6　　不法侵入事案対応訓練【37人】

・下記訓練を実施する。
H30.8月上旬：消火救難訓練（図上訓練１回目）
H30.10月中旬：消火救難総合訓練（総合訓練）　※隔
年実施訓練
H30.11月下旬：航空機不法奪取事案対応訓練（ハイ
ジャック事件対応訓練）
H30.12月上旬：消火救難訓練（図上訓練２回目）
H30.12月中旬：不法侵入事案対応訓練

土木
部

空港
施設
室

(5) 要配慮者及び被災者に対する支援

　1-5-1 市町村における要配慮者避難支援対策の促進

・福祉避難所開設訓練を実施した（４回：県総合防災
訓練１回、避難行動要支援者避難訓練３回）。
・市町村への指定状況調査の実施（毎年度末）。

・今年度も福祉避難所開設訓練を実施する。
・市町村への指定状況調査の実施（毎年度末）。

保健
福祉
部

保健
福祉
総務
課

・避難行動要支援者避難訓練を3町村で実施した。ま
た、避難行動要支援者個別計画策定支援のため、未策
定の4町村を訪問し、取組状況の確認及び策定のため
の助言を行った。

・地方振興局及び市町村が実施する防災訓練におい
て、避難行動要支援者避難訓練を実施するよう促し、
訓練実施に係る助言等の支援を行う。また、避難行動
要支援者個別計画の策定について、未策定市町村に対
し策定に係る助言等の支援を行う。

危機
管理
部

災害
対策
課

54

県内市町村における避難行動要
支援者避難訓練の実施や福祉避
難所の指定、避難行動要支援者
の個別計画の早期策定など市町
村の取組を支援します。
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　1-5-2 水害時の要配慮者対策

55

水防法に基づく「市町村地域防
災計画」の整備等、市町村にお
ける災害時要配慮者対策を支援
します。

・避難確保計画の策定に関する説明会を３回開催し、
参加した104人の施設管理者に対して避難確保計画の
策定を支援した。(1月18日西郷村、1月19日北塩原
村、1月22日新地町)

・要配慮者利用施設の管理者向け説明会を開催し、避
難確保計画の策定を支援する予定。

土木
部

河川
整備
課

　1-5-3 土砂災害における要配慮者対策

56

災害時要配慮者利用施設がある
土砂災害危険箇所については、
砂防えん堤の整備等のハード対
策と土砂災害警戒区域の指定等
のソフト対策が一体となった対
策に取り組みます。

・ハード対策対応箇所全86箇所のうち1箇所が概成
し、累計48箇所（56%）が概成した。
・ソフト対策としては、市町村へ土砂災害警戒情報等
の防災情報の伝達を行うとともに、関係部局と連携
し、避難計画作成、避難訓練実施に向けた技術的な支
援に取り組んだ。

・ハード対策対応箇所全86箇所のうち1箇所が概成予
定であり、累計49箇所（57%）が概成見込みである。
・ソフト対策としては、引き続き、市町村へ土砂災害
警戒情報等の防災情報の伝達を行うとともに、関係部
局と連携し、避難計画作成、避難訓練実施に向けた技
術的な支援に取り組む。

土木
部

砂防
課

　1-5-4 避難所における災害派遣福祉チームの派遣体制の整備

57

大規模災害発生時における要配
慮者の支援体制を整備するた
め、福祉や介護等の専門職団体
を中心とした災害福祉支援ネッ
トワークの構築に取り組んでい
ます。
また、避難所において震災関連
死につながる二次被害を防止す
るため、避難所等における福祉
ニーズの把握や、緊急に介入が
必要な要配慮者のスクリーニン
グ、福祉避難所や福祉施設等へ
のつなぎ、要配慮者の相談に応
じた関係機関への情報提供や支
援のコーディネート等を行う、
災害派遣福祉チームの整備に努
めます。

・福島県災害派遣福祉チーム員養成基礎研修を開催し
た。
　　４９名参加
・福島県災害派遣福祉チーム員養成スキルアップⅠ研
修を開催した。　２４名参加
・福島県災害派遣福祉チーム員養成スキルアップⅡ研
修を開催した。　２８名参加
・７つの法人・施設等と新たに「福島県災害派遣福祉
チームの派遣に関する協定」を締結した。
・平成２９年１２月２２日に福島県広域災害福祉支援
ネットワーク協議会を開催し、大規模な災害が起こっ
た場合に実際にチーム員を派遣できるよう要綱等につ
いて協議を行った。

・昨年度と同様に、チーム員養成基礎研修、チーム員
養成スキルアップⅠ研修、スキルアップⅡ研修を開催
する。
・福島県広域災害福祉支援ネットワーク協議会を開催
する。
・災害派遣福祉チーム員の募集及び、チームの派遣に
関する協定に係る協力法人等募集を実施する。

保健
福祉
部

社会
福祉
課



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　1-5-5 市町村等との連携による各種被災者支援制度の運用

・生活再建支援金の支給状況
　　基礎支援金：2,171,750千円（2,439件）
　　加算支援金：4,529,125千円（2,776件）
・災害弔慰金等の支給状況（93件）
　　275,000千円
　　　災害弔慰金の支給状況（89件）
　　　　267,500千円
　　　災害障害見舞金の支給状況（４件）
　　　　7,500千円
・災害援護資金の貸し付け状況
　　34,780千円（21件）

・生活再建支援金の支給
　　市町村担当者会議を通し適正な運用を図る
・災害弔慰金等の支給（119件）
　　380,000千円
　　　災害弔慰金の支給（111件）
　　　　365,000千円
　　　災害障害見舞金の支給（８件）
　　　　15,000千円
・災害援護資金の貸し付け
　　115,400千円（55件）

企画
調整
部

生活
拠点
課

・南会津町及び喜多方市において、大雪災害を原因と
する死者が発生したため、遺族に対して災害弔慰金の
支給を行った。（南会津町）

・南会津町及び喜多方市において、大雪災害を原因と
する死者が発生したため、遺族に対して災害弔慰金を
支給する。（喜多方市）

危機
管理
部

災害
対策
課

58

自然災害による被災者に対し
て、市町村や各種団体と連携し
ながら被災者生活再建支援法や
県独自の住宅再建支援制度によ
る支援金の支給、災害障害見舞
金や災害弔慰金の支給、災害援
護資金の貸し付けなどにより、
早期の生活再建を支援します。
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２　原子力発電所周辺地域の安全確保の推進
じ

No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

(1) 原子力発電所の安全監視

　2-1-1 安全確保協定

1

県民の安全と安心の確保を図る
ため、事業者との間に締結して
いる安全確保協定等に基づき、
通報連絡、立入調査や環境放射
能の測定等を実施し、必要に応
じて国、事業者に適切な措置を
求めていくとともに、広く県民
に対する迅速で正確な情報提供
に努めます。

・平成29年8月2日に発生したサブドレン水位が低下し
た際の通報が遅れたことについて、原因究明と再発防
止対策を講じるとともに、通報連絡の判断等の対応に
ついて改善を行うよう申し入れを行った。
・また、廃炉に向けた取組の進捗状況や県の安全確認
体制等を発信するため、インターネットによる情報公
開を行ったほか、避難者向け広報誌の発行を４回、テ
レビ広報等を５回実施した。

・原子力発電所の状況等について情報収集等を行い、
必要に応じて国、事業者に適切な措置を求めていくと
ともに、県民へインターネットや避難者向け広報誌、
テレビ広報等により情報提供を行う。

危機
管理
部

原子
力安
全対
策課

　2-1-2 廃炉に関する安全監視組織の設置

2

廃炉に向けた中長期ロードマッ
プ等に基づく国及び東京電力の
取組状況について、専門家と
県、関係13市町村で構成する
「廃炉安全監視協議会」におい
て、安全確保に関する事項等を
確認し、情報の共有を図るとと
もに、必要に応じて国及び事業
者に適切な措置を求めます。
また、県民や各種団体の代表者
等で構成する「廃炉安全確保県
民会議」において、県民の目で
廃炉に向けた取組状況を確認し
ています。

・廃炉に向けた取組等を監視・確認するため、「廃炉
安全監視協議会」により立入調査を３回、会議を５回
実施したほか、協議会の下部組織である「労働者安全
衛生対策部会」を３回、「環境放射線モニタリング評
価部会」を４回開催した。
・また、「廃炉安全確保県民会議」による現地視察を
２回、会議を４回開催した。

・原子力発電所の安全が確保されるよう、専門家及び
関係市町村で構成する「廃炉安全監視協議会」による
立入調査等のほか、「廃炉安全確保県民会議」を開催
し、廃炉に向けた取組状況を確認する。

危機
管理
部

原子
力安
全対
策課

　2-1-3 専門家等の配置

3

監視体制を強化するため、原子
力に関する専門家を配置すると
ともに、現地駐在職員を配置
し、廃炉に向けた取組状況やト
ラブルの対応状況を日々確認し
ています。

・原子力対策監１名、原子力総括専門員１名、原子力
専門員２名を配置した。また、現地駐在職員４名を配
置し、廃炉に向けた取組やトラブルの発生状況などを
確認した。

・原子力に関する専門家や現地駐在職員を配置し、国
や東京電力の取り組みを確認していく。

危機
管理
部

原子
力安
全対
策課
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

(2) 原子力発電所周辺地域における環境放射能の監視及び測定並びに測定結果の県民等への情報提供

　2-2-1 環境放射能の監視、測定及び公表

4

原子力発電所周辺地域において
環境放射能監視テレメータシス
テムによる環境放射線の常時監
視を実施するとともに、原子力
発電所周辺の土壌、飲料水等の
環境試料について、定期的に放
射能の分析測定を行い、その結
果について公表します。

・原子力発電所周辺地域において、環境放射能監視テ
レメータシステムによる環境放射線の常時監視を５
３ヶ所で実施するとともに、原子力発電所周辺の土
壌、飲料水等の環境試料について、四半期毎に結果を
評価し、公表した。

・原子力発電所周辺地域において、環境放射能監視テ
レメータシステムによる環境放射線の常時監視を５３
か所で実施するとともに、原子力発電所周辺の土壌、
飲料水等の環境試料について、四半期毎に結果を評価
し、公表する。

危機
管理
部

放射
線監
視室

　2-2-2 測定結果の情報提供

5

環境放射能の測定結果につい
て、県のホームページにおいて
即時に公開するなど、各種広報
媒体を通じて広く県民に情報提
供を行います。

・県のホームページにおいて、県で設置している１４
７か所で測定しているモニタリングポストの測定結果
をリアルタイムで公表するなど、広く県民に情報提供
を行った。
・加えて、平成２９年度に発生した浪江町の林野火災
では追加モニタリングの結果等を速やかに公表し、県
民に情報提供した。

・環境放射能の測定結果について、県ホームページで
の即時公開や、広報誌等を通じて広く県民に情報提供
を行う。

危機
管理
部

放射
線監
視室

　2-2-3 監視測定機器等の計画的な更新・整備

6

原子力発電所周辺地域における
環境放射能の監視・測定を行う
ために、モニタリングポストを
設置するなど、監視測定機器等
の計画的な更新・整備を行いま
す。

・原子力発電所周辺地域における環境放射能の監視・
測定を行うために、大気中トリチウム捕集装置を整備
するなど、監視測定機器等の計画的な更新・整備を
行った。
・また、今後５年間のモニタリング計画を定めた、
「福島県環境放射能モニタリングの方針」を定めた。

・原子力発電所周辺地域における環境放射能の監視・
測定を行うために、「福島県環境放射能モニタリング
の方針」に沿って、萱浜にあるモニタリングポストに
中性子測定器を整備するなど、計画的な更新・整備を
行う。

危機
管理
部

放射
線監
視室



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

(3） 原子力防災対策の推進

　2-3-1 原子力防災情報連絡体制

7

原子力災害が発生した場合は、
速やかに災害対策本部を設置
し、国や市町村、関係機関と連
携して情報収集に当たるととも
に、応急対策に関し連絡調整に
当たります。
そのため、緊急事態の際、国、
関係市町村、事業者等関係機関
との間における情報の収集及び
連絡を円滑に行うため、通信手
段を多重化し、体制の充実強化
を図ります。県内全市町村等に
対しては、緊急時連絡網システ
ムや県総合情報通信ネットワー
クなどを利用して災害情報の伝
達、提供を行います。

・テレビ会議システムの接続拠点を追加するととも
に、保証期間を満了した通信機器の更新を行った。

・市町村及び国・関係機関との連絡手段を確保するた
め、緊急時連絡網システム等の維持管理を行う。

危機
管理
部

原子
力安
全対
策課

　2-3-2 原子力防災訓練

・浪江町の住民の方々に御協力いただき、二本松市の
避難所への避難訓練を実施。避難途中に放射線量を測
定する避難退域時検査、避難中の負傷者を想定した医
療中継拠点設置運営訓練を実施し、原子力災害を想定
した関係機関との連携の強化を図った。

・富岡町の住民の方々に御協力いただき、郡山市の避
難所への避難訓練を実施予定。避難途中に放射線量を
測定する避難退域時検査、避難中の負傷者を想定した
医療中継拠点設置運営訓練を実施し、原子力災害を想
定した関係機関との連携の強化を図る。

保健
福祉
部

地域
医療
課

・原子力発電所の緊急事態に備え、国、関係市町村、
事業者、医療機関等の120機関約700名が参加し、防災
体制の確立と関係職員の対応力の向上、また、住民が
とるべき行動の周知を図るため、平成29年10月16日
に、危機管理センター、南相馬オフサイトセンター等
をテレビ会議で繋ぎ、災害対策本部設置訓練やオフサ
イトセンター運営訓練を行うとともに、同年10月28日
には浪江町を対象に二本松市へ避難する住民避難訓練
を実施した。

・緊急時における国、関係市町村、事業者、医療機関
等防災関係機関の連携体制の確認、関係者の防災技術
の習熟、地域住民の意識の向上のための訓練を実施す
る。

危機
管理
部

原子
力安
全対
策課

8

原子力発電所の緊急事態に備
え、危機管理センターやオフサ
イトセンター*１を使用しなが
ら、国、関係市町村、事業者、
医療機関等防災関係機関の防災
体制の確立と、関係職員の対応
力の向上、また、住民へとるべ
き行動の周知を図るため、原子
力防災訓練を実施します。
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　2-3-3 原子力防災研修会の開催

9

原子力防災に関する知識の普及
及び原子力災害への対応力の向
上を図るため、県や市町村、防
災関係機関等の職員を対象に、
基礎的又は専門的な知識と技術
を習得するための研修会を開催
するなど人材育成に努めます。

・原子力防災に関する基礎的又は専門的な知識の普及
及び原子力災害への対応力の向上を図るため、県や市
町村、防災関係機関等の職員を対象に、外部機関が主
催する研修会の開催を案内したほか、参加経費を負担
するなど、原子力防災業務従事者の研修参加を促し
た。

・県や市町村、防災関係機関等の原子力防災業務従事
者が原子力防災に関する知識や実務を習得するための
研修を実施するとともに、外部機関主催の研修への参
加を促します。

危機
管理
部

原子
力安
全対
策課

　2-3-4 原子力防災に関する普及啓発

10

原子力災害発生時に住民がとる
べき行動について、啓発資料を
作成・配布するなど、原子力防
災に関する知識の普及と啓発に
努めます。

・県ホームページに万が一の原子力災害が発生した場
合に必要な情報や避難等に役立つ情報を収集できるサ
イトを創設した。

・万が一の原子力災害が発生した場合に県民がどのよ
うに行動すればよいか、また避難に備えて準備してお
くことや必要な情報の入手方法についてまとめたリー
フレットを作成する。

危機
管理
部

原子
力安
全対
策課

　2-3-5 原子力防災資機材の整備

11
サーベイメータや保護具など緊
急時に必要な原子力防災活動資
機材を整備します。

・放射線測定機器の購入及び点検校正など、緊急時に
必要な原子力防災活動資機材の整備及び維持管理を
行った。

・緊急時に必要な原子力防災活動資機材の整備及び維
持管理を行う。

危機
管理
部

原子
力安
全対
策課



３　防犯の推進
じ

No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

(1) 防犯に関する周知啓発

　3-1-1 防犯に関する情報提供、指導

1

交番・駐在所は、生活安全セン
ターとして地域住民に密着した
活動を展開しており、今後とも
定期的な広報紙の発行、治安情
勢に応じた速報の発行、各種会
議等への参加により、地域住民
が被害に遭わないための情報提
供と被害防止のための指導を実
施します。
また、交番・駐在所の警察官が
各家庭を訪問して、事件・事故
等の被害防止等を指導する巡回
連絡に積極的に取り組むととも
に、交番・駐在所のＦＡＸを活
用した情報提供にも努めます。

・「交番（駐在所）だより」の発行（H29中1,083回）
による防犯･交通事故防止等の各種情報提供、なりす
まし詐欺予兆電話など事件･事故等が発生した際の
「交番（駐在所）速報」による注意喚起、高齢者サロ
ンにおけるなりすまし詐欺被害防止の講話など地域で
行われる各種会合等に参加し防犯指導を実施した。
・また、巡回連絡においては、地域の環境や家族構成
に応じた防犯に関する情報提供及び防犯診断･防犯指
導を実施した。

・交番・駐在所は、生活安全センターとして地域住民
に密着した活動を展開しており、今後とも定期的な広
報紙の発行、治安情勢に応じた速報の発行、各種会議
等への参加により、地域住民が被害に遭わないための
情報提供と被害防止のための指導を実施します。
・また、交番・駐在所の警察官が各家庭を訪問して、
事件・事故等の被害防止等を指導する巡回連絡に積極
的に取り組むとともに、交番・駐在所のＦＡＸを活用
した情報提供にも努めます。

警察
本部

地域
企画
課

　3-1-2 地域安全情報の発信

2

ツイッターを活用し、犯罪情報
や防犯情報を配信しています。
今後も、声掛け事案、強盗、
ひったくり、その他必要と認め
た犯罪等の発生傾向等を分析し
て注意を呼びかける地域安全情
報を発信します。
また、新規登録を呼びかけ、幅
広い情報提供に努めます。

・声掛け事案、強盗、「なりすまし詐欺」等につい
て、犯罪犯罪発生傾向を分析し、ツイッターによる地
域安全情報を約400回発信しました。
・また、県警ホームページや各種広報紙等を活用し、
新規登録を呼びかけました。

・ツイッターを活用し、発生傾向の分析に基づく声掛
け事案、強盗等に関する防犯情報を発信します。
・また、各種広報媒体等により、新規登録を呼びか
け、幅広い情報提供に努めます。

警察
本部

生活
安全
企画
課
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　3-1-3 サイバー犯罪被害防止

3

サイバー犯罪から身を守る術を
知らない児童・生徒やその保護
者等を対象とした被害防止講座
等の実施やホームページ、ＳＮ
Ｓ等、多様な手段の活用による
幅広い広報啓発活動を推進しま
す。

・各警察署等において、児童・生徒に対する情報モラ
ル教室を120回、13,214人に対して実施したほか、チ
ラシ等による被害防止広報啓発活動を実施。また、
県、教育委員会と連携して「ＩＣＴツール適正推進事
業」を実施し、「ふくしま高校生スマホサミット」に
おいて県内高校生により採択された「ふくしま高校生
スマホサミット宣言」は地元紙に大々的に掲載され、
ネットに起因するトラブルや犯罪被害防止について広
く県民への注意喚起と周知を図った。

・児童・生徒がインターネット利用による犯罪被害や
トラブルに巻き込まれる事案が後を絶たないことか
ら、関係機関との連携・情報交換を密にしながら、各
学校における情報モラル教室の実施やWeb動画、
Twitterなど多様な媒体による広報啓発活動を推進す
ることにより、児童・生徒及び保護者等に対する被害
の現状を理解させるとともにインターネットに起因す
る少年の非行防止、犯罪被害防止を図ります。

警察
本部

生活
環境
課、
少年
課

(2) 防犯ボランティア団体等への支援

　3-2-1 連携による地域安全活動

・消防団、町内会、各防犯ボランティア等との連携を
図り、学校周辺における「あいさつ運動」等を通じて
子供見守り活動や防犯診断を実施するなど、地域安全
活動を積極的に推進しました。

・防犯ボランティア、民間パトロール隊、自治会等と
の連携により、学校周辺のパトロールやあいさつ運動
を推進するほか、学校における不審者対応訓練等を実
施していきます。

生活
安全
企画
課

・地域の事件･事故等の発生状況及び、交番（駐在
所）連絡協議会等により把握した地域住民の要望を踏
まえ、各種団体等に指導助言を行うとともに、交番･
駐在所の警察官が合同で防犯診断や子供見守り活動を
行うなど連携した地域安全活動を実施した。

・防犯連絡所、消防団、町内会、各種ボランティア団
体等との連携を図り、「防犯診断」「子ども見守り活
動」等に対して指導助言を行うとともに、連携して活
動を行うなど、地域安全活動を積極的に推進します。

地域
企画
課

　3-2-2 防犯ボランティア活動支援

5

防犯ボランティア団体等が効果
的で効率的な活動が展開できる
よう、情報を提供するなど、防
犯ボランティア活動の支援に努
めます。
また、装備資機材が不足してい
る防犯ボランティア団体等に対
する支援を行うとともに、青色
回転灯装備車両によるパトロー
ルの実施台数の拡大を図るな
ど、防犯ボランティア活動の支
援に努めます。

・防犯ボランティア団体等に対して、各地域の犯罪発
生状況等について広報・情報共有を図り、時間的・場
所的に効果的な防犯パトロールを実施しました。
・また、装備資機材が不足している防犯ボランティア
団体等に対して、支援を行うとともに、青色回転灯装
備車両によるパトロールの実施台数の拡大を図った結
果、実施台数が668台に増加した（＋41台）。

・地域の防犯力向上に向けて、青色回転灯装備車両に
より防犯パトロール等を実施している民間パトロール
隊等に対して、情報提供等の支援を行うとともに、自
治体に対しては民間パトロール隊の更なる体制強化を
働きかけていきます。

警察
本部

生活
安全
企画
課

警察
本部

4

防犯連絡所、消防団、町内会、
各種ボランティア団体等との連
携を図り、「防犯診断」「子ど
も見守り活動」等に対して指導
助言を行うとともに、連携して
活動を行うなど、地域安全活動
を積極的に推進します。



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　3-2-3 被災者等による自主防犯組織への支援

6

仮設住宅や災害・復興公営住宅
等入居者の安全・安心を確保す
るため、自治会等と連携して治
安対策に取り組むとともに、被
災者や事業者等による自主防犯
組織の活動の支援に努めます。
また、避難指示解除に伴い活動
を再開した防犯ボランティアの
活動の支援に努めます。

・災害・復興公営住宅や仮設住宅において、自治会や
防犯ボランティア等と連携して各戸に対する訪問活動
を実施し、各種犯罪被害防止を呼びかけるとともに、
入居者等による自主防犯組織の活動支援に努めまし
た。
・また、避難指示解除に伴い活動を開始・再開した防
犯ボランティア等の活動支援にも努めました。

・災害・復興公営住宅等における訪問活動や集会所等
における防犯講話等を実施し、入居者に対して各種犯
罪被害防止を呼びかけていきます。
・また、防犯パトロール等の活動を開始・再開した防
犯ボランティア等に対して、犯罪発生状況等の情報共
有を図るとともに、活動支援にも努めていきます。

警察
本部

生活
安全
企画
課

(3) 市町村、事業者その他の関係団体等と連携した推進体制の整備

　3-3-1 金融強盗、「なりすまし詐欺」等被害の防止

警察
本部

生活
安全
企画
課

7

市町村、福島県金融機関防犯対
策協議会と連携し、金融機関に
対する強盗等の未然防止のた
め、模擬強盗訓練や店舗に対す
る防犯診断等の各種施策の推進
と自主防犯体制の整備を図りま
す。
　また、なりすまし詐欺を未然
に防止するため、金融機関職員
による声かけ等被害の未然防止
に向けた各種施策を促進するほ
か、金融機関と警察の緊密な連
絡体制の下、「なりすまし詐
欺」被害防止アドバイザー制度
による被害防止対策を推進しま
す。
　さらに、「なりすまし詐欺防
止ふくしまネットワーク」との
連携による広報なども行い、被
害防止に努めます。

・福島県金融機関防犯対策協議会等と連携し、各店舗
に対する防犯診断、防犯指導、模擬強盗訓練等を実施
し、自主防犯体制の改善・見直しを推進しました。
・また、「なりすまし詐欺防止ふくしまネットワー
ク」と連携しながら、金融機関窓口等における声掛け
訓練や街頭広報キャンペーン等を実施し、被害の未然
防止に向けた広報啓発活動を推進しました。

・強盗等の凶悪事件や「なりすまし詐欺」被害を防ぐ
ため、金融機関に対する防犯診断や防犯指導、模擬強
盗訓練や窓口対応訓練等を実施し、防犯対策を継続的
に推進します。
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　3-3-2 店舗対象の強盗事件等被害の防止

8

福島県ストアセキュリティ対策
協議会と連携し、被害の未然防
止に向けて、管理者対策と自主
防犯体制の整備を促進するほ
か、模擬強盗訓練や店舗に対す
る防犯診断等の各種施策を推進
します。

・福島県ストアセキュリティ対策協議会と連携し、各
種犯罪の未然防止に向け、積極的な来客へのあいさ
つ、声かけの励行など自主防犯対策の徹底と体制整
備、模擬強盗訓練や防犯診断を実施しました。

・今後も福島県ストアセキュリティ対策協議会と連携
し、被害の未然防止に向けて、管理者対策と自主防犯
体制の整備を促進するほか、模擬強盗訓練や店舗に対
する防犯診断等の各種対策を推進します。

警察
本部

生活
安全
企画
課

　3-3-3 自動車盗難被害の防止

9

福島県自動車盗難等防止対策協
議会と連携し、盗難被害の未然
防止と盗難自動車の不正輸　出
をさせない環境づくり等を推進
するため、駐車場対策、広報啓
発等の各種対策を推進します。

福島県自動車盗難等防止対策協議会と連携し、盗難被
害防止と盗難自動車の不正輸出をさせないために関係
機関への研修、駐車場対策、広報啓発を年１回（参加
人数約40名）実施したほか、駐車場対策やポスター掲
示等による広報啓発を推進しました。

・福島県自動車盗難等防止対策協議会と連携し、盗難
被害の未然防止と盗難自動車の不正輸出をさせない環
境づくり等を推進するため、駐車場対策、広報啓発等
の各種対策を推進します。

警察
本部

生活
安全
企画
課

　 3-3-4 サイバー攻撃による情報流出被害の防止

10

福島県ネットワーク・セキュリ
ティ連絡協議会と連携し、標的
型メール攻撃等のサイバー攻撃
から企業等が保有する重要な情
報の流出を防止するため、セミ
ナー等による啓発活動を通じて
組織内の情報セキュリティ対策
を徹底します。

・中小企業との連携を強化するための働きかけを行っ
た結果、多数の中小企業が加入する「福島県中小企業
家同友会」等複数の団体が福島県ネットワーク・セ
キュリティ連絡協議会に新規加入したほか、企業担当
者を組織・地域におけるサイバーセキュリティ推進の
中心的人材として育成することを目的とした、「サイ
バーセキュリティリーダー養成講座」を開催した。

・太平洋・島サミット等の大規模イベントの開催と２
年後に迫った東京オリンピックに向け、重要インフラ
事業者に対する訪問を通じたサイバーセキュリティの
点検を進めるとともに、昨年に引き続いてサイバーセ
キュリティリーダー養成講座を県内各方部で開催し、
より多くのリーダーの育成を図る。

警察
本部

生活
環境
課、
公安
課

(4) 犯罪防止に配慮した環境設計（施設、住宅等の整備及び管理）の普及

　3-4-1 犯罪が起こりにくい環境整備

11

道路、公園、駐車場・駐輪場に
ついて、自治体や施設の管理者
と連携を図り、周囲からの見通
しの確保や、照明、防犯カメラ
の設置などによる犯罪が起こり
にくい環境の整備に努め、犯罪
抑止対策を推進します。

・犯罪発生分析に基づき、道路や後援、駐車場・駐輪
場について、自治体や移設の管理者と連携を図り、周
囲からの見通しの確保や、照明、防犯カメラの設置な
どによる犯罪が起こりにくい環境の整備に努めまし
た。

・自治体や施設の管理者と連携を図り、周囲からの見
通しの確保や、照明、防犯カメラの設置などによる犯
罪が起こりにくい環境の整備に努め、犯罪抑止対策を
推進します。

警察
本部

生活
安全
企画
課



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　3-4-2 住宅の防犯対策

12

住宅に関しては、自主防犯診断
の促進を図るとともに、住宅
メーカーや警備業者との連携を
図るほか、防犯に関する事項を
含む「防犯対策推進の家チェッ
クシート」の利用促進を図る
等、防犯に配慮した住宅の普及
に努めます。

・住宅に対する侵入犯罪等の被害防止のため、「防犯
対策推進の家チェックシート」を活用し、住宅防犯診
断を行い、一定の基準を満たした戸建住宅に対して
「防犯対策推進の家の証」等を交付し、住宅に対する
防犯意識の向上に努めました。住宅メーカーや警備業
者などと連携した街頭キャンペーン等を実施し、住宅
防犯意識の向上及び防犯に配慮した住宅の普及に努め
ました。

・住宅メーカーや警備業者との連携を図るほか、防犯
に関する事項を含む「防犯対策推進の家チェックシー
ト」の利用促進を図る等、防犯に配慮した住宅の普及
に努めます。

警察
本部

生活
安全
企画
課

　3-4-3 店舗における防犯対策

13

店舗面積1,000㎡超の商業施設に
対しては、大規模小売店舗立地
法に基づき、出店業者への防犯
指導の強化を図り、防犯対策を
促進します。

・大規模小売店舗立地法に基づき、店舗面積1,000㎡
超の商業施設の出店業者に対し、駐車場における必要
照度の確保や防犯カメラの設置促進等、対策強化に係
る防犯指導を推進しました。

・各種商業施設における防犯対策の強化を図るため、
引き続き、対象業者に対する具体的な防犯指導を推進
します。

警察
本部

生活
安全
企画
課

　3-4-4 強盗の被害に遭いやすい店舗の防犯対策

14

金融機関、ぱちんこ店、ぱちん
こ景品買取所、深夜飲食店、コ
ンビニエンスストアなど強盗の
被害に遭いやすい特定店舗に対
しては、施設の管理者と連携を
図り、防犯カメラの設置等ハー
ド面の対策と従業員に対する防
犯指導等ソフト面の対策を推進
します。

・強盗の被害に遭いやすい特定店舗において、チェッ
クリストに基づく防犯診断を実施し、防犯カメラの設
置等のハード面対策と従業員に対する防犯指導等ソフ
ト面の対策を推進しました。

・強盗の被害に遭いやすい特定店舗に対しては、施設
の管理者と連携を図り、防犯カメラの設置等ハード面
の対策と従業員に対する防犯指導等ソフト面の対策を
推進します。

警察
本部

生活
安全
企画
課
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

(5) 子どもの安全確保に関する施策の実施

　3-5-1 地域社会の連携による子どもの安全確保

・特別支援学校生徒指導等担当者研修会（年2回計16
名）を実施した。
・生徒指導部を中心とした校内体制の整備（各県立特
別支援学校）を行った。

・特別支援学校生徒指導等担当者研修会（年2回）を
実施する。
・生徒指導部を中心とした校内体制の整備（各県立特
別支援学校）を行う。

教育
庁

特別
支援
教育
課

・関係機関より提供された情報について、できるだけ
早く各市町村教育委員会に提供できるよう、連携を強
化するととこに、｢学校の危機管理マニュアル｣の活用
を促した。

・平成３０年２月に文部科学省で作成された｢学校の
危機管理マニュアル作成の手引き｣について、県学校
安全指導者養成研修会で取上げ、自校の実態に即した
登下校時の緊急事態（不審者事案を含む）マニュアル
の作成を依頼する。

健康
教育
課

・警察等と連携し、不審者等の情報があれば、教育事
務所をとおして、地教委、学校へ警戒を促す連絡を
行った。

・警察等と連携し、不審者等の情報があれば、教育事
務所をとおして、地教委、学校へ警戒を促す連絡を行
う。

義務
教育
課

・各警察署の管内において、地域のボランティアや少
年警察ボランティア等と連携した街頭活動による登下
校時間帯の見守り、警戒活動を実施。定期的に「学
校・警察児童生徒安全だより」により学校教育機関等
へ性犯罪、声かけ事案等に関する安全対策情報を提供
するなど子供の安全確保対策を推進した。

・学校等関係機関やボランティア等との連携及びス
クールサポータの活用により、登下校時間帯をはじめ
として通学路や公園等における子どもの見守り活動、
警戒活動を行うとともに、不審者の早期発見等により
被害を防止するため、学校等関係機関等と連携を密に
し、子供の安全対策に係る情報の収集と提供に努め、
子どもの安全確保対策を推進します。

警察
本部

少年
課

　3-5-2 学校における安全確保

・平成２９年９月２８日、平成２７年２月に示した
「学校災害対応マニュアル例」に「弾道ミサイル発射
時の対応」を加えるとともに、各県立学校の「危機管
理マニュアル」の見直しを通知した。

・各県立学校が、「危機管理マニュアル」の見直しを
図り、毎年４月末までに県教委へ提出するとともに、
校内の教職員間で情報共有の徹底を図っている。

教育
庁

高校
教育
課

・実技研究「チーム力向上のためのメンタルヘルスと
リスクコミュニケーション」（特別支援教育セン
ター）を実施した。

・実技研究「チーム力向上のためのメンタルヘルスと
リスクコミュニケーション」（特別支援教育セン
ター）を実施する。

特別
支援
教育
課

・管理職を対象とした学校事故防止対策研究協議会に
おいて各校の危機管理マニュアルの見直しと改善を促
した。

・管理職を対象とした学校事故防止対策研究協議会に
おいて各校の危機管理マニュアルの見直しと改善を促
すとともに、
｢学校の危機管理マニュアル作成の手引き｣の活用を図
る。

健康
教育
課

15

子どもへの声掛け事案の情報共
有を図るとともに、登下校時間
帯をはじめとして通学路や公園
等において子どもの見守り活動
により警戒を行うとともに、不
審者の早期発見等により被害を
防止するため、警察、学校、防
犯関係団体、保護者等の地域社
会の連携をより一層強化して子
どもの安全確保対策を推進しま
す。

教育
庁

教育
庁

16

各学校において整備した危機管
理マニュアルがしっかり機能す
るよう、随時見直しを行うとと
もに、それを運用する教職員に
対して研修を行うなど、子ども
の安全確保の徹底を指導しま
す。



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　3-5-3 子どもの安全教育の充実

・SNSに起因する殺人事件に、本県の女子高校生が巻
き込まれたことを受けて、昨年１１月に開催した「ふ
くしま高校生スマホサミット」の場において、児童生
徒がネットトラブルに巻き込まれることのないよう、
宣言文に盛り込むなど、意識の高揚を図った。また、
ポスターやリーフレットを、県内小・中・高・特別支
援学校に送付し、啓発を図った。

・福島県生活指導協議会や学校訪問を通じて、防犯意
識を高めるよう指導する。

高校
教育
課

・防犯教室等を開催（各県立特別支援学校）した。 ・防犯教室等の開催（各県立特別支援学校）する。

特別
支援
教育
課

・防犯教室の実施を促すため実施状況の調査を行うと
ともに、結果を県学校安全指導者養成研修会で公表
し、実施率の向上を図った。

・全国で過去に発生した事例を県学校安全指導者養成
研修会で取り上げるとともに、専門家から防犯教室の
必要性について話をいただき、各学校における防犯教
室の実施率の向上につなげる。

健康
教育
課

・県内各署において、小・中・高等学校等に対する防
犯教室等の被害防止教育を実施したほか、警察署見学
等あらゆる機会を利用して子供に対する防犯講話等を
実施するなどして子供の防犯意識の向上を図った。
（参考）平成29年度　実施回数等
　　　小学校　・・４２０回（参加児童数：約75,000人）
　　　中学校　・・１６８回（参加生徒数：約31,000人）
　　　高等学校・・ ７２回（参加生徒数：約17,000人）

・子ども自身が犯罪から身を守るためには、子どもの
防犯意識の向上を図る必要があることから、防犯教室
を開催するなど安全教育の充実に努めます。

警察
本部

少年
課

　3-5-4 学校施設・設備点検による安全確保

・学校訪問（年1回　県立特別支援学校本分校23校68
名）

・学校訪問（年1回　県立特別支援学校本分校23校）

特別
支援
教育
課

・管理職を対象とした学校事故防止対策研究協議会に
おいて、学校内の施設で起こった重大事故等について
取り上げ、日常点検の必要性について周知した。

・学校のリスクマネジメント向上の視点から、県学校
安全指導者研修会を実施する。

健康
教育
課

18

学校に対し、校舎、体育館、
プールなどの施設・設備の定期
点検及び日常点検の実施を指導
し、子どもの安全確保の徹底を
図ります。

教育
庁

教育
庁

17

子ども自身が犯罪から身を守る
ためには、子どもの防犯意識の
向上を図る必要があることか
ら、防犯教室を開催するなど安
全教育の充実に努めます。
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４　虐待等対策の推進
じ

No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

(1) 虐待等防止のための周知啓発

　4-1-1 暴力、虐待防止の周知啓発

・県の広報媒体を活用し、高齢者虐待に係る通報・相
談窓口の案内に係る３０秒CMをテレビとラジオで放送
した。
　３０秒スポットCM（テレビ、ラジオ）:５月、６
月、１月、２月放送

・高齢者虐待防止に関するパンフレットを改訂し、高
齢者虐待に係る通報・相談窓口の周知徹底を図る。

高齢
福祉
課

・児童相談所の広報等を目的としたリーフレット（児
童相談所啓発リーフレット10,000枚、虐待防止啓発
リーフレット10,000枚、里親啓発用リーフレット
5,000枚）を作成して各児童相談所に配置し、対象者
へ配付するとともに、児童相談所全国共通ダイヤル広
報用カード（27,000枚）を作成して関係機関へ配付
（24,340枚）し、普及啓発を行った。

・１１月の児童虐待防止推進月間に向けて、普及啓発
を行う。

児童
家庭
課

　4-1-2 ＤＶ防止対策

2

ＤＶについては、広報媒体によ
る普及啓発事業を実施するとと
もに、女性支援パートナーとし
て活動するボランティアの対応
力の向上や民間支援団体活動と
の連携・協力による事業の実施
に努めます。

・平成29年度福島県婦人保護推進会講演会（福島県婦
人保護推進会主催）と協力し講演会を開催し支援者の
資質向上やＤＶ被害防止のための普及啓発を図った。

・今後とも平成30年度福島県婦人保護推進会講演会
（福島県婦人保護推進会主催）を後援する予定（女性
のための相談支援センター名義）
・法律相談が必要な相談者・入所者について、日本司
法支援センター（法テラス）を紹介する。

保健
福祉
部

児童
家庭
課

　4-1-3児童虐待防止対策

3

児童虐待については、広報媒体
の活用や関係機関への啓発によ
り社会全体の認識を深めるよう
努めるとともに、関係機関ス
タッフの対応力向上を図るた
め、研修の充実に努めます。

・虐待から子どもを守る連絡会議（１回・２３機関２
９人）、学校職員向け研修（８回･１６２人）、保育
者向け研修（５回・１３８人）、市町村要保護児童対
策地域協議会支援講習会（２回・７１人）を開催する
とともに、テレビ・ラジオ等の広報媒体を活用した啓
発等を行った。また、児童相談所や関係機関の専門性
の向上のための研修を実施した。

・虐待から子どもを守る連絡会議、学校職員向け研修（８
回）、保育者向け研修（５回）、市町村要保護児童対策地域
協議会支援講習会（２回）の開催や広報媒体の活用による啓
発等を行うとともに、児童相談所や関係機関の専門性の向上
を図るため、各種研修を実施する。
・虐待・暴力未然防止支援者養成研修（CAPスペシャリスト
養成研修）をNPO法人に委託して実施し、児童虐待の予防を
図る。

保健
福祉
部

児童
家庭
課

1

ＤＶや児童虐待、高齢者虐待、
障がい者虐待については、大人
から子どもまでを対象とした人
権教育や虐待防止に関する制度
を周知するなど普及啓発を実施
し、社会全体の認識を深めるよ
う努めます。

保健
福祉
部
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

3

児童虐待については、広報媒体
の活用や関係機関への啓発によ
り社会全体の認識を深めるよう
努めるとともに、関係機関ス
タッフの対応力向上を図るた
め、研修の充実に努めます。

・特別支援学校生徒指導等担当者研修会（年2回16
名）を開催した。
・県立特別支援学校のセンター的機能により、関係機
関と連携し、小・中学校等の要請に応じて研修支援及
び相談支援を実施した。

・特別支援学校生徒指導等担当者研修会（年2回）を
開催する予定。
・県内特別支援学校の地域支援センターによる研修支
援及び相談支援を関係機関と連携し、小・中学校等の
要請に応じて実施する。

教育
庁

特別
支援
教育
課

　4-1-4 高齢者虐待防止対策

4

高齢者虐待については、県の各
種広報媒体等を活用し、制度及
び市町村等の相談・通報窓口を
周知するとともに、高齢者虐待
の一つである身体拘束について
も、相談窓口の設置やその他の
取組について周知を図ります。
また、認知症や介護に関する知
識などについて、県民向けの講
習会を開催するなど周知啓発を
図ります。

・県の広報媒体を活用し、高齢者虐待に係る通報・相
談窓口の案内に係る３０秒CMをテレビとラジオで放送
した。また、設置している身体拘束に関する相談窓口
についても県HPにて周知を行った。
　３０秒スポットCM（テレビ、ラジオ）:５月、６
月、１月、２月放送

・引き続き県の広報媒体を活用し、高齢者虐待に係る
通報・相談窓口を案内する。また、県HPのほか施設職
員等向けの身体拘束に関する研修会などでも身体拘束
に関する相談窓口を周知する。
・相談・通報窓口に法テラスを追加することを検討す
る。

保健
福祉
部

高齢
福祉
課

　4-1-5 障がい者虐待防止対策

5

障がい者虐待については、制度
の内容や通報義務、障がいや障
がい者の特性などに関する正し
い理解を促進するため、通報窓
口、相談窓口を設置するととも
に、ホームページを始めとした
広報媒体による周知啓発を図り
ます。

・県障がい者権利養護センター、各市町村に基幹相談
支援センターを設置するとともに、障害者虐待防止法
に関するリーフレットを研修会参加者及び各市町村に
広く配布した。
（リーフレットの配布数　１６０部）

・通報・相談の窓口となる市町村とともに障がい者虐
待防止法に関する周知活動に努める。

保健
福祉
部

障が
い福
祉課

　4-1-6 障がい者の権利擁護の推進

6

障がい者の権利擁護について
は、障がいの有無にかかわら
ず、互いに人格と個性を尊重し
合いながら共生する社会の実現
に向け、障がい者への関心と理
解が促進されるよう周知啓発を
図ります。

・県障がい者権利養護センター、各市町村に基幹相談
支援センターを設置するとともに、障害者虐待防止法
に関するリーフレットを研修会参加者及び各市町村に
広く配布した。
（リーフレットの配布数　１６０部）

・通報・相談の窓口となる市町村とともに障がい者虐
待防止法に関する周知活動に努める。

保健
福祉
部

障が
い福
祉課



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　4-1-7 施設等における虐待防止対策

・新任の市町村職員等に対する研修会を実施し、虐待
対応に係る職員の資質向上を図った。
（平成２９年７月２６日（水）開催　新任の市町村職
員、地域包括支援センター職員等１１２名参加）
・施設職員に対しても、福祉監査課主催の集団指導に
おいて高齢者虐待防止に係る通報・相談窓口等の周知
を行った。

・今年度も新任の市町村職員等に対する研修会を実施
し、虐待対応に係る職員の資質向上に繋げるととも
に、施設職員についても福祉監査課主催の集団指導に
おいて高齢者虐待防止について、通報・相談窓口の案
内を含め周知を行う。

高齢
福祉
課

・障がい者虐待防止法の概要や虐待事案、虐待防止の
ための方策等に関する研修会を市町村担当者、障がい
者福祉施設管理者等を対象として、平成29年12月1日
に開催し、148人が参加した。

・障害者虐待防止法の周知に努めるため、施設従事者
や市町村担当者等の関係者を対象に研修会を開催す
る。

児童
家庭
課

・児童相談所において児童福祉施設等連絡協議会を開
催し、施設職員に対する研修及び情報交換を行った。
・また、児童福祉施設監査により、虐待に関する職場
内研修の実施や苦情処理体制の整備などを確認してい
る。

・児童相談所において児童福祉施設等連絡協議会を開
催し、施設職員に対する研修及び情報交換を行う。
・また、児童福祉施設監査により、虐待に関する職場
内研修の実施や苦情処理体制の整備などを確認する。

障が
い福
祉課

(2) 虐待等の防止体制の整備

　4-2-1 関係機関連携によるＤＶ防止対策

8

「福島県ドメスティック・バイ
オレンス対策連携会議」の構成
機関が有機的に連携し、協力を
図りながら、ＤＶの防止と被害
者の保護・自立支援に当たりま
す。

・福島県ドメスティック・バイオレンス対策連携会議
を開催し、情報共有を図った。
 （平成３０年２月　福島地方法務局、福島県弁護士
会ほか３０機関出席。）

・福島県ドメスティック・バイオレンス対策連携会議
を開催し情報交換をする予定（１回）。

保健
福祉
部

児童
家庭
課

7

児童、高齢者、障がい者等の権
利を擁護するため、施設等にお
ける虐待の未然防止を図りま
す。さらに、虐待の早期発見、
早期対応を含め、対策の実効性
を高めるため、施設等に対し
て、虐待に関する職場内研修の
実施や苦情処理体制の整備な
ど、虐待防止に向けた体制整備
について周知徹底を図るととも
に、施設職員等に対する研修の
充実に努めます。

保健
福祉
部
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　4-2-2 児童相談所による総合的な支援

9

児童相談所は、中核的専門機関
として関係機関と連携を図りな
がら、早期発見から虐待を受け
た児童の自立に至るまでの総合
的な支援を行います。
また、児童虐待の未然防止や早
期発見・早期対応を図る上で、
地域の事情を最も把握している
市町村が中心となって関係機関
が連携・協力する「要保護児童
対策地域協議会」の役割が重要
であるため、有機的に機能する
よう支援に努めます。

・要保護児童対策地域協議会の強化のため、市町村要
保護児童対策地域協議会支援講習会（２回・７１
人）、市町村要保護児童対策調整機関の調整担当者研
修（１回・５９名）を行った。

・要保護児童対策地域協議会の強化のため、市町村要
保護児童対策地域協議会支援講習会（２回）、市町村
要保護児童対策調整機関の調整担当者研修（１回）に
加え、市町村要保護児童対策地域協議会支援専門員を
配置し、地域の支援を行う。

保健
福祉
部

児童
家庭
課

　4-2-3 児童虐待における関係機関の連携

・相談支援チームケース会議を開催した。
　（6地区年3回、約180名）
・地域支援ネットワーク会議を開催した。
　（6地区年3回、約180名）
・特別支援教育体制促進協議会を開催した。
　（7地区年2回、約120名）
・教育支援協議会を開催した。
　（7地区年1回、約500名）

・相談支援チームケース会議を開催する（6地区年3
回）。
・地域支援ネットワーク会議を開催する（6地区年3
回）。
・特別支援教育体制促進協議会を開催する（7地区年2
回）。
・教育支援協議会を開催する（7地区年1回）。
・法テラス等の各種相談窓口一覧を作成し、周知を図
る。

特別
支援
教育
課

・国からの通知・通達を速やかに伝達し、周知を図る
とともに、児童虐待の未然防止や早期発見、適切な保
護等を支援した。

・児童福祉施設や医療機関等の関係機関と適切に連携し、児
童虐待の未然防止や早期発見、適切な保護等に努める。
・法テラス等の各種相談窓口一覧を作成し、周知を図る。

義務
教育
課

・虐待から子どもを守る連絡会議（１回・２３機関２
９人）の開催や学校職員向け研修（８回・１６２
人）、保育者向け研修（５回・１３８人）、市町村要
保護児童対策地域協議会支援講習会（２回・７１人）
等により啓発等を行うとともに、児童相談所や関係機
関の専門性向上を図るための各種研修を実施した。

・虐待から子どもを守る連絡会議、学校職員向け研修（８
回）、保育者向け研修（５回）、市町村要保護児童対策地域
協議会支援講習会（２回）等により啓発等を行うとともに、
児童相談所や関係機関の専門性向上のための各種研修を実施
する。
・福島県弁護士会が実施する「子ども相談窓口」と連携し、
要保護児童を適切な支援につなげていく。

保健
福祉
部

児童
家庭
課

10

児童虐待の未然防止や早期発
見、適切な保護を図るため、学
校、児童福祉施設、病院その他
児童の福祉に業務上関係のある
機関等の通告体制の下、関係機
関が適切に連携し対応するとと
もに、市町村におけるネット
ワークの構築と運営を支援しま
す。

教育
庁



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　4-2-4 高齢者虐待に関する市町村ネットワークへの支援

11

各市町村においては高齢者虐待
防止ネットワークが構築されて
おり、同ネットワークが十分に
機能するよう支援します。
また、認知症高齢者に対する適
切な対応が図れるよう、認知症
サポーターの養成や地域支援関
係者に対する認知症対応力向上
研修、認知症地域支援推進員研
修などを行い、認知症に関する
実践的な問題解決能力を向上さ
せることで、高齢者虐待の未然
防止や早期発見、適切な対応が
図られるよう支援します。

・関係機関（法曹、医療、介護関係）から構成された
高齢者虐待防止ネットワーク連携会議を開催し、市町
村におけるネットワーク機能の支援を行った。（平成
２９年１２月２５日（月）開催）

・関係機関（法曹、医療、介護関係）から構成された
高齢者虐待防止ネットワーク連携会議を開催し、引き
続き市町村におけるネットワーク機能の支援を行う。

保健
福祉
部

高齢
福祉
課

　4-2-5 市町村職員等の対応能力向上のための研修

・新任の市町村職員等に対する研修会を実施し、虐待
対応に係る職員の資質向上を図った。
（平成２９年７月２６日（水）開催　新任の市町村職
員、地域包括支援センター職員等１１２名参加）

・今年度も新任の市町村職員等に対する研修会を実施
し、虐待対応に係る職員の資質向上に繋げる。

高齢
福祉
課

・障がい者虐待防止法の概要や虐待事案、虐待防止の
ための方策等に関する研修会を市町村担当者、障がい
者福祉施設管理者等を対象として、平成29年12月1日
に開催し、148人が参加した。

・障害者虐待防止法の周知に努めるため、施設従事者
や市町村担当者等の関係者を対象に研修会を開催す
る。

障が
い福
祉課

・要保護児童対策地域協議会向け研修２回（７１
人）、学校教職員向け研修７回（１６２人）、保育者
向け研修５回（１３８人）を実施した。

・要保護児童対策地域協議会向け研修２回、学校教職
員向け研修７回、保育者向け研修５回を実施する。

児童
家庭
課

　4-2-6 障がい者虐待防止ネットワーク構築

13

障がい者への虐待の防止と早期
発見のため、市町村が中心と
なった地域の実情に応じた関係
機関との連携・協力体制の構築
を支援します。

・各基幹相談支援センターや市町村の障がい者虐待防
止センターが拠点となり、地域の協力体制を構築する
とともに、県権利擁護センターにおいて、市町村相互
の連絡調整、市町村に対する情報提供、助言その他必
要な援助を行った。

・各基幹相談支援センターや市町村の障がい者虐待防
止センター等と連携し、虐待防止及び養護者支援に関
する情報収集、分析、提供、虐待防止等に関する広報
その他啓発活動を行う。

保健
福祉
部

障が
い福
祉課

12

市町村、関係機関等における職
員に対して、虐待における実務
に直結した専門的な知識や具体
的な対応方法等を学ぶ体系的な
研修を実施し、個々の職員の虐
待への対応能力の向上を図りま
す。

保健
福祉
部
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

(3) 虐待等の被害者又はその家族等への支援

　4-3-1 関係機関連携によるＤＶ被害者支援

14

ＤＶ被害者支援と同伴者の保
護・自立支援のため、女性のた
めの相談支援センターが配偶者
暴力相談支援センター（以下
「ＤＶセンター」という。）の
中核となって、関係機関と連携
して対応します。
また、深刻で緊急な救済を要す
るＤＶに総合的に対応するた
め、「福島県ドメスティック・
バイオレンス対策連携会議」の
下、その関係機関が有機的に連
携・協力し、ＤＶの防止や被害
者の支援を推進します。

・福島県ドメスティック・バイオレンス対策連携会議
を開催し、情報共有を図った。（平成３０年２月　福
島地方法務局、福島県弁護士会ほか３０機関出席。）

・福島県ドメスティック・バイオレンス対策連携会議
を開催し情報交換をする予定（１回）。

保健
福祉
部

児童
家庭
課

　4-3-2 ＤＶ相談体制の整備

15

ＤＶセンターとして女性のため
の相談支援センター、県男女共
生センター、各保健福祉事務所
及び郡山市こども家庭相談セン
ターの計９施設を指定してお
り、女性相談員については、女
性のための相談支援センター、
各保健福祉事務所及び福島市等
５市に配置されています。
　ＤＶ被害者や同伴児の保護・
自立支援に的確に対応するた
め、他の市町村にも女性相談員
の配置を促すとともに、住民に
最も身近な市町村が、適切な施
設においてＤＶセンターの機能
を果たせるよう、相談体制の整
備を支援します。

・郡山市、会津若松市、南相馬市を会場として市町村
担当者研修会を開催しＤＶ被害者支援のための普及啓
発を図った。（参加者数48名）。

・郡山市、会津若松市、南相馬市を会場として市町村
担当者研修会を開催し、ＤＶ被害者支援のための普及
啓発を図る。

保健
福祉
部

児童
家庭
課



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　4-3-3 虐待を受けた児童への保護・支援

16

虐待により心に深い傷を抱える
児童については、家庭的な雰囲
気の中で愛着と理解をもって養
育する里親制度や、心理療法に
よるケア及び小規模なグループ
によりケアを行う児童養護施設
における養育により、手厚い保
護・支援を行います。
また、施設職員などからの虐待
については、指導や助言を行う
とともに、指導に従わない場合
には、児童福祉法に基づく勧
告・命令の権限を適切に行使
し、被虐待児を支援します。

・児童養護施設に虐待を受けた子ども達に心理療法を
行う職員を配置し、対象児童の心のケアを行った。ま
た、児童福祉施設等連絡協議会、里親研修等で、被措
置児童の権利擁護と虐待防止について周知するととも
に、入所児童に対しては「子どもの権利ノート」を活
用し、自他の権利の尊重に関する意識の醸成を図っ
た。

・児童養護施設に虐待を受けた子ども達に心理療法を
行う職員を配置し、対象児童の心のケアを行う。ま
た、児童福祉施設等連絡協議会、里親研修等で、被措
置児童の権利擁護と虐待防止について周知するととも
に、入所児童に対しては「子どもの権利ノート」を活
用し、自他の権利の尊重に関する意識の醸成を図る。

保健
福祉
部

児童
家庭
課

　4-3-4 高齢者虐待の被害者等への支援

17

虐待を受けた高齢者や虐待を
行った家族等への支援が適切に
行われるよう、支援を行う市町
村や地域包括支援センターの職
員等に対し、虐待への対応能力
向上のための研修を実施すると
ともに、必要な助言を行いま
す。

・新任の市町村職員等に対する研修会を実施し、虐待
対応に係る職員の資質向上を図った。
（平成２９年７月２６日（水）開催　新任の市町村職
員、地域包括支援センター職員等１１２名参加）

・今年度も新任の市町村職員等に対する研修会を実施
し、虐待対応に係る職員の資質向上に繋げる。

保健
福祉
部

高齢
福祉
課

　4-3-5 障がい者虐待の相談・支援

18

障がい者への虐待については、
日常生活での悩みごとから法律
相談まで対応できる「障がい者
１１０番」や「障がい者権利擁
護センター」、「市町村障がい
者虐待防止センター」などによ
り相談・支援を行い、障がい者
の安全を守るとともに、虐待の
背景にある問題を理解した上
で、養護者や家族に必要な支援
を行います。

・障がい者への虐待については、日常生活での悩みご
とから法律相談まで対応できる「障がい者１１０番」
や「障がい者権利擁護センター」、「市町村障がい者
虐待防止センター」などにより相談・支援を行い、障
がい者の安全を守るとともに、虐待の背景にある問題
を理解した上で、養護者や家族に対し、居室の確保や
ケース会議の開催等の必要な支援を行った。

・障がい者への虐待については、日常生活での悩みご
とから法律相談まで対応できる「障がい者１１０番」
や「障がい者権利擁護センター」、「市町村障がい者
虐待防止センター」などにより相談・支援を行い、障
がい者の安全を守るとともに、虐待の背景にある問題
を理解した上で、養護者や家族に必要な支援を行いま
す。

保健
福祉
部

障が
い福
祉課
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５　交通安全の推進
じ

No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

(1) 国、市町村その他の関係機関等との連携による道路交通環境の整備

　5-1-1 事故分析による事故削減対策

・県内各地から事故多発地点として報告のあった箇所
から６箇所選定し、関係機関とともに現地調査を行
い、必要な事故防止対策を検討して、各道路管理者等
に諸対策を講じるように依頼した。また、２年前の対
策実施箇所の事故発生状況を検証した結果、約６割事
故が減少した。
・８月３日～４日の間に、福島市１箇所、相馬市２箇
所、いわき市３箇所の計６箇所について、現地調査と
検討会を行った。

・前年に引き続き、今年も事故多発地点の中から６箇
所程度選定して現地調査を行い、事故防止対策を検討
し、対策の実行を依頼する。

生活
環境
部

生活
交通
課

・福島県道路環境整備技術調査委員会により、8/3～4
に事故多発箇所のうち、6箇所の現地調査を行い、事
故発生要因を検証し、対策案の提案を行った。

・福島県道路環境整備技術調査委員会により、事故多
発箇所の現地調査を行い、事故発生要因を検証し、対
策案の提案を行う。

土木
部

道路
計画
課、
道路
整備
課

・福島県道路環境整備技術調査委員会において平成29
年度事故多発地点緊急対策事業として県内の事故多発
箇所を６箇所を指定し、県、関係自治体及び署ととも
に事故削減対策の検討を行った。
・また、各警察署ごとに管内の事故多発交差点を署重
点対策交差点として指定し（平成29年度指定県内41交
差点）、交通規制の実施や見直し、道路管理者と連携
した安全対策を推進した。

・平成30年度事故多発地点緊急対策事業において県内
の事故多発箇所の選定を行い、関係機関とともに必要
な事故削減対策の検討を行う。
・また、平成30年度署重点対策交差点として指定した
県内36交差点について、交通規制の実施や見直し、道
路管理者と連携した安全対策を推進する。

交通
規制
課

・県北方部・相双方部・いわき方部に６箇所の事故多
発地点緊急対策事業箇所を設置、担当部局と共同によ
る現地調査を実施、道路環境並びに事故分析結果から
事故抑止に必要な対策について検討、関係機関に対す
る問題点の指摘及び対策案の意見具申を行い事故削減
対策を講じた。
（２日間に分けて６カ所実施した。）

・担当部局と連携して、各市町村から事故多発緊急対
策事業箇所として上申された調査箇所から、本年度調
査すべき場所を選定、担当部局により編成された調査
団を事故多発緊急対策事業箇所へ派遣して事故状況、
前後区間の道路状況などを踏まえた調査を実施し、具
体的な事故削減対策を講じる。

交通
企画
課

警察
本部

1

交通事故が多発している箇所に
ついて、道路環境を踏まえた事
故分析を行い、国や市町村、関
係機関と連携しながら、効果的
な事故削減対策を講じます。
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　5-1-2 地域住民と連携した「人」優先の道路交通環境整備

・通学路や住宅街などの生活道路における歩行者等の
安全確保を目的として、ゾーン３０を新たに県内に１
０区域整備し（累計５３区域）、時速30キロメートル
の速度規制等を実施するともに、道路管理者と連携し
た各種安全対策を推進した。

・ゾーン３０を新たに整備し（７区域予定）、道路管
理者と連携して生活道路における安全対策を推進す
る。

警察
本部

交通
規制
課

・地域の交通安全プログラムに挙げられた箇所を中心
に歩道整備等を進めるとともに、全ての人々にとって
利用しやすい道路とするため、歩道の段差をなくす事
業を実施した。

・地域の交通安全プログラムに挙げられた箇所を中心
に歩道整備等を進めるとともに、全ての人々にとって
利用しやすい道路とするため、歩道の段差をなくす事
業を実施する。

土木
部

道路
整備
課

　5-1-3 地域の特性に応じた交通規制

3

すでに実施している交通規制に
ついても、道路交通状況の変化
に応じた適切な規制となるよ
う、道路構造、交通量、交通
流、事故の発生状況、県民の要
望等を考慮し、見直しに努めま
す。

・道路状況の変化に応じた適切な交通規制となるよ
う、道路の構造、交通量、交通流、事故の発生状況、
県民の要望等を考慮し、最高速度、追越しのための右
側部分はみ出し通行禁止、駐車禁止等各種交通の見直
しを図った。

・引き続き道路交通状況の変化に応じて交通規制の見
直しを図る。

警察
本部

交通
規制
課

　5-1-4 交通情報提供の充実強化

4

交通情報（交通規制、交通渋
滞、交通事故、迂回に関する情
報等）の提供は、旅行時間の短
縮等、ドライバーの利益に直結
するとともに、交通の安全と円
滑化を図るための重要な手段の
一つであることから、交通情報
板等の各種機器の整備、充実強
化に努めるほか、関係機関と連
携の上、情報収集を行い、各種
メディアを活用した情報提供に
努めます。

・適正な交通情報を提供するため、県内に２基の交通
監視カメラを設置したほか、関係機関と連携の上情報
収集を行い、平成29年度は21,587件の情報提供を行っ
た。

・引き続き交通の安全と円滑化を図るため、関係機関
と連携をの上、情報収集を行い、迅速な情報提供を行
う。

警察
本部

交通
規制
課

2

交通安全の確保は、道路利用者
の生活、地域の経済、社会活動
に密着した課題であることか
ら、道路交通環境の整備に当
たっては、地域住民や道路利用
者の意見を踏まえるとともに、
高齢者や子ども、障がい者を含
む全ての人々にとって安全で安
心できる「人」優先の考え方に
基づき、地域の実情に応じた効
果的・効率的な対策を推進しま
す。



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

(2) 交通安全に関する教育及び広報啓発

　5-2-1 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進

・関係機関と連携し、各私立学校へ交通安全に関する
啓発資料の配布等を適宜行った。

・関係機関と連携し、各私立学校へ交通安全に関する
啓発資料の配布等を行う。

総務
部

私
学・
法人
課

・県立校長会や教育事務所との会議において、交通マ
ナーを身につけるための取組（未然防止）について共
通理解を図った。交通事故件数については、平成28年
度より大幅に減った。

・事業予定なし。福島県生活指導協議会や学校訪問を
通じて、交通安全教育の徹底について、指導する。

高校
教育
課

・福島県学校保健会と連携し、発達段階に併せた交通
安全への啓発資料を発行した。

・福島県学校保健会と連携し、現代の交通事情に合わ
せた交通安全資料を作成する。

健康
教育
課

・各警察署において、学校・企業・老人クラブ等を対
象とした交通安全教室を実施し、年齢や生活実態等に
応じた交通安全教育を実施を2919回239,357人に行っ
た。
・また、高齢者対策については、高齢運転者対策とし
て「危険予測トレーニング装置」を導入、28回1,045
人に対して交通安全教育を実施した。高齢歩行者対策
としては「歩行者シミュレータ」を使用して162回
3,741人に対して交通安全教育を実施した。いずれも
参加・体験型の交通安全教育に力を入れ、高齢者交通
事故防止対策を実施した。

・自動車販売店協会や県警本部と連携しながら、交通
安全サポートカー体験乗車講習会を開催するなど、高
齢運転者に対する交通安全教育に対し、特に力を入れ
た。

警察
本部

交通
企画
課

・自動車販売店協会や県警本部と連携しながら、交通
安全サポートカー体験乗車講習会を開催するなど、高
齢運転者に対する交通安全教育に対し、特に力を入れ
た。
福島市、郡山市、いわき市で各１回ずつ実施した。
福島市（３７人参加）、郡山市（３５人参加）、いわ
き市（３４人参加）で各１回ずつ実施し、計１０６人
の高齢者が参加した。

・引き続き、子供と高齢者の事故防止に力を入れ、効
果的な交通安全活動を推進していく。特に、交通安全
サポートカー体験乗車講習会や運転免許証自主返納の
促進等、高齢者対策を講じて死亡事故を抑止する。

生活
環境
部

生活
交通
課

5

交通安全意識を向上させ、交通
マナーを身に付けてもらうた
め、幼児から高齢者に至るま
で、心身の発達や年齢に応じた
交通安全教育を行います。
また、高齢者自身の交通安全意
識の向上に努めるとともに、他
の世代に対しても高齢者の特性
を知り、高齢者に配慮する意識
を高めるための啓発等を行うな
ど高齢者の事故防止対策を強化
します。

教育
庁
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　5-2-2 民間団体等の主体的活動の推進

・関係機関・団体の行う交通安全活動を支援するた
め、積極的な資料提供を行い、主体的な活動を促進さ
せた。
・また、関係機関・団体に対し、各季の交通安全運動
等の機会を利用して、積極的な交通安全活動の実施に
ついて働きかけた結果、それぞれの立場に応じた交通
安全活動が効果的かつ積極的に行われた。

・交通安全を目的とする関係機関・団体に対して、交
通安全チラシや交通安全に必要な資料を提供し、主体
的な活動が出来るよう積極的に支援する。
・また、関係機関・団体に対し、交通安全活動が効果
的かつ積極的に行われるよう、あらゆる機会を活用し
て働きかけを実施する。

警察
本部

交通
企画
課

・交通事故のあらまし、交通白書、交対協だより等を
各種団体に送り、県内の交通情勢等について情報提供
した。また、各季運動を行う際、要綱やチラシを配布
して運動に対する理解・協力を求めた。

・タイムリーで効果的な情報提供に努め、各関係機関
団体と連携を密にしながら、諸対策を進めていく。

生活
環境
部

生活
交通
課

　5-2-3 住民参加と協働の推進

・交通安全意識の普及浸透を図るため、関係機関・団
体と連携した飲酒運転根絶飲食店訪問活動、高齢者事
故防止高齢者宅訪問活動等、交通安全活動を推進し
た。
・また、各季交通安全運動における交通安全キャン
ペーン等の交通安全活動に地域住民等が参加する等、
住民の参加・協働型の交通安全活動を推進した。

・交通安全意識の普及浸透を図るため、関係機関・団
体と連携して各種施策を推進するとともに、交通ボラ
ンティアが主体となって活動する等、住民の参加・協
働型の交通安全活動を推進する。

警察
本部

交通
企画
課

・事故多発地点の現地調査や検討会を行った際、多く
の地元住民を参加させ、意見交換を行った。また、朝
の街頭活動を行った際、地域住民と連携を取りなが
ら、効果的な交通安全啓発活動を行った。

・行政のみでなく、地元住民の意見に耳を傾け、各種
活動により多くの地域住民に参加してもらい、連携を
密にして活動を推進していく。

生活
環境
部

生活
交通
課

　5-2-4 交通ボランティア活動支援

・交通安全ボランティアと連携した、朝の立哨活動に
おける保護誘導活動や通学路の危険箇所の点検等、地
域に根ざした交通安全活動を実施した。
・また、交通安全活動従事者や交通安全教育の指導者
等交通安全ボランティアの育成を図った。

・地域に根ざした交通安全活動を展開する関係機関・
団体と連携の強化を図るとともに、交通安全活動の従
事者や交通安全教育指導者等の交通安全ボランティア
の育成を推進する。

警察
本部

交通
企画
課

・交通安全母の会や交通教育専門員等に対し、効果的
な交通安全広報を依頼するとともに、立哨活動時の事
故・トラブルの絶無について指導した。

・効果的な交通安全活動を推進していくため、各種団
体に対し、適切な助言・指導を行っていく。

生活
環境
部

生活
交通
課

8

地域に根ざした交通安全活動を
展開する交通ボランティア団体
との連携・協力を強化するとと
もに、学校周辺の通学路等での
パトロール活動、保護誘導活動
の従事者や交通安全教育の指導
者の育成に努めます。

6

交通安全を目的とする民間団体
については、交通安全に必要な
資料の提供を充実するなど、そ
の主体的な活動を促進します。
また、地域団体、自動車製造・
販売団体、自動車利用者団体等
については、それぞれの立場に
応じた交通安全活動が効果的か
つ積極的に行われるよう、各季
の交通安全運動等の機会を利用
して働きかけを行います。

7

交通安全意識の普及浸透を図る
ため、行政、関係民間団体等が
緊密な連携の下に施策を推進す
るとともに、地域における交通
ボランティア等が主体となって
身近なところから交通安全活動
に取り組むなど、住民の参加・
協働型の交通安全活動を推進し
ます。



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　5-2-5 交通安全の広報啓発

・各警察署において、各季交通安全運動期間を中心に
テレビ・ラジオ・新聞等マスコミを利用した広報啓発
活動を実施するとともに、各関係機関・団体と連携
し、交通安全パレードや大型店舗・交通量の多い場所
での街頭キャンペーンを実施するなど、交通安全広報
のための各種キャンペーンを実施した。
・また、警察から各市町村や交通安全協会等に働きか
け、運転経歴証明書の交付手数料負担や助成金の交付
等、自主返納者に対する支援施策の拡充を図った。

・関係機関・団体と連携し、各季交通安全運動期間を
中心に、テレビ・ラジオ・新聞等マスコミを利用した
広報啓発活動を継続実施する。
・また、警察から各関係機関に対し、自主返納者への
支援施策の拡充を継続して働きかけるほか、運転免許
証を自主返納した高齢者に対しては、免許返納後の生
活支援のため、地域包括支援センターと連携した支援
施策を実施予定である。

警察
本部

交通
企画
課

・テレビ・ラジオ、新聞等あらゆるマスメディアを活
用して、効果的な交通安全広報を行うとともに、実施
した取り組み等を紹介し、県民に広く知ってもらうよ
うに努めた。また、運転免許証の自主返納について
は、県民から理解を得るため、ホームページや広報誌
等を活用して、返納しやすい環境作りに努めた。

・引き続き、あらゆるマスメディアを活用して、タイ
ムリーで効果的な交通安全広報に努めていく。また、
運転免許証の自主返納については、自主返納者に対す
るサービスを提供してくれる協賛店を募集し、さらな
る返納しやすい環境作りを進めていく。

生活
環境
部

生活
交通
課

9

県民一人一人が交通ルールの遵
守と正しい交通マナーの実践を
習慣付けるため、テレビ、ラジ
オ、新聞等の広報媒体を活用し
て効果的な広報や普及啓発に努
めるとともに、交通安全に向け
た取組みを推進するための県民
運動を関係機関・団体が相互に
連携し、組織的・継続的に展開
します。
申請による運転免許の取消（自
主返納）制度や、自主返納をし
た方への支援事業等について積
極的に広報するとともに、高齢
者が公共交通機関等を利用しや
すい環境の整備について関係機
関へ働きかけていきます。
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６　医療に関する県民参画等の推進
じ

No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

(1) 疾病に対する正しい知識の普及啓発

　6-1-1 生活習慣病に関する正しい知識の普及啓発

＜特定健診関係＞
　 健診の受診率向上に向け、新聞広報等活用し、啓発を行っ
た。
＜がん検診関係＞
１　受診促進体制整備事業
　（１）広域体制による受診率向上支援事業
　　　　利便性に配慮したがん検診を県内２地域で試行実施。
　（２）胃内視鏡検査の受診機会均等化事業
　　　　胃がん検診の胃内視鏡検査未実施市町村の解消や検診精
度の均一化を目指し、医療機関等調査、運営委員会準備会1回開
催
  （３）職場からの検診受診啓発事業
　　　　職場でがん検診の受診機会のない事業所職員1,390名に
市町村がん検診受診勧奨
２　がん検診推進員世代拡大普及事業
　（１）がん検診推進員養成研修15回　受講者総数515名
　（２）がん検診推進員スキルアップ研修　県内４地域で開催
３　がん検診受診促進啓発事業
　（１）がん検診啓発イベント3地域開催（会津若松市、郡山
市、いわき市）来場者計1,700名）
　（２）健康長寿啓発活動　県内6保健福祉事務所で実施
　（３）がん検診受診促進のための企業連携事業：啓発イベント
の共催、受診勧奨活動実施
４　県内避難者のがん検診機会拡大事業
　　避難者検診連絡会議2回開催　福島市・郡山市・いわき市内
医療機関で避難者検診実施
＜受動喫煙対策関係＞
1　空気のきれいな施設認証制度
　　屋内禁煙施設を認証し、認証ステッカー交付及び県ホーム
ページに施設PRも含め掲載
２　受動喫煙防止講習会：職場の受動喫煙防止を目的とした講習
会を1回開催
３　公共施設受動喫煙防止状況調査：県有、市町村有の公共施設
の受動喫煙防止対策の実施状況を調査
４　妊産婦受動喫煙防止の普及啓発：産婦人科・市町村等利用者
への啓発リーフレットの配布
＜受動喫煙防止・禁煙対策＞
５　世界禁煙デー普及啓発活動：県内でキャンペーン実施
＜禁煙対策＞
６　禁煙外来情報を県ホームページ掲載

＜特定健診関係＞
　 健診の受診率向上に向け、新聞広報等を活用した啓発及び
「健康長寿サポーター」への啓発
＜がん検診関係＞
１　受診促進体制整備事業
　（１）広域体制による受診率向上支援事業
　　　　県内6地域で待ち時間の少ない利便性の高いがん検診を
隣接する複数市町村で実施。
　（２）胃内視鏡検査の受診機会均等化事業
      　胃がん検診の胃内視鏡検査の検診精度の均一化のため、
運営委員会・研修会を開催
　（３）職場からの検診受診啓発事業
　　　　職場検診の場で市町村がん検診について情報提供し検診
受診を勧奨する。
　（４）受診促進体制を支える精度管理
　　　　市町村のがん検診の受診状況等の実績を集計・分析し、
市町村がん検診担当者研修会開催
２　がん検診推進員世代拡大普及事業
　（１）学生がん予防サポーター養成セミナー開催
３　がん検診受診促進啓発事業
　（１）がん検診啓発フェア
　（２）健康長寿啓発活動
　（３）がん検診受診促進のための企業連携事業
４　県内避難者のがん検診機会拡大事業
　　避難者検診連絡会議の開催し、避難先の医療機関で受診可能
な体制を整備
＜受動喫煙対策関係＞
１　空気のきれいな施設認証制度
２　受動喫煙防止講習会：職場の受動喫煙防止を目的とした講習
会開催
３　県有、市町村有の公共施設の受動喫煙防止対策の実施状況を
調査
４　妊産婦受動喫煙防止の普及啓発：産婦人科・市町村等利用者
への啓発リーフレットの配布
５　ジュニア受動喫煙防止ポスターコンクール
＜受動喫煙防止・禁煙対策＞
６　世界禁煙デー普及啓発活動：県内でキャンペーン実施
７　喫煙防止教育用教材の整備・貸出
＜禁煙対策＞
８　禁煙外来情報を県ホームページ掲載

保健
福祉
部

健康
増進
課

1

がんや心疾患等の生活習慣病を
予防し、一人一人が健康な生活
習慣を形成できるよう、運動、
食生活、喫煙、各種健康診断な
どの情報提供や普及啓発、環境
整備を図ります。
がん検診等の受診勧奨や、がん
を含む生活習慣病の予防に関す
るチラシ等の啓発資料を作成
し、がん検診推進員や健康長寿
サポーターを介して、県民への
啓発を推進します。受動喫煙防
止対策については、世界禁煙
デーに合わせたキャンペーンを
県内全保健福祉事務所で行う
他、チラシによる啓発や、公共
施設の受動喫煙防止対策調査を
実施します。
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　6-1-2 感染症に対する正しい知識等の普及啓発

2

感染症の発生予防、早期発見及
び拡大防止のため、各年齢層や
学校、高齢者施設等に対する正
しい知識や予防策の普及啓発を
図ります。

・高齢者福祉施設等における感染症対策に係る普及啓
発、社会福祉法人等代表者会議において説明（１回）
（参加者：約２５０名）
・感染症発生動向を踏まえたホームページへの掲載、
広報番組等を活用した啓発
・各保健福祉事務所による出前講座等の実施
　  感染症全般　１７回（参加者：７９９名）
　　性感染症関係　６回（参加者：３３３名）
　　つつが虫病関係　４回（参加者：１３９名）
・各保健福祉事務所における各予防週間等に合わせた
街頭キャンペーンの実施（エイズ、肝炎）
・感染症危機管理ネットワークを活用した感染症
ニュースレターの発行（週２回）

・感染症発生動向を踏まえたホームページへの掲載、
広報番組等を活用した啓発
・各保健福祉事務所による出前講座等の実施
・各保健福祉事務所における各予防週間等に合わせた
街頭キャンペーンの実施（エイズ、肝炎）
・感染症危機管理ネットワークを活用した感染症
ニュースレターの発行（週１回）

保健
福祉
部

健康
増進
課

　6-1-3 心の健康や自殺予防に関する知識の普及啓発・相談支援

3

心の健康や自殺予防に関し、研
修会の開催やパンフレット、イ
ンターネットなどによる知識の
普及啓発に努めます。
また、保健福祉事務所や精神保
健福祉センターにおいて、心の
健康相談等の支援を行います。

・心の健康や自殺予防に関した研修会を開催したほ
か、11月には市町村長等を対象とした「自殺対策トッ
プセミナー」を開催した。
・パンフレットやインターネットによる普及啓発のほ
か、9月の自殺予防週間と3月の自殺対策強化月間に
は、TVやラジオにおいて自殺予防CMの放送や新聞広告
を掲載した。
・また、保健福祉事務所や精神保健福祉センターにお
いて、心の健康相談等を実施した。

・心の健康や自殺予防に関した研修会の開催や、パン
フレットやインターネットなどによる知識の普及啓発
に努める。
・また、保健福祉事務所や精神保健福祉センターにお
いて、心の健康相談等の支援を行う。

保健
福祉
部

障が
い福
祉課

　6-1-4 救急医療に関する正しい理解、適正な利用の促進

・ホームページによる啓発のほか、症状の緊急度を判
定する全国版救急受診アプリ「Ｑ助」について、各消
防本部と連携しポスター及びチラシによる普及啓発を
図った。

・ホームページへの掲載などにより普及啓発に努め
る。

危機
管理
部

消防
保安
課

・ふくしま医療情報ネットにおいて、休日や夜間に比
較的軽症の患者を診察する医療機関を音声案内する救
急医療情報案内サービスを提供した。

・引き続き、ふくしま医療情報ネットにおいて左記
サービスを継続して提供する。

保健
福祉
部

地域
医療
課

4

救急車や救急医療機関の不要・
不急の利用の増加が、救急医療
現場を圧迫していることから、
一般社団法人福島県医師会や市
町村等関係機関との連携の下、
県民に対して救急医療への正し
い理解と、適正な利用を促しま
す。



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　6-1-5 小児救急に関する情報提供

5

小児救急に関する電話相談体制
（♯８０００（ｼｬｰﾌﾟﾊｯｾﾝ））を
構築し、保護者からの相談を受
け、小児が夜間に急変した場合
の処置方法や医療機関等に関す
る情報提供を行います。

・夜間に急変した小児を持つ保護者に対し、必要な相
談及び医療機関の情報提供を行い、小児科医の負担軽
減を図った。

・今度とも体制を整備し、夜間に急変した小児を持つ
保護者に対し、必要な相談及び医療機関の情報提供を
行い、小児科医の負担軽減を図る。

保健
福祉
部

地域
医療
課

　6-1-6 難病への理解促進と支援体制の充実

6

保健福祉事務所や難病相談支援
センターにおける相談機能の充
実を図るとともに、難病患者・
家族会等との連携により、難病
に対する理解促進と地域におけ
る支援体制の整備を図ります。

・難病患者在宅療養者支援体制整備事業
　　難病患者地域支援連絡会議の開催：７回
　　　　　　　　　　　　　　　　　　(参加者157名)
　　難病患者在宅ケア調整会議の実施：延49件
　　訪問指導件数：延335件
　　電話相談件数：延10,020件
　　面接相談件数：延18,215件
　　医療相談会の開催：25回　(参加者　延べ1,072名)
　　訪問診療の実施：7件
・難病相談支援センター事業
    難病医療相談会・交流会の開催：１回(参加者31名)
　　難病医療・就労支援セミナーの開催：１回
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(参加者45名)
　　難病研修会の開催：１回(参加者71名)
　　ﾋﾟｱｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ事業の開催：２０回(参加者10名)

・平成30年度も継続して以下の事業を実施し、難病に対
する理解促進と地域における支援体制の整備を図ってい
きます。
  ・難病患者在宅療養者支援体制整備事業
　　　難病患者地域支援連絡会議を各保健福祉事務所で
　　　実施。
　　　難病患者在宅ケア調整会議を実施（随時）。
　　　訪問指導・電話相談・面接相談・訪問診療の実施
　　　（随時）
　　　医療相談会をを各保健福祉事務所・保健所で実
　　　施。
　・難病相談支援センター事業
　　　難病医療相談会・交流会の開催：１回
　　　難病医療・就労支援セミナーの開催：１回
　　　難病研修会の開催：１回
　　　ﾋﾟｱｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ事業の開催：２０回

保健
福祉
部

健康
増進
課

(2) 献血等医療提供に関する県民参加の促進
　6-2-1 献血運動の普及啓発

7

県民の安全と安心を守るために
は献血者の安定的な確保が必要
であることから、県民に対する
献血運動の普及啓発を継続して
実施します。特に複数回献血者
の確保や減少が著しい若年層を
対象とした施策を重点的に展開
します。

・愛の血液助け合い運動（７月）
　　・街頭キャンペーンの実施（１３市）
　　・ポスター（６８０枚）の配付
　　・ラジオによる広報（２回）
・はたちの献血キャンペーン（１～２月）
　　・ポスター（１，５９０枚）の配布
　　・ラジオによる広報（１回）
・県民を対象とした献血出前講座
　　・実施回数：２２回
　　・参加者数：１，６３０名

・愛の血液助け合い運動を実施する。
・はたちの献血キャンペーンを実施する。
・県民を対象とした献血出前講座の実施する。

保健
福祉
部

薬務
課
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　6-2-2 骨髄バンクやアイバンクドナー登録の促進

8

広く県民に対して、白血病など
の血液難病患者を救う骨髄バン
ク事業への理解を促し、骨髄バ
ンクドナー登録の促進を図りま
す。また、角膜や腎臓などの臓
器移植の大切さを啓発し、アイ
バンクや腎臓提供者の登録の促
進を図ります。

・年間６４回のドナー登録会を実施し、４５８名の登
録をいただいた。

・県内各地でﾄﾞﾅｰ登録会を実施し、ﾄﾞﾅｰ登録の促進お
よびアイバンクや腎臓提供者の促進を図る。

保健
福祉
部

地域
医療
課

　6-2-3 臓器移植に関する県民等の意識向上

9

臓器移植コーディネーターの設
置等により、臓器移植の円滑な
実施と臓器移植に関する県民及
び医療機関の意識向上を図り、
患者が適正かつ公平に臓器移植
を受けることができる環境を整
備します。

・臓器移植コーディネーターにより、必要な医学的情
報収集、院内体制の確認を行い、日本臓器移植ネット
ワークと連携しながら、提供された臓器と、移植を受
けたい方との間のマッチングに繋げ、円滑な臓器移植
実施ができた。

・臓臓器移植の円滑な実施と臓器移植に関する県民及
び医療機関の意識向上を図り、患者が適正かつ公平に
臓器移植を受けることができる環境を整備する。

保健
福祉
部

地域
医療
課

(3) 市町村及び医療関係団体との連携の強化

　6-3-1 関係機関連携による献血の促進

10

目標献血量を確保するため、市
町村や血液センター、県が事業
所を訪問して、献血に関する理
解と協力を依頼します。特に顕
著な協力のあった事業所に対し
ては、事業所を訪問して感謝の
意を表明するとともに、継続要
請を行います。

・県内事業所を訪問し献血への協力を依頼した。
・特に顕著な協力のあった団体に対し、知事感謝状を
贈呈した。・１２団体に贈呈

・県内の事業所を訪問し、献血への協力を依頼する。
・特に顕著な協力のあった団体に対し知事感謝状を贈
呈する。

保健
福祉
部

薬務
課

　6-3-2 市町村との連携強化

11

心の病気の早期対応を図るた
め、保健福祉事務所や精神保健
福祉センターにおいて精神科医
師による相談を強化するととも
に、市町村における心の健康づ
くり推進のため、研修による人
材育成や事業への協力支援を行
い、連携を強化します。

・心の病気の早期対応を図るため、各保健福祉事務所
において「心の健康相談」や「アルコール相談会」を
実施し、精神科医師による相談を強化した。
・また、市町村における心の健康づくり推進のため、
精神保健福祉センターにおいて担当者会議（１回・６
３名）や研修（ゲートキーパー研修２０回・１，４５
４名等）を開催したほか、市町村自殺対策推進行動計
画策定に向け協力支援を行った。

・今後とも、心の病気の早期対応を図るため、各保健
福祉事務所において「心の健康相談」や「アルコール
相談会」を実施する。
・また、市町村における心の健康づくり推進のため、
精神保健福祉センターにおいて担当者会議や研修を開
催するほか、市町村自殺対策推進行動計画策定に向け
協力支援を行う。

保健
福祉
部

障が
い福
祉課



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

(4) 東日本大震災・原子力災害の影響を踏まえた健康管理

　6-4-1 放射線の影響に対する健康管理

12

県民健康調査において、県民の
理解を得ながら、基本調査によ
る外部被ばく線量推計を行うほ
か、甲状腺検査や健康診査、
ホールボディカウンターによる
内部被ばく検査などを引き続き
実施し、長期にわたり県民の健
康を見守ります。
また、放射線による健康への影
響等について、県民等への正し
く分かりやすい情報の提供等を
すすめるため、「甲状腺検査」
出張説明会を開催するなど、リ
スクコミュニケーションの環境
整備に取り組みます。

・基本調査、甲状腺検査、健康診査、こころの健康
度・生活習慣に関する調査の県民健康調査各調査を引
き続き実施した。甲状腺検査については本格検査（検
査３回目）を実施するとともに、甲状腺検査出張説明
会（保護者や教員等対象）や出前授業（児童生徒対
象）を開催するなどの啓発活動を実施した。また、
ホールボディカウンターによる内部被ばく検査につい
ても継続して実施した。
・また、放射線による健康への影響等について、自治
体職員等に対する研修会を環境省と共催で実施し（６
回、参加人数合計１４１名）、正確な情報の普及啓発
を行った。

・継続して県民健康調査の各調査を実施する。ホール
ボディカウンターによる内部被ばく検査も引き続き実
施すると共に研修会等を通して正確な情報の普及啓発
活動を行う。

保健
福祉
部

県民
健康
調査
課

　6-4-2 被災者の心のケア

・協働による地域の福祉力向上を目的に講演会を開催
し、地域の支え合い活動の意味や自分たちができるこ
とを考える機会を設けた。

・昨年度同様、地域福祉向上を目的とした講演会を実
施する。
・県内の市町村社協等と継続的に関わりながらネット
ワーク構築を支援し、地域全体の福祉力向上につなげ
る。

社会
福祉
課

・ふくしま心のケアセンターを県内５カ所設置。12月
からはふたば出張所を新たに開所（計６カ所）し、訪
問活動や支援者への研修会等を実施した。
また、県外避難者に対しても、10都道府県の団体へ委
託し、心のケアを実施した。

・ふくしま心のケアセンターを県内６カ所設置し、訪
問活動や支援者への研修会等を実施する。
また、県外避難者に対しても10都道府県の団体に引き
続き委託するとともに、全国で訪問による県外避難者
に対しても心のケアを実施する。

障が
い福
祉課

・緊急スクールカウンセラー派遣事業
　東日本大震災により被災した幼児児童生徒等の心の
ケア、教職員・保護者等への助言・援助等を行うた
め、私立学校へスクールカウンセラーの派遣を行っ
た。
【２９年度実績　派遣先：５２校・園　派遣回数：延
べ７６９回】

・緊急スクールカウンセラー派遣事業
　東日本大震災により被災した幼児児童生徒等の心の
ケア、教職員・保護者等への助言・援助等を行うた
め、私立学校へスクールカウンセラーの派遣を行う。

総務
部

私学
法人
課

保健
福祉
部

13

民間ボランティアのネットワー
クの活動や協働などにより、被
災者の心的ストレスの解消を図
ります。
また、ふくしま心のケアセン
ターを設置し、訪問活動や市町
村等と連携したきめ細かな支援
などにより、被災者の心のケア
の推進を図ります。
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　6-4-3 子どもたちの体力向上に関する取組の充実

14

個人の健康等に関する情報を一
元管理できる自分手帳を活かし
た健康づくりを推進していくと
ともに、体育の授業等に専門ア
ドバイザーを派遣し、運動能力
の向上や食育等による健康増進
を図ります。

・自分手帳を新小学4年生にへ配布、元気キッズサ
ポーターの学校派遣を7地域で、元気わくわく遊びの
楽校を１回実施するほか、小学校体育専門アドバイ
ザーを10名雇用、運動部活動への外部専門指導員を中
学校28名、高校39名派遣、及び食育専門家を延べ228
名派遣した。

・ふくしまっ子体力向上プロジェクト（自分手帳、専
門アドバイザーの派遣、なわとびコンテスト、学校に
おける肥満解消ガイドライン、ふくしまっ子児童期運
動指針等）で現在の回復基調を軌道に乗せていく取り
組みを実施する。

教育
庁

健康
教育
課



７　食品の安全確保の推進
じ

No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

(1) 安全な食品を提供するための自主的な取組の促進と監視・指導の強化

　7-1-1 安全な農林水産物の生産と供給

・きのこ生産者に対して、福島県安心きのこ栽培マ
ニュアルに基づいた生産を行うよう指導を行った。
（1,778回）

・きのこ生産者に対して、福島県安心きのこ栽培マ
ニュアルに基づいた生産を行うよう指導を行うことに
より、安全な栽培きのこの供給に資する。ＧＡＰ認証
取得数の増加、取得面積の拡大

林業
振興
課

・生産者に対して、家畜の飼養管理、自給飼料の栽培
管理、飼養衛生管理基準や各種疾病対策等についての
巡回指導等を実施した。
・生産者や生産団体等を対象に、飼料用米生産・利用
やGAP等の研修会を実施した。
・県酪農青年研究連盟が実施する生産技術に関する研
修会の開催経費に対して助成金を交付した。（1件）
・公益社団法人福島県畜産振興協会が実施する畜産農
家等への経営・生産技術の高度化の促進に係る経費に
対して助成金を交付した。（1件）

・生産者に対して、家畜の飼養管理、自給飼料の栽培
管理、飼養衛生管理基準や各種疾病対策等についての
巡回指導等を実施する。
・生産者や生産団体等を対象に、飼料用米生産・利用
やGAP等の研修会を実施する。
・県酪農青年研究連盟が実施する生産技術に関する研
修会の開催経費に対して助成金を交付する。
・公益社団法人福島県畜産振興協会が実施する畜産農
家等への経営・生産技術の高度化の促進に係る経費に
対して助成金を交付する。

畜産
課

・ＧＡＰ認証取得数　62件、取得面積　532ha
エコファーマー推進研修会3回開催(参加者210名）、
エコファーマー認定件数12,367

・エコファーマース認定審査会・推進研修会の開催
　ＧＡＰ認証取得数の増加、取得面積の拡大
・エコファーマース認定審査会・推進研修会の開催

環境
保全
農業
課

　7-1-2 安全な食品の製造加工

2

安全な食品の製造加工のため
に、衛生管理等に関する技術の
普及を図り、製造加工者の自主
的な取組を促進します。

・国のHACCP承認を受けている牛乳、乳製品、食肉製
品などを製造する施設に対する監視指導を行い、
HACCPによる衛生管理が正しく機能しているか専門的
な監視・指導を定期的に実施した。
（実績）　HACCP承認施設：9施設13業種　延べ監視
数：124回

・衛生管理の国際標準となっているHACCPについて、
本県産加工食品の安全性向上及び製造加工施設の信頼
確保を図るため、国の承認施設だけでなく全ての食品
等関連施設に対する個別指導及び研修会等を開催し、
HACCPの導入推進を図る。

保健
福祉
部

食品
生活
衛生
課

1

生産者自ら実施する栽培管理や
衛生管理等に関する技術の普及
を図り、生産者の自主的な取組
を促進して、安全な農林水産物
の生産と供給を図ります。

農林
水産
部
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　7-1-3 生産段階における監視・指導の強化

・生産者に対して、家畜の飼養管理、自給飼料の栽培
管理、飼養衛生管理基準や各種疾病対策等についての
巡回指導等を実施した。
・飼料製造業者・販売業者等に対して、立入調査及び
収去等を実施した。（42件）
・動物用医薬品の販売業者に対して、立入検査等を実
施した。（106件）
・獣医師に対して、適正な動物用医薬品使用のための
情報提供等を行った。

・生産者に対して、家畜の飼養管理、自給飼料の栽培
管理、飼養衛生管理基準や各種疾病対策等についての
巡回指導等を実施する。
・飼料製造業者・販売業者等に対して、立入調査及び
収去等を実施する。
・動物用医薬品の販売業者に対して、立入検査等を実
施する。
・獣医師に対して、適正な動物用医薬品使用のための
情報提供等を行う。

畜産
課

・養殖水産物の安全を確保するために、内水面水産試
験場実施の講習会・巡回指導を通じて、県内養殖業者
に対して、水産用医薬品等が適正に使用されるよう指
導を行った（巡回指導：36回、魚病診断：10回、講習
会；1回・７名参加）。
・生産段階での貝類（ムラサキイガイ）の安全性を確
保するため麻痺性・下痢性貝毒の検査（4～7月、2･3
月に11回）を実施し、毒化貝類の出荷を防止した（規
準値超過なし）。
・安全な水産物を出荷するため、産地市場関係者に対
して、衛生管理に関する情報提供を行った　（3月
に、小名浜魚市場の買受人等に対して、衛生管理説明
会「HACCP認証の義務化法案が本国会に」を開催・１
４名参加）。

・養殖水産物の安全を確保するために、 内水面水産
試験場実施の講習会・巡回指導を通じて、県内養殖業
者に対し水産用医薬品等の使用が適正にされるよう指
導を行う。
・生産段階での貝類の安全性を確保するため貝毒の検
査を実施し、毒化貝類の出荷を防止する。
・安全な水産物を出荷するため、産地市場関係者に対
して様々な機会を利用し、衛生管理の徹底を図る。

水産
課

・県農薬適正使用推進会議1回開催、各地方農薬適正
使用推進会議7地方計8回開催した。
・農薬危害防止講習会2回（参加者366名）開催した。
・農薬適正使用推進のラジオ放送を１回行った。
・各地域における研修会等での農薬適正使用推進実施
状況は実施回数2573回、参加人数40975人

・農薬適正使用推進会議（県、地方）を開催する。
・農薬危害防止講習会を開催する。
・農薬適正使用推進のラジオ放送を行う。
・各地域における研修会等での農薬適正使用推進を行
う。

環境
保全
農業
課

3

生産者に対して、農薬等の適正
使用に関する助言指導など、安
全な農林水産物の生産に向けた
安全管理の指導を強化します。

農林
水産
部



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　7-1-4 製造・加工段階における監視・指導の強化

4

食品の製造・加工施設及び大規
模調理施設等に対する監視・指
導を強化し、不良食品や食中毒
防止対策の徹底を図ります。

・平成29年度食品衛生監視指導計画に基づき、これま
でに不良食品の発生が多い業種や施設への重点的な監
視指導を行った。不良食品発生時には原因の究明及び
製品の自主回収や再発防止について指導を行い、食中
毒発生時には被害の拡大防止のため迅速な措置を講じ
るとともに、再発防止について指導した。
（実績）
・食品製造施設数：9,327施設　延べ監視数：7,070回
・食品製造施設における不良食品発生件数　29件
　→　不良理由【表示違反17、異物混入7、規格基準
　　違反4、その他1】

・平成30年度食品衛生監視指導計画に基づき、これま
での違反事例により判明した原因について、業種別、
食品別に分析した結果をもとに、重点的な監視指導を
実施していく。

保健
福祉
部

食品
生活
衛生
課

　7-1-5 流通・販売段階における監視・指導の強化

・食品市場や大型小売店等に対し適正表示や衛生的な
管理について監視指導を実施した。
【実績】市場・大型小売店等の施設数：1,336施設
延べ監視数：2,592回

・平成30年度食品衛生監視指導計画に基づき、これま
での違反事例により判明した原因について、業種別、
食品別に分析した結果をもとに、重点的な監視指導を
実施していく。

保健
福祉
部

食品
生活
衛生
課

・卸売市場法に基づき、卸売市場の業務状況等を把握
し、業務運営の適正化を図るため、県内の卸売市場５
カ所に対し、検査を実施した。

・卸売市場の適切な管理を図るため、市場（複数カ
所）に対して検査を実施する。

農産
物流
通課

・流通過程における適正な表示を確保するための、生
鮮食品の表示状況調査を県内６市場を対象に実施。

・市場調査を継続して実施する。

環境
保全
農業
課

　7-1-6 輸入食品に対する監視・指導の強化

6

輸入食品の流通状況等の正確な
情報収集を実施するとともに、
輸入食品の流通・ 販売施設及び
輸入食品を原料とする食品製造
施設等の監視・指導を強化しま
す。

・食品市場や大型小売店に対し、輸入食品の表示や衛
生的な管理について監視指導を実施した。
【実績】
・市場・大型小売店の施設数：462施設　延べ監視
数：2,015回
・輸入食品での不良食品発生件数：0件

・平成30年度食品衛生監視指導計画に基づき、これま
での違反事例により判明した原因について、業種別、
食品別に分析した結果をもとに、重点的な監視指導を
実施していく。

保健
福祉
部

食品
生活
衛生
課

5

卸売市場に対する検査を通じて
指導を行うとともに、大規模小
売店等の食品販売施設における
監視・指導を強化し、食品の衛
生管理の徹底を図ります。 農林

水産
部
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　7-1-7 食品表示の適正化の推進

・景品表示法で、食品関係で８件対応し、３件注意
（口頭）した。

・随時、県民や関係機関に景品表示法に関する情報提
供を行う。また、県民や事業者からの相談等に対応
し、法違反の疑いがある案件については必要な調査を
行う。

生活
環境
部

消費
生活
課

・食品製造施設、食品市場や大型小売店及び弁当屋な
どの施設を対象に、食品の適正表示について監視指導
を実施した。
【実績】
・食品製造施設、食品調理・販売施設等数：11,002施
設
・監視数：9,901施設
・不適正表示の発生件数：26件　【主な内容；期限表示
の誤記載、アレルゲンや添加物の不記載など】

・平成30年度食品衛生監視指導計画に基づき、これま
での違反事例により判明した原因について、業種別、
食品別に分析した結果をもとに、重点的な監視指導を
実施していく。

保健
福祉
部

食品
生活
衛生
課

・生鮮食品241件の食品表示の確認検査を実施。
・生鮮食品の適正表示率　92.9％。
・研修会の開催及び外部からの依頼に基づく説明の実
施により新しい制度を説明。

・生産、製造・加工及び流通販売施設を対象とした食
品表示の確認検査の継続実施。
・研修会の開催等による食品表示法の周知徹底。

農林
水産
部

環境
保全
農業
課

　7-1-8 食の安全を確保するための検査体制の充実

・学校給食用食材や学校給食1食分の放射性物質検査
を実施した。（検査検体数　３，５９０検体）

・県立学校及び希望する市町村において、学校給食調
理場で提供した学校給食1食分に含まれる放射性物質
の検査を継続して取り組む。

教育
庁

健康
教育
課

・平成29年度食品衛生監視指導計画に基づき、計画的
に実施した。
なお、検査した項目と件数は以下のとおり。
【実績】
・病原微生物・有害化学物質検査　　77件
・畜水産食品中の抗生物質検査　　　55件
・農産物等の残留農薬　　　　　　　　119件
・食品添加物の検査　　　　　　　　　 661件
・腸管出血性大腸菌の検査　　　　　281件
・遺伝子組換え食品の検査　　　　　  10件
・食肉衛生検査　　豚牛馬等　225，702件
　　　　　　　　　食鳥　4,900,242件

・平成30年度食品衛生指導監視計画に基づき、計画的
な各種検査を実施する。

食品
生活
衛生
課

・県内検査機関を対象に精度管理事業を実施した。
参加機関数：延べ７２機関

・県内検査機関を対象に精度管理事業を実施する。
薬務
課

保健
福祉
部

7

生産、製造・加工及び流通販売
施設での食品表示の確認検査等
を実施し、関係法令に基づいた
適正な表示の指導を強化しま
す。
また、研修会の開催や啓発資料
等の配布により、平成27年４月
から施行された食品表示法の周
知徹底を図ります。

8

食品検査施設等における検査の
精度管理の徹底を図るととも
に、生産、製造・加工、流通・
販売段階及び学校や社会福祉施
設における消費段階において、
幅広く食品の検査を行い、違反
食品の排除を図るなど、食品の
安全性を確保します。



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　7-1-9 食品の安全に関する調査研究の推進

9
食品の安全確保に向けた技術開
発、調査研究等の推進を図りま
す。

・放射性物質に関する試験研究に取り組み、その結果
得られた36成果を「放射線関連支援技術情報」に取り
まとめ、ホームページへの掲載、農業者や関係機関・
団体職員を対象とした説明会を（4回、285名）開催
し、情報提供を行った。

・農業・林業・水産業それぞれの分野の試験研究機関
が、放射性物質の除去技術や吸収抑制技術の開発等を
行い、得られた知見や情報、対策技術を農林漁業者や
関係機関・団体等へ提供します。

農林
水産
部

農業
振興
課

(2) 食の安全に関する情報共有とリスクコミュニケーションの促進

　7-2-1 食の安全に関する情報の共有と普及啓発の推進

・食と放射能に関する説明会を75回開催した。参加者
計2617名。
・食の安全・安心アカデミーシンポジウムを郡山市と
南相馬市で開催した。参加者計575名。

・食と放射能に関する説明会を75回以上開催する。
・食の安全・安心アカデミーシンポジウムを中通りと
浜通りで開催する。

生活
環境
部

消費
生活
課

・保健所において、食品等関係施設の営業者や従事者
等を対象に講習会を実施し、食品による事故の未然防
止に関する知識の普及を行った。また、新聞、テレ
ビ、ラジオ等を通じて食中毒予防に関する啓発を行っ
た。
(実績)
・講習会の実績
　食品等関係施設：318回、11,735人
　食品衛生責任者養成（再教育）：95回、3,353人
　消費者：47回、1,303人
　その他：19回、　989人
　合計　　479回、17,380人
　うち、出前講座（一般消費者等）：192回、6,095人
・新聞、テレビ、ラジオ等による広報（食中毒予防に
関するもの）：5回

・食品等事業者にとって役立つ情報の収集や、消費者
の求める情報の把握に努め、引き続き、各種広報媒体
による啓発及び積極的な講習会の実施を行う。

保健
福祉
部

食品
生活
衛生
課

・野生きのこ・山菜に関する出荷制限情報や食中毒防
止の広報を県政広報テレビ、ＣＭ、ラジオ及び定期刊
行物（林業福島）で行うとともに、農林事務所広報誌
やホームページへ掲載して周知を行った。

・各種広告媒体を活用して、野生きのこ・山菜に関す
る出荷制限情報等の周知を図り、食の安全に関する普
及啓発を行う。

林業
振興
課

・「食の祭典『おいしい　ふくしま　いただきます』
フェスティバル」の開催やイベントへの出展を通し
て、食の安全や検査結果と周知するとともに、ホーム
ページやメールマガジン、各種SNSを活用した情報発
信を行った。

・イベントへの出展や、ホームページの更新、メール
マガジンや各種SNSを活用した情報発信を通して、食
の安全や検査結果等の周知を行う。

農林
企画
課

10

食品による健康被害の情報や食
の安全に関する検査の結果など
の情報について、各種広報媒体
を活用して県民へ周知するとと
もに、消費者及び事業者に対し
て食の安全に関わる講習会等を
実施して、普及啓発を推進しま
す。

農林
水産
部
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　7-2-2 食の安全に関するリスクコミュニケーションの促進

・各方部別で食品衛生懇談会を開催し、消費者、事業
者及び行政の立場から食の安全・安心について意見交
換会を実施した。
(実績)開催回数：5回　、参加人数：消費者29名、事
業者27名

・引き続き、8月の食品衛生月間の期間中に各保健所
単位で意見交換会を実施していく。

保健
福祉
部

食品
生活
衛生
課

・「ふくしまから　はじめよう。『食』と『ふるさ
と』新生運動地方推進本部」において、生産者や流通
業者、消費者等を参集した意見交換会を県内７地方で
開催した。

・「ふくしまから　はじめよう。『食』と『ふるさ
と』新生運動地方推進本部」において、生産者や流通
業者、消費者等を参集した意見交換会を県内７地方で
開催する。

農林
水産
部

農林
企画
課

　7-2-3 食の安全に関する県民の意見の施策への反映

12

食の安全・安心は、行政による
施策の実施だけでは達成できな
いことから、広く県民の意見を
施策に反映させるため、ふくし
ま食の安全安心推進懇談会や県
民からの意見提案など、県民の
ニーズの把握に努めます。

・食品安全確保対策の実効性ある推進を図るため、ふ
くしま食の安全・安心対策プログラム等に関して懇談
会委員（13名）との情報及び意見の交換を行った。
(実績)開催回数：1回

・生産から流通、消費に至る食品の安全確保に関する
情報及び意見の交換、検討を行い相互理解を図る懇談
会を実施し、食の安全・安心の確保を推進するための
施策へ反映させる。

保健
福祉
部

食品
生活
衛生
課

　7-2-4 食育の推進

13

県民一人一人が、自らの「食」
を見直し、望ましい食生活を実
践し、生涯にわたる健康の保持
増進と豊かな人間性をはぐくむ
ことができるように、家庭、学
校、地域が一体となって食育を
推進するとともに、健康に配慮
した食事を提供する施設の増加
等、食環境整備を推進します。
特に学校においては、栄養教諭
や食育推進コーディネーターを
中心とした食育の推進体制を整
備するほか、食育実践サポー
ターの派遣等により子どもたち
の学ぶ機会を推進します。

・食育指導者研修会を4月に、食環境を考える会を3地
域で、指導者向け作物栽培研修を8月に実施した。
小・中学生を対象としたごはんコンテストを行い１
３，６０５件の応募があった。朝食について見直そう
週間運動を6月及び11月に実施し、朝食摂取率が、９
６．５％（１１月）であった。

・食育の指導者育成・派遣事業（指導者研修会、栄養
教諭の小・中学校訪問、高校生ための栄養教室）及び
「食」体験・交流事業（ごはんコンテスト、食育推進
優秀校に対する表彰）で、子どもたちの食に関する意
識を高めるとともに、食習慣の改善を図る取り組みを
実施する。

教育
庁

健康
教育
課

11

食の安全・安心について、行
政、食品関連事業者及び消費者
の相互理解を図るため、情報及
び意見の交換（リスクコミュニ
ケーション）を行います。



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

・子どもの食を考える地域ネットワーク会議
　　震災後の子ども達の食関連の健康課題について、
関係機関で対策を検討した。
　　(実施回数)６回　延べ参加人数：１３１名
・保育所等を対象とした食の指導者育成研修会
　　震災後の子ども達の健康課題に対応するため、食
育の観点から指導者を育成した。
　　(実施回数)６回　延べ参加人数３３６名
・地域の子育て食環境支援事業
　　福島県栄養士会に業務委託し、子育て関係機関等
における栄養・食生活指導を行い、子どもの発育・発
達段階に応じた望ましい食習慣の定着と、円滑な地域
の栄養指導体制の充実を図った。
　個別指導 実施回数：１５回 支援延べ人数：５３５名
　集団指導 実施回数：５９回 支援延べ人数：３１７９名

・平成３０年度も継続して次の事業を行う。
・地域で課題及び対策について共通認識を持ち、ネッ
トワーク体制が再構築されてきたため、肥満傾向児の
割合の減少等、健康課題の改善に向けて取り組む。な
お、平成３０年度は、日常的かつ健康的な食生活に重
点を置き、事業を実施する。
　子どもの食を考える地域ネットワーク会議
　保育所等を対象とした食の指導者育成研修会
　地域の子育て食環境支援事業

保健
福祉
部

健康
増進
課

農林
水産
部

農産
物流
通課

・食育実践サポーターとして平成２９年度末で１９８
名登録、子どもの食育に係る事業や研修会等にのべ49
人派遣した。
・ふるさとの農林漁業体験支援事業として、８団体１
１事業の食育に関する体験委託事業を実施した。

・食育実践サポーター派遣事業を実施する。
・ふるさとの農林漁業体験支援事業として、食育に関
する体験委託事業を実施する。

13

県民一人一人が、自らの「食」
を見直し、望ましい食生活を実
践し、生涯にわたる健康の保持
増進と豊かな人間性をはぐくむ
ことができるように、家庭、学
校、地域が一体となって食育を
推進するとともに、健康に配慮
した食事を提供する施設の増加
等、食環境整備を推進します。
特に学校においては、栄養教諭
や食育推進コーディネーターを
中心とした食育の推進体制を整
備するほか、食育実践サポー
ターの派遣等により子どもたち
の学ぶ機会を推進します。
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

(3) 国、市町村その他の関係機関等との連携の強化

　7-3-1 関係機関の連携強化

・食品安全相談員を中心に食品に関する相談を407件
受け付け、迅速な対応と正確な情報提供に努めた。

・食品安全相談員を中心に食品に関する相談を受け付
け、迅速な対応と正確な情報提供に努める。

生活
環境
部

消費
生活
課

・県関係課及び中核市との連携を図るためふくしま食
の安全・安心推進会議を開催し、具体的行動計画であ
るふくしま食の安全・安心対策プログラムの当年度の
成果と次年度計画について報告した。
・なお、関係課及び出先機関とが連携することを目的
に設置した「食品安全１１０番」については、消費者
等から11件の苦情・相談を受け付け対応した。

・ふくしま食の安全・安心対策プログラム（第3期）
が今年度からスタートすることから、各課等が実施す
る事業の進行管理を行い、目標達成に向けた各種事業
の推進と連携強化を図っていく。

保健
福祉
部

食品
生活
衛生
課

・食品に関する苦情・相談に随時対応した。（58回） ・食品表示に関する苦情・相談への丁寧な対応を行
う。 農林

水産
部

環境
保全
農業
課

　7-3-2 国、市町村その他の関係機関との連携

15

国、市町村その他の関係機関と
連携し、積極的に情報収集、意
見交換等を行うとともに迅速な
危機管理対応の強化に努めま
す。

・国や他自治体との情報共有を密に行い、健康被害に
関する情報の把握に努め、被害の拡大防止を図った。

・引き続き、国や他自治体、関係機関等との情報共有
に努め、迅速な危機管理対応に努める。

保健
福祉
部

食品
生活
衛生
課

14

県民の健康を保護し、庁内関係
部局及び県内関係自治体相互の
連携を図り、食の安全・安心の
確保を推進するため「ふくしま
食の安全・安心推進会議」を設
置して、食の安全・安心に関す
る施策の策定や進行管理及び普
及啓発などを実施します。ま
た、食品に関する苦情や相談等
を受け付け、迅速な対応と正確
な情報の提供に努めます。



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

(4) 食品中の放射性物質対策への取組

　7-4-1 安全な食品の生産に向けた放射性物質対策

・平成29年度食品衛生監視指導計画に基づき、これま
でに不良食品の発生が多い業種施設を重点的に監視指
導を行った。（監視対象施設数：67,242、監視施設
数：31,537）
なお、放射性物質の基準値を超過する食品は確認され
なかった。

・引き続き、平成30年度食品衛生監視指導計画に基づ
き、計画的な検査の実施に努め、違反品の流通防止を
図る。

保健
福祉
部

食品
生活
衛生
課

・きのこ生産者に対して、福島県安心きのこ栽培マ
ニュアルに基づいた生産を行うよう指導を行いまし
た。（1,778回）

・きのこ生産者に対して、福島県安心きのこ栽培マ
ニュアルに基づいた生産を行うよう指導を行うことに
より、安全な栽培きのこの供給に資する。

林業
振興
課

・「ふくしま　新発売。」サイト及び「福島県農林水
産物・加工食品モニタリング情報」サイトを通し、モ
ニタリング検査結果の情報提供を行った。

・「福島県農林水産物・加工食品モニタリング情報」
サイトを通し、モニタリング検査結果の情報提供を行
う。

農産
物流
通課

・生産者に対して放射性物質対策（家畜の飼養管理、
自給飼料の栽培管理等）についての巡回指導等を実施
した。
・年に１回、生産者（牛飼養農家）に対して立入調査
を実施し、適正な飼養状況であるか確認を行った。

・生産者に対して放射性物質対策（家畜の飼養管理、
自給飼料の栽培管理等）についての巡回指導等を実施
する。
・年に１回、生産者（牛飼養農家）に対して立入調査
を実施し、適正な飼養状況であるか確認を行う。

畜産
課

　7-4-2 食品中の放射性物質検査と測定結果の情報発信

17

食の安全・安心を確保するた
め、生産、製造・加工、流通、
消費の各段階において食品中の
放射性物質の検査を積極的に実
施して、安全な食品の出荷、流
通等を図るとともに、測定結果
を迅速に情報発信して県民の健
康保護に努めます。

・県立学校及び希望する市町村において、学校給食調
理場で提供した学校給食1食分に含まれる放射性物質
検査を実施した結果を県ホームページで公表した。
（検出件数、０件）

・県立学校及び希望する市町村において、学校給食調
理場で提供した学校給食1食分に含まれる放射性物質
検査を継続して県ホームページで公表する。

教育
庁

健康
教育
課

農林
水産
部

16

食品の安全性を確保するため、
生産者や製造加工者自らが放射
性物質に関する理解を深め、自
主的に取り組むことが必要であ
ることから、放射性物質対策を
含めた農林水産物の栽培管理に
関する技術の普及、指導や加工
食品の製造・加工工程における
安全管理に関する監視、指導を
行い、安全な食品の生産と供給
に努めます。
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

・県内の食品加工業者が製造する加工食品の自主検査
を支援するため、ハイテクプラザおよびハイテクプラ
ザ会津若松技術支援センターにて無料で放射性物質検
査を実施しました。
　　　測定件数1,960件（基準値超過件数　０件）
・県内10商工会議所と26商工会に簡易放射性物質検査
装置を配置し、県内食品加工業者のための全県的な放
射性物質スクリーニング検査体制を構築した。
　　　測定件数：2,044件(基準値超過件数　０件）

・県内の食品加工業者が製造する加工食品の自主検査
を支援するため、ハイテクプラザおよびハイテクプラ
ザ会津若松技術支援センターにて無料で放射性物質検
査を実施します。
・県内10商工会議所と26商工会に簡易放射性物質検査
装置を配置し、県内食品加工業者のための全県的な放
射性物質スクリーニング検査体制を構築します。

商工
労働
部

産業
創出
課

・県や市町村において、住民の身近な場所に設置した
放射能物質測定検査機器（簡易測定器）により自家消
費野菜、山菜、きのこ類などの検査を行い、その結果
を公表した。（実施件数50,088件）

・県や市町村において、住民の身近な場所に設置した
放射能物質測定検査機器（簡易測定器）により自家消
費野菜、山菜、きのこ類などの検査を行い、その結果
を公表する。

生活
環境
部

消費
生活
課

・平成29年度食品衛生監視指導計画に基づき検査を実
施し、検査結果をホームページで公表した。なお、基
準値を超過した食品は確認されなかった。
（実績）検査検体数：3,611検体

・平成30年度食品衛生監視指導計画に基づき、計画的
な検査を実施し、検査結果をホームページに公開す
る。なお、基準値を超過する食品の流通が判明した場
合は、迅速な調査を実施し、違反食品の流通拡大防止
のための措置を講じる。

食品
生活
衛生
課

・児童養護施設等給食検査体制整備事業
　　実施施設　１３施設
・保育所等給食検査体制整備事業
　　補助対象市町村数　３８市町村
・障がい児施設等給食検査体制整備事業
　　実施施設　８施設

・児童養護施設等給食検査体制整備事業
　　実施施設　１３施設予定
・保育所等給食検査体制整備事業
　　補助対象市町村数　３７市町村予定
・障がい児施設等給食検査体制整備事業
　　実施施設　８施設予定

こど
も・
青少
年政
策課

・栽培きのこ、野生きのこ・山菜、樹実類等63品目
1702件のモニタリング検査を実施した。

・栽培きのこ、野生きのこ・山菜、樹実類等のモニタ
リング検査を実施する。
・「福島県農林水産物・加工食品モニタリング情報」
サイトを通し、モニタリング検査結果の情報提供を行
う。

林業
振興
課

・「ふくしま　新発売。」サイト及び「福島県農林水
産物・加工食品モニタリング情報」サイトを通し、モ
ニタリング検査結果の情報提供を行った。

・「福島県農林水産物・加工食品モニタリング情報」
サイトを通し、モニタリング検査結果の情報提供を行
う。

農産
物流
通課

17

食の安全・安心を確保するた
め、生産、製造・加工、流通、
消費の各段階において食品中の
放射性物質の検査を積極的に実
施して、安全な食品の出荷、流
通等を図るとともに、測定結果
を迅速に情報発信して県民の健
康保護に努めます。

保健
福祉
部

農林
水産
部



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

・食肉（牛肉・豚肉・鶏肉・馬肉）・鶏卵・原乳・は
ちみつ・飼料作物については、品目別試料採取基準等
に定める方法により、放射性物質の検査を実施し、基
準値（もしくは、暫定許容値）以下であることを確
認。分析結果は迅速に公表した。

・食肉（牛肉・豚肉・鶏肉・馬肉）・鶏卵・原乳・は
ちみつ・飼料作物については、品目別試料採取基準等
に定める方法により、放射性物質の検査を実施し、基
準値（もしくは、暫定許容値）以下であることを確
認。分析結果は迅速に公表する。

農林
水産
部

畜産
課

・市場等へ出荷される前の農林水産物の放射性物質検
査を実施し、その結果を生産者、消費者及び流通業者
等に対して速やかに周知した。
米の全量全袋検査件数　9,924,917点　基準値
（100Bq/kg）超過　0％
モニタリング検査点数：19,545点（うち基準値超過点
数：10点[0.05％]）

・引き続き、市場等へ出荷される前の農林水産物の放
射性物質検査を実施し、その結果を生産者、消費者及
び流通業者等に対して速やかに周知。

農林
水産
部

環境
保全
農業
課

・県や市町村において、住民の身近な場所に設置した
放射能物質測定検査機器（簡易測定器）により自家消
費野菜　等の食品の検査を行い、その結果を公表し
た。（実施件数50,088件）

・県や市町村において、住民の身近な場所に設置した
放射能物質測定検査機器（簡易測定器）により自家消
費野菜等の食品の検査を行い、その結果を公表する。 生活

環境
部

消費
生活
課

　7-4-3 飲料水の放射性物質検査と測定結果の情報発信

・県や市町村において、住民の身近な場所に設置した
放射能物質測定検査機器（簡易測定器）により井戸水
等の検査を行い、その結果を公表した。（実施件数
1,354件）

・県や市町村において、住民の身近な場所に設置した
放射能物質測定検査機器（簡易測定器）により井戸水
等の検査を行い、その結果を公表する。

生活
環境
部

消費
生活
課

・県内の水道水及び井戸水等の定期的な放射性物質の
モニタリングを行い、ホームページに公表した。
（実績）水道水　11,990件、飲用井戸等　1,166件

・県内の水道水及び井戸水等の定期的な放射性物質の
モニタリングを行い、ホームページに公表する。

保健
福祉
部

食品
生活
衛生
課

18

水道水や飲用井戸水等の放射性
物質検査を積極的に実施すると
ともに、測定結果を迅速に情報
発信して、飲用水の安全と安心
を確保します。

17

食の安全・安心を確保するた
め、生産、製造・加工、流通、
消費の各段階において食品中の
放射性物質の検査を積極的に実
施して、安全な食品の出荷、流
通等を図るとともに、測定結果
を迅速に情報発信して県民の健
康保護に努めます。
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　7-4-4 食品中の放射性物質対策に伴う情報共有とリスクコミュニケーションの促進

・食と放射能に関する説明会を75回開催した。加者計
2617名。
・食の安全・安心アカデミーシンポジウムを郡山市と
南相馬市で開催した。参加者計575名。

・食と放射能に関する説明会を75回以上開催する。
・食の安全・安心アカデミーシンポジウムを中通りと
浜通りで開催する。

生活
環境
部

消費
生活
課

・検査結果をホームページに公開するとともに、食品
事業者及び消費者に対する衛生講習会を実施し、検査
結果や本県の取組状況を説明した。（実施回数：479
回、受講者数：17，380名）

・引き続き、検査結果をホームページに公開するとと
もに、食品事業者及び消費者に対する衛生講習会を実
施し、分かりやすい情報提供に努める。

保健
福祉
部

食品
生活
衛生
課

・県内434カ所の直売所等に対し、野生きのこ・山菜
に関する出荷制限の情報提供及びホームページに掲載
し県民に対する周知を行った。

・県内直売所等に対して、野生きのこ・山菜に関する
出荷制限の情報提供及びホームページによる県民に対
する周知を行う。

林業
振興
課

・「ふくしま　新発売。」サイト及び「福島県農林水
産物・加工食品モニタリング情報」サイトを通し、モ
ニタリング検査結果の情報提供を行った。

・「福島県農林水産物・加工食品モニタリング情報」
サイトを通し、モニタリング検査結果の情報提供を行
う。

農産
物流
通課

　7-4-5 食品中の放射性物質対策に関する調査研究の推進

・加工食品の放射性物質検査について、水戻しを要す
る加工食品の検査手法は、国から検査法が示されてい
ない食品があることから、正確な検査結果を求める必
要性があるため、加工食品の水戻しに関する検査方法
について研究を行いました。

・加工食品の放射性物質検査について、水戻しを要す
る加工食品の検査手法は、ほぼ全ての食品について検
討を行ったことから、本事業は昨年度までをもって終
了とする。

保健
福祉
部

食品
生活
衛生
課

・放射性物質に関する試験研究に取り組み、その結果
得られた36成果を「放射線関連支援技術情報」に取り
まとめ、ホームページへの掲載、農業者や関係機関・
団体職員を対象とした説明会を開催し、情報提供を
行った。

・農業・林業・水産業それぞれの分野の試験研究機関
が、放射性物質の除去技術や吸収抑制技術の開発等を
行い、得られた知見や情報、対策技術を農林漁業者や
関係機関・団体等へ提供します。

農林
水産
部

農業
振興
課

農林
水産
部

20

食の安全・安心を確保するた
め、食品中の放射性物質の除去
や低減等の技術開発、調査研究
等の推進を図ります。

19

放射性物質対策に関する最新情
報を提供し、放射性物質につい
ての正確な知識の普及を図り、
放射性物質に関する県民の疑問
や不安解消を図るとともに、今
後はさらに県民が自ら判断する
力を持つことができるような機
会を設けるなど努めます。



８　生活環境の保全
じ

No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

(1) 環境の状況の監視及び調査

　8-1-1 環境モニタリングの充実強化

1

工場や事業場に対して汚染物質
等の排出基準等の遵守を指導す
るとともに、環境モニタリング
の充実強化を図り、環境基準の
超過が見られた場合は、詳細調
査などによる原因究明や事業者
への改善対策の指導など、迅速
かつ的確な措置を講じます。

・大気発生源調査実績１５７件、水質発生源調査実績
４２８件、汚染物質の排出（流出）による環境基準超
過事例は確認されなかった。

・大気発生源調査、水質発生源調査を実施し、工場、
事業場に対する指導を行う。

生活
環境
部

水・
大気
環境
課

　8-1-2 調査結果の維持管理・指導への反映

2

一般廃棄物最終処分場及び産業
廃棄物最終処分場からの放流水
等の調査結果については、立入
調査による排水処理施設の稼働
状況等を踏まえて、適正な維持
管理が図られるように役立てる
とともに、過去の調査結果から
検査対象物質の検出項目数が多
い施設及び濃度が相対的に高い
施設について、重点的に排出状
況等の経年的な変化を調査し、
その結果をもとに削減対策や埋
立処分の方法、排水処理などの
指導を行います。

・一般廃棄物最終処分場放流水１９検体、周縁地下水
４検体、産業廃棄物最終処分場放流水等６６検体、周
縁地下水３５検体、その他必要と認める調査を２２８
件行った。
基準超過が２件あり、指導を行った。

・一般廃棄物最終処分場放流水   １９検体、周縁地
下水　４検体、産業廃棄物最終処分場放流水等４９検
体、周縁地下水２０検体、その他必要と認める調査を
行う。

生活
環境
部

一般
廃棄
物
課、
産業
廃棄
物課

　8-1-3 産業廃棄物の安全性確認

3

産業廃棄物の再利用や埋立物に
ついては、ダイオキシン類等有
害物質による環境への影響の有
無など安全性の確認を継続して
実施します。

・再生利用物３検体、最終処分場への埋立物８検体を
調査した。基準超過なし。

・再生利用物５検体、最終処分場への埋立物１３検体
を調査する。

生活
環境
部

産業
廃棄
物課
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　8-1-4 総合的な不法投棄防止対策事業の実施

4

「廃棄物の不法投棄は絶対にさ
せない、許さない」という地域
住民の意識醸成と地域住民によ
る日常的な監視体制づくりを支
援するなど、総合的な不法投棄
防止対策事業を実施し、不法投
棄の根絶を目指します。

・産廃車両指導検査時や街頭啓発時等にパンフレット
及び啓発グッズを配布し、住民の方の意識醸成を図っ
た。監視体制づくりの支援については、５住民団体に
対して支援を行った。

・産廃車両指導検査時や街頭啓発時等にパンフレット
及び啓発グッズを配布し、住民の方の意識醸成を図
る。監視体制づくりの支援について、６住民団体への
支援を行う予定。

生活
環境
部

産業
廃棄
物課

　8-1-5 不法投棄広域化への対応

5

産廃スクラム（関東及びその近
県の都県市で構成する協議会）
への参加等、広域連携を推進
し、構成自治体と日頃から情報
を共有するとともに、産業廃棄
物収集運搬車両の一斉路上調査
を連携して実施するなど、産業
廃棄物の広域移動に伴う不適正
処理の未然防止や不適正処理発
生後の迅速な対応に努めます。

・産廃スクラムや南東北不法投棄担当者会議等へ参加
し、他県との情報共有を図った。郡山市、いわき市合
同の産業廃棄物収集運搬車両一斉路上調査や山形県、
宮城県合同の県境一斉パトロール等を実施した。

・産廃スクラムや南東北不法投棄担当者会議等へ参加
し、他県との情報共有を図る。福島市、郡山市、いわ
き市合同の産業廃棄物収集運搬車両一斉路上調査や山
形県、宮城県合同の県境一斉パトロール等を実施す
る。

生活
環境
部

産業
廃棄
物課

(2) 生活環境の保全に関する周知啓発

　8-2-1 水・大気環境に関する普及啓発

6

県民に対する生活排水の適正処
理、低公害車の普及など環境に
配慮した取組、事業者に対する
環境負荷低減の取組の周知啓発
を進めるとともに、大気環境や
水環境等の監視結果などを公表
し、環境保全への自主的かつ積
極的な取組を促進します。

・平成２８年度の環境等測定調査結果の公表を実施し
た。
（大気環境基準達成率７４．４％、水質環境基準達成
率９３．２％）

・平成２９年度の環境等測定調査結果の公表を実施予
定。

生活
環境
部

水・
大気
環境
課



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　8-2-2 住宅・建築物に関する普及啓発

7

住宅におけるアスベスト対策や
ホルムアルデヒド等によるシッ
クハウス対策について、県民か
らの住宅相談に応じるととも
に、住宅・建築物における吹付
けアスベスト対策のための各種
補助制度の活用の普及に努めま
す。

各建設事務所の窓口にて随時相談対応を行うととも
に、市町村と連携しながら各種補助制度の活用につい
て普及に努めた。

引き続き、各建設事務所の窓口にて随時相談対応を行
うとともに、市町村及び関係団体で構成する福島県ア
スベスト対策に係る連絡会議を通じ、各種補助制度の
活用について普及啓発を図る。

土木
部

建築
指導
課

　8-2-3 不法投棄防止意識の普及啓発

8

不法投棄防止強調月間（6月・9
月）に新聞、ラジオ等の広報媒
体を活用した広報活動や産業廃
棄物運搬車両指導検査などを集
中的に実施するとともに、ホー
ムページや啓発パンフレットを
通した広報を日常的に行うほ
か、地域活動団体等が行う意識
啓発活動を支援するなど、県民
に対する不法投棄防止意識の普
及啓発に努めます。

・不法投棄強調月間には、新聞、ラジオを利用した広
報活動を実施するとともに、産廃車両指導検査時や街
頭啓発時等にパンフレット及び啓発グッズを配布し、
住民の方の意識醸成を図った。地域活動団体の啓発活
動支援については、５住民団体に対して支援を行っ
た。

・不法投棄強調月間には、新聞、ラジオを利用した広
報活動を実施するとともに、産廃車両指導検査時や街
頭啓発時等にパンフレット及び啓発グッズを配布す
る。地域活動団体の啓発活動支援については、６住民
団体に対して支援を行う予定。

生活
環境
部

産業
廃棄
物課

　8-2-4フロン類の排出抑制、回収義務の浸透

9

業務用エアコンや冷凍機器など
については、機器の適正な管理
を行うとともに、廃棄時におい
て冷媒用フロンが、適正に回収
されるよう関係事業者に対する
普及啓発に努めます。

・テレビによるスポット放送、ふくしまFMによる広報
により、業務用機器の適正管理、フロンの適正回収に
ついて普及啓発を行った。また、フロン類充填回収業
者等に対する立入調査を７７件実施し、指導を行っ
た。

・テレビによるスポット放送、ふくしまFMによる広報
等により普及啓発を行うとともに、フロン類充填回収
業者等に対する立入調査を実施する予定。

生活
環境
部

水・
大気
環境
課

(3) リスクコミュニケーションの推進

　8-3-1 リスクコミュニケーションの普及拡大

10

工場・事業場に対し、情報共有
と信頼関係醸成のため、自らが
積極的に地域住民等とリスクコ
ミュニケーションを行っていく
よう各種誘導施策を実施しま
す。

・化学物質適正管理にかかるリスコミ推進のためのセ
ミナー開催、事例発表・交流会の開催、企業アンケー
ト調査、企業・工業団地訪問を実施し、工場・事業場
におけるリスクコミュニケーション実施の普及促進を
行った。（セミナー１回（受講者数79名（企業68名、
自治体11名））、事例発表・交流会１回（参加者数17
名）、企業・工業団地訪問2回）

・今後とも、化学物質適正管理にかかるリスコミ推進
のためのセミナー開催、事例発表・交流会の開催、企
業アンケート調査、企業・工業団地訪問を実施する予
定。

生活
環境
部

水・
大気
環境
課
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

(4) 工場、事業場及び廃棄物処理施設における安全確保対策

　8-4-1環境汚染防止対策及び再発防止対策

・水質関係事故発生のあった５０事業所に対して、被
害拡大防止、原因究明、再発防止を指導した。大気・
化学物質関係の事故発生のあった３事業所に対して、
被害拡大防止、原因究明、再発防止を指導した。

・水質、大気・化学物質関係の事故発生時には、事業
所に対して、被害拡大防止、原因究明、再発防止を指
導する。

水・
大気
環境
課

・廃棄物処理施設６施設において事故が発生したが、
その都度事業者に対して事故発生時における被害の拡
大防止や徹底した原因究明、再発防止対策の確立を指
導した。

・事故が発生した際は、その都度事業者に対して事故
発生時における被害の拡大防止や徹底した原因究明、
再発防止対策の確立を指導する。

一般
廃棄
物
課、
産業
廃棄
物課

(5) 放射性物質に対する正しい知識の普及と環境汚染からの回復

　8-5-1環境放射線モニタリングの実施

12

県、国、市町村等関係機関の連
携の下、身近な生活環境（大
気、河川、地下水、海域、土
壌、野生鳥獣等）の放射性物質
による汚染状況について、きめ
細かな監視及び測定を継続的に
実施し、その結果を迅速かつ分
かりやすく公表します。
また、公表の方法を工夫するほ
か、県内だけでなく県外へも情
報発信していきます。

野生鳥獣においては、イノシシほか７種の肉２７７検
体の放射性物質検査を実施し、その結果を速やかに報
道機関へ情報提供するとともに県のホームページ等で
公表している。なお、２７７検体のうち７４検体が１
００Bq／ｋｇを超過した。
河川においては、県内９６地点でトリチウムの放射性
物質調査を実施し、その結果を速やかに報道機関へ情
報提供するとともに県のホームページ等で公表してい
る。調査結果は原子力発電所事故前と比較して「同程
度」でした。
地下水は県内２７地点、水浴場は県内２８地点、港
湾・海面漁場において海水は３４地点、海底土は４２
地点で放射性物質調査を実施し、その結果を速やかに
報道機関へ情報提供するとともに県のホームページ等
で公表している。なお、放射性セシウムは地下水と水
浴場はすべての地点で不検出、港湾・海面漁場におい
て海水はすべての地点で不検出、海底土は最大６５３
Bq／ｋｇであった。

野生鳥獣においてはイノシシほか７種の肉で総計４０
２検体の放射性物質検査を予定しており、その結果は
速やかに報道機関へ情報提供するとともに県のホーム
ページ等で公表する。
河川においては、県内９６地点のトリチウムの放射性
物質調査を実施し、その結果を速やかに報道機関へ情
報提供するとともに県のホームページ等で公表する。
地下水は県内２６地点、水浴場は県内２８地点、港
湾・海面漁場において、海水は２３地点、海底土は４
２地点で放射性物質調査を実施し、その結果を速やか
に報道機関へ情報提供するとともに県のホームページ
等で公表する。

生活
環境
部、
危機
管理
部

自然
保護
課、
放射
線監
視室

11

工場、事業場及び廃棄物処理施
設での環境汚染防止対策を促進
するとともに、事業者に対して
事故発生時における被害の拡大
防止や徹底した原因究明、再発
防止対策の確立を指導します。

生活
環境
部



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　8-5-2 除染等の推進

・除染業務講習会を８回（延べ受講者321名）開催し
た。
　　・業務従事者コース４回 （受講者148名）
　　・現場監督者コース２回 （受講者77名）
　　・業務管理者コース２回 （受講者96名）
・除染技術の実証試験を３件実施した。
・除染に関するリスクコミュニケーションセミナーを
１回（参加者93名）開催した。
・仮置場等技術指針（第５版）の改訂を実施した。
・国直轄除染地域における現地調査を２９回実施し
た。
・国への要望活動を６月、８月に実施した。

・除染業務講習会や除染に関するリスクコミュニケー
ションセミナーの開催、仮置場等技術指針の改訂、国
直轄除染地域における現地調査や国への要望活動を実
施。

除染
対策
課

中間
貯蔵
施設
等対
策室

13

市町村や国、専門機関等との連
携の下、総力を結集し一体と
なって必要な除染に取り組み、
人材育成、技術的支援、住民理
解の促進など総合的な施策を展
開していきます。
市町村と連携しながら現地調査
を実施し、取組・進捗状況の確
認とともに仮置場の適正管理に
係る技術指針の改定を行うな
ど、今後とも、市町村の課題を
丁寧に把握しながら、きめ細か
な対応を行い、迅速かつ確実な
推進に取り組みます。
なお、国に対して、必要な除染
の確実な実施と予算の確保につ
いて、引き続き求めていきま
す。
また、中間貯蔵施設の整備につ
いて、地権者説明の促進を図る
ため、国へ職員を派遣するとと
もに、輸送ルート等に関する調
整など、国、市町村等関係機関
と連携して取り組んでいきま
す。
さらに、国、県、大熊町・双葉
町との間で結んだ安全協定に基
づき、施設や輸送時における現
地確認等を行い、中間貯蔵施設
事業における安全・安心を確保
していきます。

・中間貯蔵施設については、用地の取得面積は、平成
30年3月末現在で約874ｈａ（全体約1,600ha）、除去
土壌等の輸送量は累計で約76万㎥となり、平成29年10
月から土壌貯蔵施設の運用が開始されたところ。地権
者説明の促進を図るため、国へ職員を派遣するととも
に、輸送ルート等について、国、市町村等関係機関と
の協議・調整を進めた。さらに、施設整備や輸送が安
全・確実に実施されるよう、安全協定に基づき、現地
の状況確認やモニタリングなどを実施した。

・中間貯蔵施設の整備について、引き続き、国に対し
て地権者への丁寧な説明と寄り添った対応を求めると
ともに、事業が安全・確実に実施されるよう、安全協
定に基づく状況確認などにより、国の取組をしっかり
確認していく。

生活
環境
部
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　8-5-3 汚染廃棄物及び災害廃棄物の適正な処理の推進

・県内16市町村等における一般廃棄物処理施設計36施
設の空間線量率、排ガス及び放流水の放射性物質濃度
のモニタリング結果をとりまとめてＨＰにて公表し
た。

・県内における一般廃棄物処理施設の放射性物質モニ
タリング調査結果（県内16市町村等における一般廃棄
物処理施設計36施設の空間線量率、排ガス及び放流水
の放射性物質濃度）をとりまとめてＨＰにて公表す
る。

一般
廃棄
物課

・避難地域１２市町村の住民や事業者を対象に、廃棄
物など身の回りのものへの放射線不安に対する相談窓
口を設置し、２２５件の相談を受けた。

・引き続き、避難地域１２市町村の住民や事業者を対
象に、廃棄物など身の回りのものへの放射線不安に対
する相談窓口を設置する。

産業
廃棄
物課

・特定廃棄物の埋立処分事業については、国の特定廃
棄物埋立処分施設への搬入及び埋立処分が平成29年11
月より開始された。輸送が安全・確実に実施されるよ
う、安全協定に基づき、現地において状況確認を行っ
た。

・特定廃棄物の埋立処分事業について、引き続き、国
に対して地元への丁寧な説明と寄り添った対応を求め
るとともに、安全協定に基づく状況確認など安全・安
心の確保を始め、国の取組をしっかり確認していく。

中間
貯蔵
施設
等対
策室

　8-5-4 発達段階に応じた「放射線教育の推進」

15

放射線教育を中核として、防災
教育や道徳教育、人権教育、健
康教育、キャリア教育、エネル
ギー教育等との関連を図った
「ふくしま」ならではのカリ
キュラムの構築を図っていきま
す。

・地区別研究協議会の開催（県内全７地区、公立小中
学校代表の悉皆）
・「放射線教育・防災教育フォーラム」の開催による
実践の発信を行った。
・「放射線教育・防災教育実践事例パンフレット」を
３２，０００枚作成し、県内小・中・高・特別支援学
校の全教職員へ配布した。

・地区別研究協議会を開催する（県内全７地区、公立
小中学校代表の悉皆）。
・放射線教育・防災教育の授業公開を行う（県内７地
区における実践協力校）。
・「放射線教育・防災教育実践事例集」を作成し、県
内小・中・高・特別支援学校へ配布する。

教育
庁

義務
教育
課

14

焼却灰や下水汚泥などの汚染廃
棄物の処理が円滑に進むよう、
住民の不安払拭に取り組んでい
きます。
また、指定廃棄物*1について
は、国が処理するまでの間、排
出事業者等が適正に保管を行う
よう指導・助言を行っていきま
す。
さらに、国が実施する既存管理
型処分場を活用した特定廃棄物
*2の埋立処分事業について、施
設や輸送時における現地確認等
により安全・安心の確保を確保
していきます。
また、災害廃棄物の適正な一時
保管・処理方法の周知のため、
専門家派遣や処理施設の立入調
査を行うほか、既存処理施設の
活用に向けた住民理解の促進に
努めます。

生活
環境
部



９　消費者の安全確保の推進
じ

No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

(1) 自立した消費者の育成

　9-1-1 消費者への情報提供

1

県消費生活センターの展示機能
の充実を図るとともに、「ふく
しまくらしの情報」の発行や
ホームページによる情報発信等
を通じ、県民が合理的な消費行
動を行うために必要な情報の提
供を行います。

・県消費生活センター展示ホールに消費生活に関する
展示を行った。また、「ふくしまくらしの情報」を4
回発行、配布し、ホームページにも公開した。発行部
数400,000部（100,000部×4回）

・今後も県消費生活センター展示ホールに消費生活に
関する展示を行うとともに「ふくしまくらしの情報」
を4回発行し、ホームページにも公開する。

生活
環境
部

消費
生活
課

　9-1-2 世代ごとの特性に応じた消費者教育・啓発の実施

2

消費者の情報収集能力には世代
ごとに大きな差があり、また、
必要となる情報も異なります。
このため、出前講座の実施や各
種資料を活用し、世代や生活環
境等に応じたきめ細かい消費者
教育及び啓発を行います。

・各種団体からの要請により講師を派遣し、消費生活
に関する出前講座を実施した。（実施回数44回、参加
者数1,396人）

・今後も各種団体からの要請により講師を派遣し、消
費生活に関する出前講座を実施する。

生活
環境
部

消費
生活
課

　9-1-3 情報活用能力の向上

3

個人情報の漏えいや各種詐欺
等、違法・有害情報の被害に遭
わないよう、また、アプリを使
用することによる事件・事故、
モラル違反を避けるため、県、
市町村、関係機関連携の下、県
民を対象としたセミナーなどに
おいて啓発活動や注意喚起を行
うとともに、児童生徒や保護
者、青少年に対しては、各種機
会を捉えながら情報活用能力の
向上のための指導及び啓発を行
います。

・ふくしまICT利活用推進協議会にて以下の事業を実
施した。
1　情報通信月間特別講演
　開催日：6/8　参加者：125名
2　情報リテラシー向上事業
　三春町：11/16-17,22　参加者30名
　金山町：12/26　参加者　6名
　川俣町：1/28　参加者19名
　川俣町：2/17　参加者　10名
　福島市：3/2　参加者　30名
3　地域情報化活動助成事業
　・助成先：公益財団法人郡山地域テクノポリス推進
            機構
　　参加者　136名
　・助成先：福島県社会保険労務士会
　　参加者　25名
4　ふくしまICT未来フェア2017
　開催日：11/7　参加者：896名

・ふくしまICT利活用推進協議会にて以下の事業を実
施予定
　1　情報通信月間特別講演会　福島市　6/8（予定）
　2　情報リテラシー向上事業
　3　地域情報化活動助成事業
　4　ふくしまICT未来フェア　福島市　11/14（予
定）

企画
調整
部

情報
政策
課
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

・県内の８４の高校を対象に、情報モラル講演会、ク
ラス討論会を開催し、情報モラル教育の徹底を図っ
た。

・事業予定なし。福島県生活指導協議会や学校訪問を
通じて、情報モラル教育の徹底について、指導してい
く。

教育
庁

高校
教育
課

・「ふくしま高校生スマホサミット」を開催した。
　「高校生スマホワークショップ」で取りまとめた
ICT機器の利用に関する「ふくしま高校生スマホ宣
言」を発表
　参加者　約300名（うち生徒95名）

・事業予定なし。

保健
福祉
部
教育
庁

こど
も・
青少
年政
策課
高校
教育
課

・街頭啓発を実施
　 フィルタリングの設定を呼びかけるパンフレット
（３２０部）を配布した。

・街頭啓発を実施予定
　 フィルタリングの設定を呼びかけるパンフレット
を配布。

保健
福祉
部

こど
も・
青少
年政
策課

　9-1-4 消費者団体の育成

4

消費者団体に対する情報提供や
県消費生活センターにおける活
動スペースの提供を行うなど、
自主的な活動を支援します。

・「ふくしまくらしの情報」を送付するなど、情報提
供を行った。また、消費生活センターの研修室等につ
いて消費者団体の活動の用に供するなど支援を行っ
た。

・今後とも「ふくしまくらしの情報」を送付するな
ど、情報提供を行うとともに消費生活センターの研修
室等について消費者団体の活動の用に供するなど支援
を行う。

生活
環境
部

消費
生活
課

　9-1-5 薬物乱用防止の普及啓発

5

危険ドラッグの乱用による健康
被害の恐ろしさや、覚醒剤等の
違法薬物による社会的な弊害な
ど正しい知識を広く県民に対し
て啓発を行います。若年層に対
しては、街頭キャンペーンや薬
物乱用防止教室により啓発を行
います。

・薬物乱用防止教室を実施した。
　・派遣学校数　　237校（小・中・高校・大学）
　・受講生徒数　　22,761人
・「ダメ。ゼッタイ。」福島県普及運動626ヤング街
頭キャンペーンを開催した。
　・県内16市町村、18ヶ所で開催
　・参加人数　1,237人
・麻薬・覚醒剤乱用防止運動を実施した。
　・広報媒体（ポスター797枚、リーフレット1830
部）による啓発
　・地域の祭礼等に合わせて、街頭啓発活動を実施

・薬物乱用防止教室を実施する。
・「ダメ。ゼッタイ。」福島県普及運動626ヤング街
頭キャンペーンを開催する。
・麻薬・覚醒剤乱用防止運動を実施する。

保健
福祉
部

薬務
課

3

個人情報の漏えいや各種詐欺
等、違法・有害情報の被害に遭
わないよう、また、アプリを使
用することによる事件・事故、
モラル違反を避けるため、県、
市町村、関係機関連携の下、県
民を対象としたセミナーなどに
おいて啓発活動や注意喚起を行
うとともに、児童生徒や保護
者、青少年に対しては、各種機
会を捉えながら情報活用能力の
向上のための指導及び啓発を行
います。



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　9-1-6 計量に関する知識の普及啓発

(2) 消費者被害の救済

　9-2-1 県消費生活センターの相談対応機能強化

7

県消費生活センターの相談時間
を拡大するとともに、第4日曜日
の無料法律相談のほか、平成28
年6月より第4日曜日の電話相談
の実施等に努め、消費者トラブ
ルを抱える県民の利便性向上を
図ります。

・相談時間の拡大
　平日9:00～17:00の相談時間を9:00～18:30まで拡大
して運用した。（相談件数493件）
　第４日曜日9:00～16:30まで、電話相談を実施し
た。（相談件数49件）
・日曜無料法律相談の実施
　第４日曜日に司法書士による無料法律相談を９回実
施した。（相談件数20件）

・相談時間の拡大
　平日9:00～17:00の相談時間を9:00～18:30まで拡大
して運用する。
　第４日曜日9:00～16:30まで、電話相談を実施す
る。
・日曜無料法律相談の実施
　第４日曜日に司法書士による無料法律相談を１２回
実施する。

生活
環境
部

消費
生活
課

1　ホームページの内容充実を図った。
・当所の事業を紹介するとともに、計量に関する知識
や制度等を分かりやすく情報提供し、理解の促進を
図った。(更新回数24回：主任計量者関係（6回）、定
期検査関係（6回）、普及啓発（6回）、商品量目（3
回）、その他（3回））
２　計量に関する普及啓発を行った。
　・親子計量体験教室
　　 ７/1(土）13:30～15:30
     （福島市市民会館：参加者6組15名）
　　 ７/8（土）13:30～15:30
     （郡山市総合福祉センター：参加者7組21名）
　・計量出前教室
　　平成２９年６月～平成３０年２月（実績：学校数
19校、回数40回、人数938名）
３　イベントに参加した。
　・計量記念日街頭啓発（平成２９年１０月２５日
（水）：福島駅前）
　・福島市計量記念日事業「計量ひろば」後援

１　ホームページの内容充実を図る。
   ・ 年号表記の変更に関する広報
２　計量に関する普及啓発を行う。
　・　親子計量体験教室
　　　7～8月
　・計量出前教室
　　　5～2月
　・消費者等支援事業
　　　7月
３　イベントに参加する。
　・いわき計測展（11月8～９日）の出展

商工
労働
部

商工
総務
課

6

県民が容易に理解し自ら判断で
きるよう、計量に関するホーム
ページの内容を充実するととも
に、イベントへの出展や消費者
等支援事業等を実施し、計量に
関する知識や計量制度の普及啓
発を行います。
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　9-2-2 市町村相談窓口の充実等の支援

8

最も身近な行政機関である市町
村において消費者トラブルに関
する相談が適切に行われるよ
う、市町村の消費生活センター
の設置や相談窓口の充実強化に
向けた取組への支援を行いま
す。
また、すでに設置されている市
町村の消費生活センターの間で
被害情報の共有を行うなど、連
携強化に努めます。

・市町村における消費生活相談員のレベルアップ支援
　県消費生活センターの相談員による市町村への巡回
訪問指導を５市２町５２回実施した。
　県消費生活センターにおける、市町村の消費生活相
談員の受け入れ研修を延べ３８日実施した。
・市町村における消費生活相談体制強化
　関係自治体に対する生活相談体制強化の働きかけに
よって、消費生活相談員を配置する市町村数が平成２
９年度中に２２から３１まで拡大した。
　財政支援を実施した。　31市町村、81,740千円。

・市町村における消費生活相談員のレベルアップ支援
　県消費生活センターの相談員による市町村への巡回
訪問指導を５市２町５４回実施する。
　県消費生活センターにおける、市町村の消費生活相
談員の受け入れ研修を随時、実施する。
・市町村における消費生活相談体制強化
　関係自治体に対する生活相談体制強化の働きかけて
いく。
　財政支援を実施する。

生活
環境
部

消費
生活
課

　9-2-3 多重債務者対策の実施

9

多重債務者対策については無料
法律相談を実施するとともに、
多重債務者対策協議会等で、市
町村や庁内外の関係機関等との
連携の下、効果的な推進方策を
検討します。

・無料法律相談
　県消費生活センターにおける、弁護士及び司法書士
による無料法律相談を４８回実施した。
　県消費生活センターにおける、ファイナンシャルプ
ランナーによる無料生活再建相談を１２回実施した。
　県中、県南、会津地方振興局における、弁護士によ
る無料法律相談を１８回実施した。（相談件数計166
件）
・多重債務者対策協議会
　平成２９年１２月に書面による情報交換を実施し
た。

・無料法律相談
　県消費生活センターにおける、弁護士及び司法書士
による無料法律相談を４８回実施する。
　県消費生活センターにおける、ファイナンシャルプ
ランナーによる無料生活再建相談を１２回実施する。
　県中、県南、会津地方振興局における、弁護士によ
る無料法律相談を１８回実施する。
・多重債務者対策協議会
　年１回、書面による情報交換を実施する。

生活
環境
部

消費
生活
課

　9-2-4 製品事故の原因調査

10

消費者から寄せられた消費生活
用製品の事故相談や情報に基づ
き、国民生活センター等と連携
し事故の原因究明に努めます。

・不都合のある商品に関して、消費者からの依頼に
従って、県消費生活センターより国民生活センターに
商品テストを３回依頼し、原因究明に努めた。

・不都合のある商品に関して、消費者からの依頼に
従って、県消費生活センターより国民生活センターに
商品テストを依頼し、原因究明に努める。

生活
環境
部

消費
生活
課

　9-2-5 医薬品に関する正しい知識の普及啓発

11

医薬品に関する正しい知識の普
及啓発及び健康被害防止のた
め、医薬品等の苦情相談を実施
します。

・県民を対象とした薬の知識に関する出前講座を実施
　　実施回数：１２回
　　参加者数：５０３名
・医薬品等の苦情相談室の設置
　　処理件数：54件
　　相談内容：主に医療用医薬品や健康食品の相談

・県民を対象とした薬の知識に関する出前講座を実施
する。
・医薬品等の苦情相談を継続して実施する。

保健
福祉
部

薬務
課



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

(3) 事業者及び事業者団体への監視及び指導

　9-3-1 違反事業者への指導・勧告

12

必要に応じ事業者が守るべき基
準を設定するとともに、基準や
法律等に違反する事業者に対し
て、是正に向けた指導や勧告を
行います。また、不当な取引を
行う悪質事業者に対しては、消
費者等からの情報を基に業務停
止命令等の処分を迅速に行いま
す。

・景品表示法関連で11件調査を行い、うち4件に口頭
による注意をした。
・特定商取引法関連で4件調査を行い、うち1件に口頭
による指導をした。

・随時、基準や法律等に違反する事業者に関する情報
収集や調査を行い、必要に応じて事業者に対し、是正
に向けた指導や勧告、業務停止命令等の処分を迅速に
行う。

生活
環境
部

消費
生活
課

　9-3-2 国、他の都道府県、市町村との連携

13

国及び他の都道府県との情報共
有を推進するとともに、市町村
窓口との連携強化を行うことに
より悪質事業者の早期実態把握
に努めます。

・特定商取引法関連で、群馬県及び茨城県と合同調査
を実施すると共に、国と情報共有をした。
・市町村に対して、消費者関連法や事業者に関する情
報提供をした。

・国と他の都道府県と情報共有や、市町村への情報提
供を行う。

生活
環境
部

消費
生活
課

　9-3-3 事業者団体との連携

14

事業者団体との意見交換の場を
確保し、各業界の情報把握に努
めるとともに、関連事業者団体
を通じた要請を行うことによ
り、県民の消費生活の安定及び
向上に向けた業界全体の取組を
促進します。

・H29.10.12福島県食肉公正取引協議会主催の講習会
に講師として参加。
・H29.10.24（公社）全国家庭電気製品公取協主催の
家電製品の不当表示防止に係る店頭調査に参加。
・H30.2.14（一社）日本電化協会主催の消費者懇談会
に参加し意見交換。

・事業者団体との意見交換や、関連事業者団体を通じ
た要請を行う。

生活
環境
部

消費
生活
課

　9-3-4 健康食品等による健康被害防止

15

県民に対して健康食品等をイン
ターネット等により安易に個人
輸入することの危険性について
注意喚起を行います。
健康食品等の買い上げ検査によ
り医薬品成分が検出された場合
は、販売業者に対して販売・広
告中止及び回収等の指示を行い
ます。

・医薬品等の苦情相談室の設置し、随時相談を応需し
た。
　  処理件数：54件
・健康食品等の買い上げ検査を行った。
　  買い上げ数：2個（現在検査中）

・医薬品等の苦情相談室を設置し、随時相談を応需し
ながら消費者教育を実施する。
・健康食品等の買い上げ検査を実施する。

保健
福祉
部

薬務
課
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　9-3-5 適正計量の徹底に向けた関係事業者への監視指導

16

適正な計量の実施の確保と消費
者保護の観点から、特定計量器
使用事業者及び特定商品販売事
業者への立入検査を実施するな
ど、関係事業者に対する監視指
導の強化に努めます。

・計量関係事業者２８事業所、特定計量器使用事業者
６５事業所、特定商品販売事業者１７事業所への立入
検査を実施し、不適正事項が認められた事業所に対し
改善指導等を行った。

・過去の立入検査で改善指導をした事業者への立入検
査を優先的に実施し、不適正再発防止についての指導
強化に努める。

商工
労働
部

商工
総務
課

　9-3-6 貸金業者に関する苦情相談等への対応

17

苦情や相談等により問題がある
と考えられる貸金業者に対して
は、資金需要者保護の観点から
随時立入検査を実施し、違法行
為や重大な問題が判明した場合
は、法に基づき適正に対応しま
す。

・消費者等からの苦情・相談が発生しなかったため、
それに伴う立ち入り検査も実施しなかった。

・苦情や相談等により問題があると考えられる貸金業
者に対しては、資金需要者保護の観点から随時立入検
査を実施し、違法行為や重大な問題が判明した場合
は、法に基づき適正に対応します。

商工
労働
部

経営
金融
課



１０　犯罪被害者等支援の推進
じ

No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

(1) 犯罪被害者等の支援を行う民間団体の活動の促進

　10-1-1 犯罪被害者等支援団体の活動促進

1

（公社）ふくしま被害者支援セ
ンターは、被害者等に対する電
話及び面接相談、物品の供与又
は貸与、付き添い支援などの役
務の提供、犯罪被害者等給付金
の裁定申請補助等のほか、犯罪
被害者等支援の必要性・重要性
に関する広報及び啓発事業等を
実施しています。その円滑な活
動を促進するため、各種援助を
行います。

・ふくしま被害者支援センターと共催で、中高生を対
象とした「命の大切さを学ぶ授業」及び県民を対象と
した「支援の輪を広げるつどい」を開催した。さら
に、相談業務・相談支援研修業務・広報活動業務につ
いて、県警察からふくしま被害者支援センターに業務
委託するなど、財政的援助を図るとともに、適正な運
営管理がなされているかを検証するため、立入検査を
実施し改善指導等を行った。【3,295千円】

・昨年度に引き続き、相談業務・相談支援研修業務・
広報活動業務について、ふくしま被害者支援センター
に業務委託するなど、財政的援助を図る予定。
【4,867千円】

警察
本部

県民
サー
ビス
課

(2) 国、市町村その他の関係機関等との連携による支援

　10-2-1 総合的かつ計画的な犯罪被害者支援の推進

・平成29年11月25日、犯罪被害者支援イベント「支援
の輪を広げるつどい」において、全国被害者支援ネッ
トワーク理事長の基調講演を行い、被害者遺族の心情
や各種支援施策の必要性についての理解を深めた。

・昨年度に引き続き、同イベントを開催する予定。
警察
本部

県民
サー
ビス
課

・犯罪被害者等支援の情報について随時市町村等へ情
報提供するとともに、市町村職員や相談員を対象とし
た犯罪被害者等支援施策研修会等を開催し、講義やグ
ループワークを通じて被害者支援の意識の醸成を図っ
た。

・市町村や関係機関と犯罪被害者等支援の情報につい
て随時情報を共有するとともに、研修会等の機会を通
じて意見を交換し、連携を図る。

生活
環境
部

男女
共生
課

2

国、県、市町村、警察、関係機
関等が緊密な連携の下、犯罪被
害者等のための施策を総合的か
つ計画的に推進するため、市町
村における犯罪被害者等の支援
に関する条例の制定や計画・指
針等の策定を支援します。
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　10-2-2 関係団体等の連携による支援体制の充実

・平成29年６月12日、杉妻会館において福島県被害者
等支援連絡協議会を開催し、会員102名が参加し、議
案審議のほか、犯罪被害者遺族の講演を聴講するな
ど、犯罪被害者遺族の置かれた立場や心情を理解する
とともに、会員相互の連携を図った。さらに、県内14
の地域ネットワークにおいて総会を開催し、関係機
関・団体との相互協力及び連携した支援のあり方やそ
の必要性について情報を共有した。

・昨年度に引き続き、福島県被害者等支援連絡協議会
総会の開催及び各被害者支援地域ネットワーク総会の
開催を予定。

警察
本部

県民
サー
ビス
課

・犯罪被害者等支援の情報について随時市町村等へ情
報提供するとともに、市町村職員や相談員を対象とし
た犯罪被害者等支援施策研修会等を開催し、講義やグ
ループワークを通じて被害者支援の意識の醸成を図っ
た。

・市町村や関係機関と犯罪被害者等支援の情報につい
て随時情報を共有するとともに、研修会等の機会を通
じて意見を交換し、連携を図る。

生活
環境
部

男女
共生
課

　10-2-3 国、他都道府県及び市町村との連携による情報共有

4

内閣府が主催する都道府県・政
令指定都市の担当課長会議及び
北海道・東北ブロック研修会等
において、国等との情報の共有
を図るとともに、市町村職員等
を対象とする犯罪被害者施策研
修会などを通じ、市町村との連
携を図ります。

・警察庁が主催する都道府県・政令指定都市主管課室
長会議（H29.５．17）に出席し、国及び各都道府県・
政令指定都市等と情報交換を行った。また、市町村職
員や相談員を対象とした犯罪被害者等支援施策研修会
をH29.10.17に開催し、市町村と情報を共有した。

・警察庁が主催する都道府県・政令指定都市主管課室
長会議に出席し、国及び各都道府県・政令指定都市等
と情報交換を行う。また、市町村職員や相談員を対象
とした犯罪被害者等支援施策研修会を開催する。

生活
環境
部

男女
共生
課

　10-2-4 市町村の取組の促進

5

市町村職員を対象とする犯罪被
害者施策研修会等を通じて、被
害者支援の意識の醸成、支援体
制の充実を図ります。

・市町村職員や相談員を対象とした犯罪被害者等支援
施策研修会をＨ29.10.17に開催し、講義やグループ
ワークを実施し、被害者支援の意識の醸成を図った。

・市町村職員や相談員を対象とした犯罪被害者等支援
施策研修会を開催する。

生活
環境
部

男女
共生
課

3

福島県被害者等支援連絡協議会
及び各被害者等支援地域ネット
ワークの各会員相互連携によ
る、各種支援活動や広報啓発活
動が円滑に行われるよう支援し
ます。
また、「犯罪被害者支援ハンド
ブック」を活用しながら、市町
村、既存の民間団体、その他の
関係機関団体と連携して犯罪被
害者等の支援体制の充実に努め
ます。



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　10-2-5 関係機関等の連携による性犯罪被害者の相談・支援体制の充実

6

性暴力等被害者等を支援するた
め、福島県警、福島県産婦人科
医会、ふくしま被害者支援セン
ターの３機関で運用している
「性暴力等被害救援協力機関Ｓ
ＡＣＲＡふくしま」に加え、関
係機関団体等が連携・協力し、
性暴力等被害者等が安心して相
談できる環境の整備と適切な支
援を行うため、更なる支援体制
の充実を図るとともに、県民に
広く周知広報します。

・平成29年９月、県及び県教育委員会が参画し、新た
に５機関での運用となり、さらなる相談・支援体制の
強化を図った。
・SACRAカードを作成し、約1,800枚を県内市町村の被
害者支援担当窓口59箇所に設置し、sacraふくしまの
周知をはかるとともに、約19,000枚を県内中学校230
校・高校106校の保健室への配置を依頼し、子ども達
への相談窓口の周知を図った。さらに、SACRAシール
を作成し、約400枚を県庁舎内及び市町村等のトイレ
等、約300枚を県内ホームセンターの男女トイレ内に
貼付し、相談環境の整備を図った。
　※「SACRAカード」～「性暴力等：Sexual
Assaullt、被害救援：Crisis Response、協力機関
Association 」の頭文字をとり、相談電話番号等を記
載したカード

・昨年に引き続き、SACRAカードを県内小学校に配置
するとともに、SACRAシールについては、関係機関・
団体に協力依頼し貼付予定。

警察
本部

県民
サー
ビス
課

(3) 犯罪被害者等の支援に関する周知啓発

　10-3-1 被害者等支援に関する普及啓発

・平成29年11月25日、桜の聖母短期大学マリアンホー
ルにおいて、犯罪被害者支援イベント「支援の輪を広
げるつどい」を開催し、約600人が参加するなど、社
会全体で犯罪被害者を支える必要性・重要性等につい
て理解を深めた。
・被害者に優しい地域作り事業として、会社や学校等
の職域において、警察職員が被害者遺族の手記の朗読
や犯罪被害者支援施策に関する講話を461回18,276人
が聴講した。
・県警ラジオ番組に20回出演し、各種被害者支援施策
や制度について放送するなど、周知を図った。

・昨年度に引き続き、犯罪被害者支援イベント及び被
害者に優しい地域作り事業等の機会を捉えた各種広報
啓発活動を実施予定。

警察
本部

県民
サー
ビス
課

・犯罪被害者週間に併せて、ホームページで周知を
行った。また、性暴力被害者への対応についてのリー
フレットを3,500枚作成し、市町村や関係機関、学校
等に配布し、性暴力被害者支援に関する啓発を行っ
た。

・ホームページや各種メディアを活用するとともに、
各種イベント会場内における広報など、あらゆる機会
を活用し各種啓発活動に努める。

生活
環境
部

男女
共生
課

7

被害者等支援に対する県民の理
解と協力を得るため、広報誌等
の各種メディアを活用した広
報、機会を捉えながらの被害者
等支援講話、各種イベント会場
内における広報など、あらゆる
機会を活用した各種啓発活動に
努めます。
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No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　10-3-2 犯罪被害者週間による周知啓発

・支援センターと連携し、県内４方部において被害者
支援の相談窓口や各種支援施策に関する街頭広報啓発
活動を実施した。

・昨年度に引き続き、各種広報啓発活動を実施する予
定。

警察
本部

県民
サー
ビス
課

・犯罪被害者週間に併せて、ホームページで周知を行
い、１１月２５日には県警察本部、ふくしま被害者支
援センターと共催で「支援の輪を広げるつどい」を開
催した。また、市町村に対して同週間における啓発事
業の取組について文書で依頼した。

・犯罪被害者週間に併せて、ホームページやSNS等で
周知を行う。また、県警察本部、ふくしま被害者支援
センターと共催で「支援の輪を広げるつどい」を開催
する。市町村に対しては、同週間における啓発事業の
取組について依頼する。

生活
環境
部

男女
共生
課

　10-3-3 各種公的制度の周知

・各種公費負担制度を適正に運用するとともに、各種
支援施策等について、あらゆる機会を活用した広報啓
発活動を実施するなど周知を図った。

・昨年度に引き続き、公費負担制度の適正な運用及び
その制度の周知を図る。

警察
本部

県民
サー
ビス
課

・９月補正で警察に相談できない性暴力被害者への医
療費（診察、処置、検査費用等）の助成制度を創設
し、県政広報等を活用して県民への周知を図った。

・市町村の担当職員を対象とした研修会やホームペー
ジ、SNS等で同制度の周知を図る。

生活
環境
部

男女
共生
課

　10-3-4 中高生等に対する被害者支援の啓発

10

中学生、高校生等に対して、学
校等と連携し、被害者遺族等に
よる講演を行うことで、生徒た
ちが生死を見つめ、被害者支援
はもとより、命の大切さを理解
し、ひいては社会規範の修得及
び自尊意識の高揚に取り組みま
す。

・県内の中学校17校及び高校６校において、犯罪被害
者遺族等による「命の大切さを学ぶ授業」を開催し、
生徒や教職員等約5,700人が受講し、命の大切さにつ
いての理解を深めた。

・昨年度に引き続き、「命の大切さを学ぶ授業」を県
内の中学校15校、高校７校で実施する予定。

警察
本部

県民
サー
ビス
課

9

診断書等経費や性犯罪被害者に
対する初診料等の公費負担制
度、カウンセリング制度など各
種公的制度を実施するととも
に、その制度の周知を図りま
す。

8

犯罪被害者週間（11月25日～12
月1日）に合わせて、啓発事業を
集中的に実施するとともに、広
報誌等の各種メディアを活用し
た広報などによる周知啓発に取
り組みます。
また、市町村や関係機関・団体
等に対して、同週間を中心に犯
罪被害者等への理解の増進を図
るための啓発事業を実施するよ
う働き掛けを行います。



No. 施策展開の方向と取組 平成２９年度　取組状況（実績） 平成３０年度　取組(事業実施)予定
担当
部局

担当
課

　10-3-5 学校へのカウンセラー派遣

11

心に傷を負った児童生徒に対し
て、臨床心理に関する高度に専
門的な知識・経験を持つスクー
ルカウンセラーを派遣して心の
ケアに当たるなど、保護者・学
校関係者等の連携の下、児童生
徒がＰＴＳＤ*1等にならないよ
う、心の回復を支援します。

・重大事件発生時に、学校の要請により、臨床心理士
2名を1日7時間で３日間派遣し、心のケアにあたっ
た。

・重大事件発生時に、学校の要請により、臨床心理士
2名を1日7時間で３日間派遣し、心のケアにあたる。

教育
庁

義務
教育
課
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